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令和６年３月６日（水曜日）

午前９時57分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和６年度宮崎県一般会計予算

○議案第６号 令和６年度宮崎県山林基本財産

特別会計予算

○議案第７号 令和６年度宮崎県拡大造林事業

特別会計予算

○議案第８号 令和６年度宮崎県林業改善資金

特別会計予算

○議案第12号 令和６年度宮崎県沿岸漁業改善

資金特別会計予算

○議案第22号 宮崎県漁港管理条例の一部を改

正する条例

○議案第42号 みやざき県民の住みよい環境の

保全等に関する条例の一部を改

正する条例

○議案第48号 林道事業執行に伴う市町村負担

金徴収について

○議案第49号 国営大淀川右岸施設機能保全事

業執行に伴う市町村負担金徴収

について

○議案第50号 農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について

○その他報告事項

・地域共生型の再生可能エネルギー導入のため

の促進区域の設定に関する環境配慮基準の策

定について

・令和６年度環境森林部組織改正案について

・ＰＦＡＳ存在状況緊急調査事業における指針

値超過事案について

○閉会中の継続審査について

出席委員（８人）

委 員 長 安 田 厚 生

副 委 員 長 松 本 哲 也

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 日 髙 利 夫

委 員 本 田 利 弘

委 員 今 村 光 雄

委 員 黒 岩 保 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 殿 所 大 明

環境森林部次長
田 代 暢 明

（ 総 括 ）

環境森林部次長
松 井 健太郎

（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 松 浦 好 子

環 境 管 理 課 長 野 口 辰 美

循環社会推進課長 今 村 俊 久

自 然 環 境 課 長 川 畑 昭 一

森 林 経 営 課 長 松 永 雅 春

森林管理推進室長 永 田 誠 朗

山村･木材振興課長 二 見 茂

み や ざ き ス ギ
笹 山 寿 樹

活 用 推 進 室 長

工 事 検 査 監 清 藤 勝 也

林業技術センター所長 池 田 孝 行

木 材 利 用 技 術
上 野 清 文

セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

議事課主任主事 飯 田 貴 久

総務課主任主事 森 口 浩 司

令和６年３月６日(水)
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ただいまから環境農林水産常任○安田委員長

委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程でありますが、日

程案につきましてはお手元に配付しているとお

りでありますが、御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○安田委員長

します。

次に、当初予算関連議案の審査方法について

であります。

お手元に配付している委員会審査の進め方

（案）を御覧ください。

まず、１、審査方針についてであります。

当初予算の審査に当たっては、重点事業・新

規事業を中心に説明を求めることとし、併せて

決算における指摘要望事項に係る対応状況につ

いても説明を求めることとしています。

次に、２、当初予算関連議案等の審査につい

てであります。

当初予算の審査に当たっては、審査時間が長

くなることが予想されることから、配付資料の

とおり、班を分けて説明・質疑を行い、最後に

総括質疑を行いたいと存じます。

審査の進め方については以上でありますが、

このとおり進めることに御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○安田委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時１分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

本日、委員会に３名の傍聴の申出がありまし

たので、これを認めることといたします。

傍聴をされる方に申し上げます。傍聴される

方は、受付の際にお渡ししました「傍聴人の守

るべき事項」にありますとおり、大声を出した

り拍手をしたりすることはできません。当委員

会の審査を円滑に進めるため、静かに傍聴して

ください。また、傍聴に関する指示には速やか

に従っていただきますようお願いいたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

、 。について 部長の概要説明をお願いいたします

常任委員会資料の３ペー○殿所環境森林部長

ジを御覧ください。

本日の説明事項は 予算議案が議案第１号 令、 「

和６年度宮崎県一般会計予算」など４件、特別

議案が議案第42号「みやざき県民の住みよい環

」境の保全等に関する条例の一部を改正する条例

など２件、その他報告事項が、記載しておりま

す２件と、机上に配付しております「ＰＦＡＳ

存在状況緊急調査事業における指針値超過事案

について」を合わせて３件です。

４ページを御覧ください。

。 （ ）予算議案であります 歳出予算集計表 課別

を御覧ください。

この表は、議案第１号をはじめとする４つの

予算議案に関する環境森林部の歳出予算を、課

別に集計したものであります。

、 、このうち 議案第１号の一般会計の予算額は

令和６年度当初予算額Ａの列の中ほどに網かけ

しております小計の欄にありますように209

億8,161万3,000円となっております。

、 、また 議案第６～８号の特別会計の予算額は

下から２段目の小計の欄にありますように12

億5,544万5,000円となっております。

この結果、環境森林部の令和６年度当初予算

額は、一般会計と特別会計を合わせまして、一
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番下の合計の欄にありますように222億3,705

万8,000円となり、令和５年度当初予算額と比較

しますと102.1％となっております。

５ページを御覧ください。

議案第１号関係の債務負担行為の追加につい

てであります。

森林経営課関係が２件ございます。

、「 」 、１つ目は 森林環境保全整備事業 において

事業期間が年度をまたがることから、債務負担

行為を設定するものであります。期間は令和６

、 。～７年度であり 限度額は7,350万円であります

２つ目は、令和６年度に日本政策金融公庫が

宮崎県林業公社に融資したことによって損害を

受けた場合の損失補償であります。これは、林

業公社が第４期経営計画に基づいて経営改善を

図るため、現在の借入金残高の一部について、

日本政策金融公庫からの低利の融資に借り換え

ることを予定しており、その借入れに対し損失

補償をするものであります。借入れの限度額は

１億4,669万9,000円であります。

各事項の詳細につきましては、それぞれの担

当課・室長が説明いたします。

部長の概要説明が終了いたしま○安田委員長

した。

これより２班に分けて議案の審査を行い、最

。後に総括質疑の時間を設けることといたします

歳出予算の説明については、重点・新規事業

を中心に簡潔に行い、併せて決算における指摘

要望事項についても説明をお願いいたします。

それでは、議案について説明を求めます。

なお、委員の質疑は、説明が全て終了した後

にお願いいたします。

歳出予算の説明に入りま○松浦環境森林課長

す前に、グリーン成長プロジェクトの全体概要

について、改めて御説明させていただきます。

資料６ページをお願いします。

当プロジェクトでは、林業・農水産業・脱炭

素の３つの分野で取り組んでおります。この３

つの分野に関する現状と課題ですけれども、ま

ず左上の①本県林業を取り巻く状況を御覧くだ

さい。

本県の再造林率（折れ線グラフ）になります

が、ここ数年70％台で推移しており、全国的に

は決して低くはない現状ですが、棒グラフで示

しております再造林面積は2,000ヘクタール前後

で頭打ちとなっております。

杉素材生産量32年連続日本一である本県にお

いては、伐採量に再造林面積が追いついていな

、 、い状況であり 循環型林業を確立するためには

再造林対策の強化が必要であります。

次に、右上の②本県農水産業を取り巻く状況

を御覧ください。

令和４年の農業産出額が3,505億円と全国６位

となっておりますが、本県は燃油、化学肥料、

、配合飼料等の大部分を海外資源に依存しており

海外情勢の変化等に伴う価格変動の影響を受け

やすいという課題があります。

このような中、昨年４月に開催されましたＧ

７宮崎農業大臣会合におきましても、国内農業

資源の持続的な活用など農業の持続性と生産性

の両立等を目指し、Ｇ７各国が取り組むべき行

動を要約した「宮崎アクション」が採択された

ところでございます。

続いて、③温室効果ガスの排出・吸収の仕組

みを御覧ください。

左下の図のとおり、人類の活動から排出され

た二酸化炭素は、陸上や海洋などに一部は吸収

されますが、半分近くは大気中に蓄積され、温

室効果を増大させており、このことが地球温暖

化の大きな要因となっております。
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また、その右側の図は、本県の温室効果ガス

削減目標のイメージ図ですが、2050年には、県

全体で排出される温室効果ガスについて、森林

、等による吸収量と均衡するまで削減することで

カーボンニュートラルの実現を目指すこととし

ております。

このためには、資料の下部中央に四角で囲ん

でおりますが、省エネや再エネによるＣＯ 排２

出量の削減とともに、陸上や海洋へのＣＯ 吸２

収量の増加を図る必要があります。

資料７ページをお願いいたします。

ただいま御説明しました課題を左側に、さら

に、これらの課題解決のために必要な取組の柱

と方向性を右側にまとめておりまして、グリー

ン成長プロジェクトにおきましては、１「循環

型林業の推進 、２「循環型農水産業の推進 、」 」

３「脱炭素化による成長の実現」に取り組むこ

ととしたものであります。

８ページをお願いします。

グリーン成長プロジェクト関連事業のうち、

環境森林部関連の令和６年度の主な新規・改善

事業の一覧となっております。

ページ上のほうに 産学官と県民が一丸となっ「

て再造林に取り組む「宮崎モデル」の構築 、」

ページ下のほうに「脱炭素経営の推進による産

業部門の成長の実現」のそれぞれの施策を実現

するための主な事業を記載しております。

本日の委員会では、ページ下のほうの脱炭素

関係での環境森林部が取り組む事業など、環境

分野を中心とした説明を第１班で行いまして、

ページ上部の再造林に取り組む「宮崎モデル」

と林業分野に関する事項は第２班で説明させて

いただきます。

それでは、環境森林課の当初予算について御

説明いたします。

常任委員会資料14ページを御覧ください。

環境森林課の当初予算額は、表の左から２列

目の令和６年度当初予算額の欄にありますよう

に、一般会計で27億9,571万2,000円をお願いし

ております。

主な内容について御説明します。

15ページを御覧ください。

表の上から３段目 （目）環境保全費（事項）、

環境保全推進費3,583万9,000円であります。

説明及び事業名の欄のうち５、改善事業「環

境保全普及啓発事業」2,449万1,000円につきま

しては、環境教育の拠点である環境情報センタ

ーの運営、県民や事業者の環境実践行動を支援

する環境みやざき推進協議会の運営、地球温暖

化対策の普及啓発等を行う地球温暖化防止活動

推進センターの運営などに要する費用でありま

す。

その下の段の（事項）地球温暖化防止対策費

４億2,805万1,000円であります。

説明及び事業名の欄のうち ３の改善事業 脱、 「

炭素経営支援事業 、５の改善事業「ひなたゼロ」

カーボン加速化事業」につきましては、後ほど

御説明させていただきます。

４の改善事業「県有施設脱炭素関連設備導入

事業」１億6,750万円につきましては、建設中の

、新しい県営プールや総合庁舎などの県有施設に

リース方式などを活用して太陽光発電設備の設

置やＬＥＤ照明への更新を行い、再エネ由来電

力の利用拡大や、施設の省エネ化を図ることと

しております。

16ページをお願いします。

（ ） 、（ ）目 林業振興指導費の上から４段目 事項

森林環境教育推進費2,445万円であります。

説明及び事業名欄のうち、２の改善事業「森

林環境教育支援事業」につきましては、学校や
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地域等が取り組む森林・林業体験活動への支援

など、幅広い世代を対象にした森林環境教育を

、 、実施することで 森林の働きや重要性を理解し

県民共有の財産である森林をみんなで守ってい

く機運の醸成を図ることとしております。

次に、18ページをお願いします。

新規・重点事業について御説明いたします。

「 」 。改善事業 脱炭素経営支援事業 であります

予算額は2,500万円です。

事業の目的ですが、事業活動に伴う温室効果

ガス排出量の可視化や脱炭素化の取組を支援す

ることにより、企業の持続的な成長へとつなが

る事業活動への転換を図るものであります。

次の19ページを御覧ください。

現状と課題ですが、右側のグラフは石油価格

の推移を示しております。令和４年２月のウク

ライナ侵攻前と比べまして、２割ほど高い水準

のまま高止まりしております。そのため、エネ

ルギー価格の影響を受けにくくなるように、再

エネや省エネなど、事業活動の脱炭素化に取り

組む脱炭素経営への転換が必要となっておりま

す。

その下の事業内容及び効果を御覧ください。

本事業では セミナーなどにより脱炭素を知っ、

ていただき、ウェブサービスを活用して事業活

動に伴う温室効果ガスの排出量を量り、課題等

を抽出いたします。そして、排出量を減らすた

めに、排出削減に向けた計画の策定や実行等を

伴走支援することにより、脱炭素経営の実現を

図っていくこととしております。

前の18ページにお戻りください。

事業の概要に記載しております事業内容等に

つきましては、先ほど説明させていただいたと

おりであります。

事業の期間は、令和６～７年度の２か年とし

ております。

次に、20ページをお願いします。

改善事業「ひなたゼロカーボン加速化事業」

。 。であります 予算額は２億2,400万円であります

事業の目的ですが、住宅や事業所等への太陽

光発電設備や省エネ設備の導入等を支援するこ

とにより、2050年ゼロカーボン社会の実現に向

けた温室効果ガスの排出削減を図るものであり

ます。

次の21ページの現状と課題を御覧ください。

県内の温室効果ガスの排出量は基準年度であ

、る2013年度と比較して減少傾向でございますが

ゼロカーボン社会の実現に向けて再エネ・省エ

ネの取組をさらに拡大させるには、継続的な支

援が必要となっております。

その下の事業内容及び効果を御覧ください。

住宅向けに、①太陽光発電設備、②蓄電池、

③高効率給湯器の導入や④高断熱性窓ガラスの

改修を、事業所向けに、①太陽光発電設備、②

蓄電池や③コージェネレーションシステムの導

入を支援することにより、温室効果ガスの排出

削減を図るものであります。

前の20ページにお戻りください。

事業の概要に記載しております事業内容等に

つきましては、先ほど説明させていただいたと

おりでありますが、それぞれの補助率や補助額

については、表の右側に記載のとおりでありま

す。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。

資料22ページをお願いいたします。

指摘要望事項につきましては 「ゼロカーボン、

社会づくりについて、実現に向けた気運醸成に
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取り組むとともに、温室効果ガス排出削減のた

めの県民や事業者に向けた支援事業を継続的に

行うこと」という御指摘・御要望をいただいて

おります。

このことにつきまして、環境森林部としまし

、 、ては ゼロカーボン社会づくりの実現に向けて

令和５年３月に第四次宮崎県環境基本計画を一

部改定し、2030年度の温室効果ガス削減目標

を2013年度比で50％削減へと見直すとともに、

、その達成に向けたロードマップを新たに追加し

本県が目指す姿及び今後の取組を示したところ

です。

これらの取組を進めるためには、御指摘にも

ございました、機運の醸成や行動変容を促進す

る必要があります。

このため、令和６年度予算におきましても、

啓発イベント等による県民等へのプロモーショ

ン展開や、県内事業者を対象としたセミナーの

開催、県民及び事業者の脱炭素の取組を取りま

とめた「行動ブック」の作成・配布による普及

啓発などを通じて、機運醸成に取り組むことと

しております。

また、太陽光発電設備や省エネ設備の導入に

対する支援や、ＥＶ車両への転換に向けた環境

整備の取組の支援などにも、引き続き取り組ん

でまいります。

資料24ページを御覧くだ○野口環境管理課長

さい。

環境管理課の当初予算の総額は、左から２列

目の欄にありますように、一般会計で４億3,036

万円をお願いしております。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

歳出予算説明資料の（目）環境保全費（事項

名）大気保全費7,971万3,000円でありますが、

説明及び事業名欄の１ 「大気汚染常時監視事、

業」5,275万4,000円は、大気汚染防止法に基づ

き、二酸化硫黄や光化学オキシダントなどの大

気汚染物質を常時監視するものであります。

（事項）水質保全費9,320万5,000円でありま

すが、１ 「水質環境基準等監視事業」5,900、

万1,000円は、水質汚濁防止法に基づき、公共用

水域や地下水について、汚濁物質やヒ素などの

有害物質を常時監視するものであります。

（ ） 、事項 放射能測定調査費1,129万4,000円は

国からの委託を受けまして、モニタリングポス

トを用いた空間放射線量や、ゲルマニウム半導

体検出器を用いた、水道水や土壌などの放射能

を調査するものであります。

25ページへお進みください。

（事項）公害保健対策費１億570万6,000円で

ありますが、これは旧土呂久鉱山のヒ素による

公害健康被害に係る経費で、１、公害健康被害

補償対策費8,025万3,000円は、慢性ヒ素中毒症

の認定患者の方々へ医療費や障害補償費などを

給付するものであります。２、健康観察検診

費2,018万4,000円は、慢性ヒ素中毒症の認定患

者や土呂久地区に住んでおられる方々の健康状

態の観察、いわゆる土呂久検診を実施するもの

であります。

（事項）河川浄化対策費952万3,000円であり

ますが、２、改善事業「水環境ふれあい活動事

業」945万円は、水環境保全への意識の醸成を図

、 「 」るため 本県独自の指標を用いた 水辺の学習

や、硫黄山水質改善施設を活用した環境学習等

を実施するものであります。

事項 合併処理浄化槽等普及促進費１億1,870（ ）

万4,000円でありますが、４ 「浄化槽整備支援、

事業」8,941万9,000円は、生活排水処理率の向

上を図るため、市町村が設置する合併処理浄化
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槽と、単独処理浄化槽やくみ取り槽から合併処

理浄化槽に転換する個人設置の浄化槽に補助す

るものであります。

７、新規事業「浄化槽適正管理システム整備

事業」については、次のページからの資料にて

御説明いたします。

26ページを御覧ください。

新規事業「浄化槽適正管理システム整備事

業」1,213万2,000円であります。

事業の目的は、浄化槽の設置や維持管理に関

する状況を正確に把握できるシステムを構築す

ることにより、浄化槽法定検査受検や適正な維

持管理の指導・啓発を充実・強化し、浄化槽適

正管理の一層の推進を図るものであります。

次の27ページの現状と課題を御覧ください。

現有の県浄化槽台帳は浄化槽設置者等からの

届出情報に基づいており、廃止や転居に伴う届

出が徹底されていないこと等から、徐々に、登

載情報の精度が低くなってきております。この

結果、法定検査未受検など不適正な管理状態に

ある浄化槽の把握が不十分となり、指導等が適

切に実施できていないという課題があります。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、新規報告システムを用いて、維持管理業者

に維持管理情報と浄化槽ＧＩＳ情報を、県に対

して報告してもらいます。県では、業者報告情

報を浄化槽台帳と突合し、業者側と共通番号で

連結することにより、以降の報告情報は台帳に

自動更新できる仕組みとすることで、継続的に

浄化槽台帳情報が更新される新たな台帳システ

ムを構築いたします。

これにより、浄化槽適正管理の指導・啓発が

推進され、水環境保全が図られることが期待で

きます。

前のページにお戻りください。

事業の概要に記載しております事業内容等に

ついては、先ほど御説明させていただいたとお

りであります。

事業の期間は、令和６年度の単年度となって

おります。

資料28ページをお開○今村循環社会推進課長

きください。

当課の当初予算の総額は、一般会計で５

億7,907万4,000円をお願いしております。

それでは、主な内容につきまして御説明しま

す。

（ ） （ ）歳出予算説明資料の 目 環境保全費 事項

一般廃棄物処理対策推進費3,122万5,000円であ

ります。

説明及び事業名欄の２ 「海岸漂着物等地域対、

策推進事業」2,143万8,000円でありますが、こ

れは、国の補助金を活用し、海岸漂着物発生抑

制のための啓発や、市町村が実施する海岸漂着

物の回収や処理への支援に加えまして、県内の

海岸に漂着したごみの組成調査を行うものであ

ります。

次に （事項）産業廃棄物処理対策推進費４、

億5,191万8,000円であります。

２ 「産業廃棄物処理監視指導事業」の（２）、

「廃棄物不適正処理防止対策強化事業」の8,150

万9,000円につきましては、当課と各保健所に廃

棄物監視員を配置しまして、監視体制を強化す

ることにより、不法投棄等の早期発見、指導、

原状回復の徹底等を図るものであります。

５、産業廃棄物税基金積立金３億488万9,000

円につきましては、産業廃棄物税の税収等から

徴税経費を除いた額を、基金として積み立てる

ものであります。

８ 「産業廃棄物トラックスケール設置支援事、

業」1,000万円につきましては、産業廃棄物税を
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適正に課税・徴収することなどを目的としまし

て、産業廃棄物処理事業者が設置するトラック

スケールの整備に要する経費の一部を支援する

ものであります。

続きまして （事項）廃棄物減量化・リサイク、

ル推進費の9,593万1,000円であります。

、「 」 （ ）、１ 循環型社会推進総合対策事業 の ２

改善事業「産業廃棄物リサイクル転換支援事

業」6,050万円でありますが、これは、産業廃棄

物のリサイクルに積極的な排出事業者や処理業

者の取組を支援することにより、産業廃棄物の

、 、排出抑制 リサイクル率の向上を図るとともに

「みやざきリサイクル製品」の消費者への認知

度を高め、持続可能な循環型社会を確立するも

のであります。

続きまして、２、改善事業「 宮崎県食品ロス「

削減推進計画」ステップアップ事業」につきま

しては、次のページからの資料にて御説明いた

します。

30ページを御覧ください。

改善事業「 宮崎県食品ロス削減推進計画」ス「

テップアップ事業」であります。予算額は1,800

万円をお願いしております。

事業の目的ですが、県内の食品ロスの実態を

調査するとともに、市町村や民間企業の活動支

援、それから「みやざき食べきり宣言プロジェ

クト」を実施することにより、県民の食品ロス

への認識を高め、一層の削減を図るものであり

ます。

次のページの現状と課題を御覧ください。

食品ロスの削減に関しましては、令和元年に

食品ロス削減推進法が施行されましたが、その

後、新型コロナの感染が拡大したことにより、

家庭ごみの開封作業が行えないなど、食品ロス

の実態を把握するための調査がなかなか行えな

い状況となりました。

このような状況もありまして、県内市町村の

食品ロス削減推進計画の策定は進んでおらず、

。策定済みは現在２市町村にとどまっております

また、これまでの取組によりまして 「食品ロ、

ス」という言葉自体はかなり県民にも普及した

ものと考えておりますが、削減に向けた具体的

な取組が十分に広がったとまでは言い難い状況

にあると考えております。

そのため、下の事業内容及び効果のほうに記

載しております、①食品ロスの実態調査、②市

町村や民間企業等が行うフードドライブ等の活

動支援のほか ③食べきり協力店の利用促進キャ、

ンペーンなど「みやざき食べきり宣言プロジェ

クト」に取り組むことで、県民の食品ロスに対

する認識をさらに高めるとともに、削減の実践

的な活動が県民全体に広がっていくことを期待

しております。

前のページにお戻りください。

事業の概要につきましては、先ほど御説明さ

せていただいたとおりであります。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

常任委員会資料32ページ○川畑自然環境課長

を御覧ください。

、 、自然環境課の当初予算は 表の左から２列目

令和６年度当初予算の欄にありますように、一

般会計で37億3,470万4,000円をお願いしており

ます。

、 。それでは 主なものについて説明いたします

33ページを御覧ください。

左側の列の（目）環境保全費、２段目の（事

項）自然保護対策費1,272万円であります。

右側の説明及び事業名欄の６ 「生物多様性地、

域活動等推進事業」は、生物多様性の保全や希
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少野生動植物の保護をするため、市町村が実施

する森林生態系の保全活動等を支援するもので

あります。

次の（目）林業総務費、３段目の（事項）公

共工事品質確保強化対策費1,422万5,000円であ

ります。これは、公共工事における適正な下請

、けの契約の履行と公共工事の品質確保を目的に

宮崎県建設技術推進機構に委託して、施工体制

監視チームによる現場点検を実施するものであ

ります。

次の（目）林業振興指導費（事項）荒廃渓流

等流木流出防止対策事業費3,000万円でありま

す。これは、台風など異常な降雨等に伴い渓流

に堆積した流木や、渓流沿いにある不安定な立

ち木の伐採・撤去などを行い、流木の下流への

流出を防止するものであります。

一番下の（目）森林病害虫防除費（事項）森

林病害虫等防除事業費9,207万2,000円でありま

す。

、「 」、右側の説明欄の１ 松くい虫伐倒駆除事業

、「 」 、２ 松くい虫薬剤防除事業 などの事業により

松くい虫被害の拡大を防止するため、被害木の

伐倒駆除やヘリコプターによる薬剤散布等を行

うものであります。

次に、34ページを御覧ください。

目 治山費 事項 山地治山事業費21億9,277（ ） （ ）

万4,000円であります。これは、台風や集中豪雨

により荒廃した山地を復旧するため、右側の欄

の１ 「復旧治山事業」や、災害を未然に防止す、

るための２ 「予防治山事業」などを実施するも、

のであります。

次の 事項 緊急治山事業費１億4,794万6,000（ ）

円であります。

右側の欄の１ 「災害関連緊急治山事業」は、、

新たに発生・拡大した荒廃山地を当該災害発生

年に緊急的に復旧整備するものであります。

一番下の（事項）保安林整備事業費３億4,019

万9,000円であります。

右側の欄の１の「保安林改良事業」など、水

源涵養等の公益的機能が低下した保安林におい

て、植栽や下刈り、除間伐等を実施するもので

あります。

次に、35ページを御覧ください。

事項 県単治山事業費7,458万2,000円と 事（ ） （

項）県単補助治山事業費１億433万1,000円であ

ります。これらは、県や市町村において、国庫

補助の対象とならない小規模な災害復旧や治山

施設の維持管理等を行うものであります。

次の（目）狩猟費（事項）鳥獣保護費3,413

万2,000円であります。これは、各市町村に配置

する鳥獣保護管理員の報酬など、野生鳥獣の保

護等に要する経費であります。

次の（事項）鳥獣管理費7,727万8,000円であ

ります。

右側の欄の１の改善事業「有害鳥獣捕獲強化

総合対策事業」につきましては、後ほど説明さ

せていただきます。

「 」 、４の改善事業 シカ捕獲等特別対策事業 は

予算額3,285万1,000円で、指定管理鳥獣である

鹿等の生息数管理のため、生息密度の高い鳥獣

、 、保護区等において 県が委託して捕獲を実施し

。農作物等への被害軽減を目指すものであります

なお、令和６年度は、鹿の生息密度の高い県

西地域において、隣県の鹿児島県と連携した広

域捕獲を行うこととしております。

次に、36ページを御覧ください。

（事項）狩猟費1,400万6,000円であります。

これは、鳥獣保護に必要な狩猟免許試験の実施

や狩猟免許の更新、狩猟者登録等に要する経費

等であります。
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次の 目 公園費 事項 自然公園事業費1,970（ ） （ ）

万9,000円であります。

右側の欄の４、改善事業「みやざきの自然公

園誘客強化事業」は、予算額511万9,000円で、

国立公園利用促進のための取組や国定公園内で

美化活動を行うボランティア団体を支援する経

費であります。

次の（事項）九州自然歩道管理事業費、右側

の欄の１、改善事業「九州自然歩道利用環境整

備事業」につきましても、後ほど御説明させて

いただきます。

次に 事項 自然公園等整備事業費１億8,498、（ ）

万9,000円であります。

右側の欄の１ 「国立公園整備事業 、２ 「国、 」 、

立公園整備支援事業」など、国立公園や国定公

園等の老朽化した施設や歩道の整備等を県や市

町村が行うものであります。

一番下の（目）林業災害復旧費（事項）治山

施設災害復旧費３億円であります。これは、台

風等により治山施設が被害を受けた場合の災害

復旧事業に要する経費であります。

38ページを御覧ください。

改善事業「有害鳥獣捕獲強化総合対策事業」

は予算額2,263万1,000円であります。

事業の目的は、有害鳥獣の捕獲活動の支援、

技術講習会の開催、鹿・イノシシ捕獲に対する

、 、助成を行い 適切な捕獲を促進することにより

農林作物の被害軽減や個体数の適正管理を図る

ものであります。

39ページを御覧ください。

野生鳥獣による農林作物等の被害額は、左側

の図にありますように依然として高い状況であ

り、また、狩猟者につきましては、右側の図の

とおり免許所持者の減少や高齢化も進行してお

りますことから、被害額を軽減するためには、

有害鳥獣の捕獲促進や捕獲体制の維持が課題と

なっております。

その下の事業内容及び効果を御覧ください。

有害鳥獣の捕獲活動への助成を行うことで、

捕獲体制の維持や捕獲技術の向上、狩猟による

捕獲を促進し、農林作物の被害額軽減等を図る

ものであります。

38ページにお戻りください。

事業の概要は、記載しております①と②の有

害鳥獣捕獲班及び猿捕獲班への活動助成や、③

の捕獲班指導者等に対する安全技術向上講習会

の開催、④と⑤の鹿・イノシシの有害捕獲や狩

。猟による鹿捕獲への助成を行うものであります

今回の改善点としましては、⑤の狩猟で捕獲

した鹿に対する助成を、これまで鹿捕獲数の３

頭目から１頭当たり4,000円を助成しておりまし

たが、狩猟者に積極的に捕獲をしてもらうため

に、免許取得後３年未満の浅い狩猟者に対しま

しては１頭目から１頭当たり7,000円を、３年以

上の狩猟者につきましては２頭目から１頭当た

り4,000円を助成し、狩猟者の負担軽減を図るこ

ととしております。

事業の期間は、令和６～令和８年度の３か年

であります。

40ページを御覧ください。

改善事業「九州自然歩道利用環境整備事業」

。 。であります 予算額1,303万4,000円であります

事業の目的は、本県のロングトレイル「九州

自然歩道」の利用促進のため、持続可能な維持

管理・運営体制を構築し、一体的に歩道の魅力

を発信することで、観光振興・地域活性化を推

進するものです。

41ページの現状と課題を御覧ください。

、 、九州自然歩道は 全線開通から45年が経過し

歩道の老朽化が進み、危険箇所が増加している
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ため、利用者の安全確保のための改修が必要と

なっております。

また、県内の九州自然歩道は、約350キロのう

ち道路部分を除く森林内の約107キロを自然環境

課で管理していますが、利用促進のためには一

体的な維持管理と利用者目線の情報発信が必要

となっております。

そのため、下の事業内容及び効果にあります

ように、写真左側の地域のボランティア団体等

と連携した歩道の維持管理や、歩道の状態を把

握できる管理台帳を作成し、優先順位の高い箇

所の改修等を行うとともに、利用促進のための

情報発信を行うことで、利用者の増加を図るも

のです。

40ページにお戻りください。

、 、事業の概要ですが ①～③にありますように

九州自然歩道の維持管理として、歩道の点検や

補修、倒木の撤去等を行うとともに、利用者の

安全確保のため、看板や規制ロープの設置等を

行います。また、④では、ロングトレイルに知

見のある団体に委託し、全線踏査による管理台

帳の作成や利用促進のための情報発信などを行

います。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

常任委員会資料84ページ○野口環境管理課長

を御覧ください。

議案第42号「みやざき県民の住みよい環境の

保全等に関する条例の一部を改正する条例」に

ついて、御説明いたします。

１の改正理由にありますように、今般、水質

汚濁防止法施行令等の改正に伴い、条例で定め

ている排水基準の項目及び許容限度をこれに合

わせて改正を行うものであります。

２の改正の内容につきましては、条例による

大淀川水域に係る上乗せ排水基準を、表に示す

とおり改正するものでありますが、水質汚濁防

止法では旅館業や畜産業、食料品製造業などか

らの排出水量が１日当たり50立方メートル以上

ある場合に課している基準を、条例では、１日

当たり25立方メートル以上50立方メートル未満

の特定事業場に対して課しております。

今回の改正は、大腸菌群数3,000個パー立方セ

ンチメートルを大腸菌数800ＣＦＵパーミリリッ

トルに改正するものであります。

３の施行期日については、令和７年４月１日

からの予定としております。

執行部の説明が終了いたしまし○安田委員長

た。

議案について質疑はありませんか。

資料20ページの「ひなたゼロカー○黒岩委員

ボン加速化事業」について、県内自治体の動き

がどうなのかなというところがありまして、ゼ

ロカーボンシティ宣言とかいろいろあるんです

けれども、そういった県内自治体の取組状況は

いかがでしょうか。

ゼロカーボンシティ宣言○松浦環境森林課長

につきましては、県内26市町村のうち13市町村

が宣言を行っていると聞いております。

個別事業につきましては、恐らく、昨年度ま

でだったと思いますけれども、日南市は省エネ

家電等の補助をされておりまして、延岡市でも

省エネ家電の購入に対する支援などの事業を

行っているというふうに聞いております。

自治体が率先してやるという機運○黒岩委員

も大事かと思いますので、全市町村が宣言がで

きるようなアドバイスをお願いしたいと思いま

す。

資料18ページの「脱炭素経営支援○丸山委員

事業」について、可視化するというのは非常に
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必要なことだと思っています。

成果目標に「20社」と書いてあるのですが、

これまではどれぐらいの事業者が可視化できて

、 、 、いて 次は どのレベルの事業者に可視化して

実際に取り組んでもらおうといったイメージを

持てばいいのか、教えていただきたいと思って

います。

「脱炭素経営支援事業」○松浦環境森林課長

。につきましては昨年度から取り組んでおります

昨年度は50社想定で事業を進めましたところ101

社の応募がございまして 非常に好評な事業だっ、

たと思っております。また、４月以降も、支援

先のうち４分の１程度が、自費でこの取組を続

けたいという動きもございまして、なかなか効

果があると思っているところでございます。

当面はその取組を徐々に広げていきまして、

可視化のよさや効果を県内に広げていきたいと

考えております。

イメージでは、事業の対象を、従○丸山委員

業員が何十人以上の企業とか、そういうように

しているのかなと思ったんですが、そうではな

くて、応募のあったところにて取り組んでいる

ということですね。

これぐらいの方々に可視化してもらって しっ、

かり取り組んでもらうというような目標があっ

てもいいんじゃないかと思っているのですが、

今年度は100社ぐらい取り組んだということで、

最終的にどれくらい可視化してもらって企業に

取り組んでいただきたいと考えているんでしょ

うか。

具体的に何社まで広げよ○松浦環境森林課長

うというところはないんですけれども、今年度

の取組方法としましては、委託事業者が銀行と

連携しまして、銀行の取引先の方に、こういう

制度を県がやっているけれども非常に効果があ

るよという形でＰＲしていただきまして、中小

、 、企業から大企業まで そして製造業や病院関係

ホテル関係等、いろんな業種に広がっていると

ころでございます。

この事業としましても、いろんなパターンの

企業に対応できるような取組ですので、まずは

制限をかけずに、幅広く取組を進めていきたい

と思っているところでございます。

ぜひ、多くの企業が取り組むこと○丸山委員

によって、宮崎県が脱炭素の社会に向けて取り

組んでいる姿勢を示せるように、しっかりやっ

ていただきたいと思います。

また、一般家庭の排出のほうが多いはずです

ので、それも含めてどうやって次に移行してい

くのかを考えないと、2050年に向けての目標は

。結局達成できないんじゃないかと思っています

ロードマップも見ながらやっていただいている

と思うのですが、日本一プロジェクトの中の一

環でやっているのであれば、もっと大きな形と

して成果を上げていただくようにお願いしたい

と思っております。

資料16ページの基金積立金に○松本副委員長

ついて、令和５年度末の積立金と今回予算措置

した積立金、令和６年度末の積立金の見込みが

どのようになるのか、お教えいただけませんで

しょうか。

すみません。数字を確認○松浦環境森林課長

、 。しますので お時間をいただけますでしょうか

また後から説明をお願いいたし○安田委員長

ます。

ほかにないでしょうか。

資料16ページの森林環境教育推進○野﨑委員

、 、費について 改善事業となっていますけれども

もう一回、説明をしてもらってもいいですか。

改善事業の森林環境教育○松浦環境森林課長
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支援事業については、学校やみどりの少年団な

どの児童や生徒、親子などを対象としまして、

例えば植樹や下草刈り、間伐などの林業体験を

行ったり、森林観察、それから木工製作などの

体験をするための講師派遣を行ったり、さまざ

まな助成を行っているところでございます。

ちなみに、令和５年度の実績としては、学校

は35か所、地域は17か所で活動していただいて

いるところでございます。

山に関してのみになるんでしょう○野﨑委員

か。環境のことについては、子供たちに伝えて

いるんでしょうか。

森林環境教育支援事業に○松浦環境森林課長

つきましては、森林関係を主にやっておりまし

て、環境関係につきましては、環境保全推進費

のほうの事業で環境をメインとした啓発活動や

。教育活動に取り組んでいるところでございます

資料22ページの決算特別委員会の○野﨑委員

指摘要望事項に係る対応状況で、気運醸成とい

うのがあったので、子供の頃からそういった意

識を持ってもらうのが大事と思いますから しっ、

かり取り組んでいただきたいと思います。

資料25ページの中ほどの（事項）○日髙委員

公害保健対策費１億570万6,000円について、前

年度の予算額は幾らだったんでしょうか。

前年度は9,474万2,000円○野口環境管理課長

です。

。○日髙委員 若干増えているということですね

説明の欄の指定地区住民というのは、土呂区地

。区に限定しているということでよろしいですか

はい。そのとおりです。○野口環境管理課長

１の公害健康被害補償対策費につ○日髙委員

、 、いて 概要をもう一回教えていただきたいのと

２番の健康観察検診費について、対象者がどの

、 、くらいおられて イメージ的に許容範囲なのか

その辺はどうでしょうか。

まず、公害健康被害補償○野口環境管理課長

対策費の予算約8,000万円の内訳でございますけ

れども、障害補償費や遺族補償費、遺族補償一

時金、医療費、そういったものになります。こ

ちらの対象者が 年度当初41名ということになっ、

ております。

２の健康観察検診費の対象者も41○日髙委員

名ということでよいでしょうか。

当然この41名も入るんで○野口環境管理課長

すが、土呂区地区に居住歴があった方も入りま

す。

全体的に見て 予算上 順調に行っ○日髙委員 、 、

ているということで考えていいんですね。

。○野口環境管理課長 そのとおりでございます

寄り添った支援を行っております。

補正予算のときには、この事業の○丸山委員

中で約3,000万円減額しているんですよね。今

回41名を想定して当初予算を組んでいるかと思

いますが、もし何かあったときに出すような予

定があるから、かなり多くの予算を、取りあえ

ず取っているというイメージでいいのか、考え

方を教えてください。

資金が足りなくなったら○野口環境管理課長

いけませんので、多めに取っています。

当然、お亡くなりになったときの遺族補償費

なども出てきますので多めに取って、大体３月

、末までにどの程度見込みがあるかということで

２月に補正して毎年執行しているところでござ

います。

対象者41名の大体の年齢を教えて○日髙委員

ください。

、 、○野口環境管理課長 現在 最年長の方が94歳

最年少の方が69歳で、平均年齢が84歳となって

おります。
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先ほど御質問のありまし○松浦環境森林課長

た森林環境譲与税基金積立金について、昨年度

の積立額は３億586万5,000円でございます。

森林環境譲与税の配分見直し○松本副委員長

とかが出てきたときに、これから事業に充当し

ていく分と、積立て等も考えていかなきゃいけ

ないのかなと思います。想像するに、配分が多

くなっていくと思っているんですけれども、そ

の辺りを含んだ今後の活用とか、基金の見通し

を教えていただけないでしょうか。

今、お話しがありました○松浦環境森林課長

ように、配分の数値の見直しもありまして、今

年度から数字が増えていくというふうにしてお

ります。

、 、特に 森林面積の配分が増えたということで

市町村が増えてきたと思うんですけれども、十

分に活用してもらえるように市町村への働きか

けを行なっております。

例えば、庁舎の木質化等のために基金を積ん

でいるという事例もあると聞いておりますけれ

ども、市町村の実情に応じて、事業化なり、基

金なり丁寧に寄り添いながら活用を進めていき

たいと考えております。

譲与が本当に多くなっていま○松本副委員長

。 、す 宮崎県も独自の取組を進めておりますので

注目されていく分野かなと思っております。積

極的な活用と、また新たな事業等の構築があり

ましたら、ぜひ、今後とも進めていただきたい

と思います。

資料26ページの「浄化槽適正管理○本田委員

システム整備事業」についてですけれど、これ

は法定でいうと年１回の検査というか、清掃が

必要だったんでしょうか。

、 、この前 新聞で出ていた件かなと思っていて

この法定でいうと、どれぐらいの割合で清掃し

。なければいけないのかを教えていただけますか

浄化槽法では、清掃につ○野口環境管理課長

いては年１回以上と規定がされております。

県内で年１回清掃が実施されてい○本田委員

る浄化槽というのは、何％ぐらいあるんでしょ

うか。

81％です。○野口環境管理課長

要するに、この成果指標のところ○本田委員

を８割から９割にするということではなくて、

台帳への登載情報の精度を上げるということな

んですか。

。○野口環境管理課長 そのとおりでございます

宮崎県は10年ぐらい前から法定受○丸山委員

検率がかなり低くて、上げていかないといけな

いという話をしていたんですが、この台帳の精

度がよくなることによって、どうような方向に

動くという認識をすればよいでしょうか。

現在の受検率が、直近の○野口環境管理課長

令和４年度末で57.4％になっております。この

数字を、令和12年度までに75％に持っていきた

いと考えておりましす。実は、この浄化槽の受

検率を上げていくために、私どもとしては浄化

槽の法定検査を受けていらっしゃらない方に、

毎年３万通余り、受検をしてくださいというこ

とでお願いをしているところです。

ただ、最初に浄化槽を設置したときに届出を

出していただきますが、その後、その方が家を

売られたりとか、中の管理者が変わるとか、い

ろんなケースがございます。それも、届出を出

していただく必要があるんですが、なかなか届

出を出していただけておりません。

そうなると、一回そこで浄化槽の11条検査の

受検が切れてしまうんです。そこを改善するた

、めに浄化槽を使っていらっしゃる方というのは

何らかの点検をしなければいけません。県知事
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が登録した業者であったり、市町村が行う保守

点検や清掃というのがございますけれども、そ

こについては、やはり契約という形でお金と結

びついているわけです。

そこの情報をいただくことによって、浄化槽

の台帳の精度を高め、今まで11条検査の受検を

されていない方に、しっかりと啓発をしていっ

て、その受検率を上げる そういうふうなロ─

ードマップを描いております。

法定検査であり、法に基づいた義○丸山委員

務と思っていますので、それをしっかりと認識

してもらうように、できれば成果指標として受

験率の向上も挙げていただければよかったので

はないかと思っておりますが、いかがでしょう

か。

実は、そのような議論も○野口環境管理課長

したところではあったんですけれども、国のデ

ジタル田園都市国家構想交付金を使うというこ

とで、単年度事業としております。

それで、１年間での指標の上がり方というの

、 、は これから台帳をしっかり整備していくので

今のところ57.4％なんですが、議論もしたんで

すけれども、この数字が飛躍的に、例えば65％

とか70％に持っていけないものですから、当然

そういうことも踏まえて、長丁場で最終的に

は100％を目指して頑張っていきたいという思い

でございます。

浄化槽の関連なんですけれども、○黒岩委員

結局、この法定検査が進まない理由の一つに、

自分のところは浄化槽の管理会社に委託をして

いるのに、プラスでやる必要があるのかと、な

かなか理解されない方が多いと思うんです。

ですから、方法の例として、その浄化槽の管

理会社がこの法定検査をやるといったようなこ

とについては、問題があるのでしょうか。

まず一般論として、浄化○野口環境管理課長

槽を管理されている方には保守点検、清掃、法

定検査の３つの義務があります。この法定検査

の考え方というのが、清掃と保守点検が適正に

なされているかということを第三者機関がやる

ということになっています。

そういうことでいきますと、保守点検業者が

その検査までやってしまうと、自分がやった仕

事を自分で評価することとなってしまうという

のが、まず一つあると思います。

それと、大体の保守点検業者、清掃業者は、

株式会社 有限会社 ときには個人の方もいらっ、 、

しゃるかと思います。この法定検査の指定検査

機関になるためには、公益法人でないといけな

いということになっております。また、加えて

そういった方々の検査体制に支障がないかと

どういうことかというと、47都道府県のう─

ちの40県程度は、１社しか検査機関がございま

せん。２社以上あるところも、実は地域分けを

。 、 、しているんです 福岡県であれば北九州 福岡

筑後という形で３つに分けて、その区域で独占

、的に実施しているということでございますので

今の体制でやっていきたいと考えております。

資料30ページの「 宮崎県食品ロス○日髙委員 「

」 」 、削減推進計画 ステップアップ事業 について

若い人は30・10運動を誤解しているのかなと思

。 、 、いました 宴会が始まってから30分 その間は

、いろんなことをやったらいけないと思っていて

「30分たちましたが、もう始めてもいいでしょ

うか」と言うものですから、いや、そうじゃな

いよと 宴会からということではなくて、そ─

の宴会で乾杯があってから30分なんですよと。

動かないでみんなで食べてさえいれば、その間

にいろんなスケジュールがあるなら、それを聞

きながら食べればいいんだから、どんどんやっ
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ていけばいいわけです。

若い人は勘違いしているところがあるかもし

れないので、広報の際は、そこら辺の誤解がな

いように、しっかりとやっていただきたいと思

います。また、これから計画書をつくるという

ことですけれども、推進計画は努力義務という

ことになっているわけですから、なかなか進ま

ないと思います。令和５年で２市町村、令和８

年で20市町村ということですが、あとの６市町

村のイメージは何かあるんですか。

市町村の計画につい○今村循環社会推進課長

、 、 、て 今のところ策定済みなのは２市町村で 今

計画策定の動きがあるのは、宮崎市、延岡市、

都城市です。特に、延岡市については、今年度

県の補助金を活用し、いろいろ調査をしていた

だいたので、再来年度、計画の策定かというふ

うに聞いています。

確実に策定の機運があるのが今の３市で、小

規模の市町村は、まだ、なかなか策定の機運が

盛り上がっていないというのが正直あります。

盛り上がらない理由として、コロナ禍もあっ

たんですけれども、やはり委員もおっしゃられ

、 、 、たとおり この計画の策定は 県は義務ですが

市町村は努力義務なので、そこがなかなか盛り

上がらない理由の一つとして挙げられます。

それから、この食品ロスというのは、実はい

ろいろな部署にまたがっているんです。我々、

環境森林部、それから食料を扱うので農政水産

部、それから食育ということで教育委員会、あ

とフードバンクとなると福祉保険部となり、４

つにまたがっていまして、市町村内のどこが主

体となって計画を策定するのかというのが、な

かなか調整がつかないところもあると聞いてお

ります。

とはいっても、我々はこの食品ロスを削減し

ていくために、市町村の取組は重要と思ってい

ますので、この補助金を活用し、ぜひ策定につ

なげてほしいと働きかけていきたいと考えてお

ります。

この20市町村というのは、既にそ○日髙委員

こまでには終わっているところもあるだろうか

ら、令和８年の時点では、全市町村になるとい

。うようなイメージで考えてもいいんでしょうか

こちらは目標で頑○今村循環社会推進課長

張っています。

平成28年度の食べきり宣言を出さ○日髙委員

、 、れたときに 市町村や各種団体への協力依頼は

公文書で出されたんでしょうか。

当時、公文書で依頼○今村循環社会推進課長

したかどうかは、私の手元にはないんですが、

、 、市町村を集める研修会 企業等も集める研修会

あと４Ｒ協議会というものがあり、これに、県

も市町村も、それから主だった県内の民間団体

も入っているんですけれども、こういう中で、

この運動、食品ロスの取組については、啓発の

周知をお願いしているところであります。

啓発の方法で、ＳＮＳ等最新の方○日髙委員

法でいろいろやられるんでしょうけれども、官

、 、公庁からしてみれば 協力お願いしますという

県からの文書による依頼が来れば、市町村は絶

対やらないといけないとなると思います。宮崎

県はしっかりやりますよということで、26市町

村に文書で協力依頼を呼びかけていただきたい

と思います。

それから、民間団体についても同様に考えて

もらいたいなと思うんです。県からそういう通

知が来るというのは重みがあると思います。

来年度、この事業に○今村循環社会推進課長

無事予算がつきましたら、この事業のＰＲも兼

ねて、ぜひ公文書で市町村、それから民間企業
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等には、もしかしたら、４Ｒ協議会を通じての

周知になるかもしれませんけれども、やってま

いりたいと考えております。

来年度予算がついたらという話で○日髙委員

すが、文書１枚なので、費用はかからないかと

思います。市町村へはメールで送信されるかも

しれないですが、３月、４月が勝負ですので、

よろしくお願いしてます。

日南市と木城町が策定済みなんで○丸山委員

すけれども、策定済みで何が変わるのか、例え

ばここに書いてある市町村の最終処分場の延命

化が図れるようになるというのがはっきり分か

れば、各市町村も理解して作成しないといけな

いんだろうなというふうに分かると思うんです

が、その辺はどうなんでしょうか。

策定済みのところが○今村循環社会推進課長

どう変わったのかというのは、把握をしていな

いところであります。

丸山委員が言われるのももっともだと思いま

すので、先ほど、延岡市が今年度、県の補助金

を活用して調査を実施したという話をしました

けれども、そのことや、あと、他県で先進的に

計画をつくって取り組んでいるところの事例等

は、ぜひ、市町村のほうにも紹介して、計画策

定の機運を盛り上げたいと考えております。

最終処分場の延命化とかコスト削○丸山委員

減につながらないと、結局意味がないんじゃな

いかなと思います。策定するだけではなくて、

何が目的なのか、計画書を策定するだけが目的

じゃないということを、しっかり理解して、行

動を取っていただくようにお願いしたいと思っ

ております。

食品ロス実態調査自体は全市町村○今村委員

にするわけではなくて、手が挙がったところだ

けにするということですか。

食品ロスの実態調査○今村循環社会推進課長

については、現在、６つの大きな一般廃棄物の

、 、処分場があるんですけれど こちらに依頼して

県全体で、実態調査を行う予定です。

令和３年度にも実はやったんですけれども、

新型コロナの関係でほとんどできず、日南市し

かできなかったという実態なので、今度こそ全

処分場でやりたいと考えております。

その実態調査を基に、次の課題や○今村委員

問題点が分かると思いますので、そこの部分を

各市町村に教えていただいて、また手が挙がる

ようにというか、手を打てるようにお願いした

いと思います。

資料33ページの松くい虫について○本田委員

のところなんですけれども、事業が１～３あり

ますが、具体的な作業内容と時期的なものを教

えてください。

資料33ページの１ 「松く○川畑自然環境課長 、

い虫伐倒駆除事業」ですけれども、これは松く

、い虫の被害木の伐倒駆除を実施しておりまして

実施時期に関しましては、秋口から松枯れが発

生しますので、秋口から年度末に向けて実施す

るものでございます。

この中には、薬剤で処理したり、焼却したり

するものもございます。

それから、２の「松くい虫薬剤防除事業」で

ございますけれども、これは、主に予防でござ

いまして、薬剤の空中散布を５～６月あたりに

やっております。

それから、ヘリコプターで空中散布できない

ところに関しましては、地上からやっておりま

して、動噴などを使って実施しているところで

ございます。

それから、３の「美しい宮崎の海岸松林保全

対策事業」につきましては、これも伐倒駆除、
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被害木除去の事業でございます。緊急被害対策

としまして1,200万円ほどを設けておりまして、

これは今年みたいに被害が多いときに実施して

おります。

それから被害要因除去事業というのがござい

まして、例えば宮崎市であれば、一ツ葉の海岸

やゴルフ場等は防除をやっているんですけれど

も、その周辺にあります住宅地、そういったと

ころでも伐倒駆除をやっておりまして、これの

実施時期は秋口から年度末にかけてになるかと

思います。

そのほかにも事例はございますけれども、内

容的には以上となります。

伐倒した後に、木を焼却する作業○本田委員

は１に入っているんですか。

伐倒駆除事業に関しまし○川畑自然環境課長

ては 伐倒して焼却するところまでが事業になっ、

ておりますので、この事業の中に入っておりま

す。

防潮林等の県が見ているものや市○本田委員

町村が見ているところもあるというふうに認識

しているんですが、間違いないでしょうか。

松林は、県内に約１○川畑自然環境課長

、 、万2,000ヘクタールほどございまして このうち

松くい虫防除を重点的にやっている森林が、

約1,000ヘクタール弱ほどございます。

防除の形態を見ますと、県や市町村に加えて

民間もございます。また、県から市町村に委託

、 。をして 市町村がやっている事業もございます

佐土原町の石崎の杜歓鯨館は、か○本田委員

、なり松くい虫がいるということを聞いてますが

そこの管理は市と県という認識でよかったで

しょうか。

歓鯨館については、周辺○川畑自然環境課長

の枯れているところは国有林もありますし、隣

接して市有林、県有林もございます。県有林に

、 。関しましては 県のほうで実施をしております

かなり被害が進行しているような○本田委員

気がしていて、この予算額で松が守れるのかと

いうところを、率直にお聞きしたいんですけれ

ども、いかがでしょうか。

発生している松くい虫の○川畑自然環境課長

被害につきましては、今年度の事業で実施をし

ているところでございます。枯れているものに

つきましては、今年度の３月末までに駆除し、

わら山については、４～５月で駆除することに

なるかと思います。

予算的には、昨年12月末で全て配分しており

ますけれども、その後に出てきたものにつきま

しては、この予算を一部使うこともあるかと思

います。

その駆除が終われば、来年度以降は、また被

害の状況を見ながら実施することになると思い

ますので、来年度につきましては、この事業の

中でやっていきたいと思いますし、いろいろな

事情が出てくれば、またそのときに検討しなけ

ればならないと考えております。

上からの景観もそうなんですけれ○本田委員

ども、これは守っていく財産だと思っています

、 。ので しっかりやっていただきたいと思います

資料39ページの「有害鳥獣捕獲強○今村委員

化総合対策事業」について、狩猟者の免許数が

減少していますが、減少の原因は何かあるんで

すか。

資料39ページのグラフを○川畑自然環境課長

見ていただきますと、狩猟者に関しまして

は5,200人前後で、少しずつ減っているような状

況でございます。

、狩猟の免許は３年に１回更新がございまして

３年ごとに大量に更新されます。そのときに、
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ちょっと減っているのが実際でございます。

高齢化率を見ますと、60歳以上の方が69.9％

となっており、高齢者が多くて、70～80代での

更新のタイミングでやめる人が多いんじゃない

かなと考えております。

資料38ページの（１）の⑤につい○今村委員

て、３年未満の人と３年以上で差を設けていま

すが、その理由は、慣れていない方も入りやす

くというか、そういう理由で差をつけているの

かなと思っていたんですけれども、この差をつ

けている理由は何かあるんでしょうか。

昨年度までは、取得年数○川畑自然環境課長

。にかかわらず３頭目から補助をしておりました

狩猟による鹿の捕獲数を見ますと、３年前から

するとかなり減っておりまして、狩猟でも鹿を

捕ってもらいたいと考えております。

狩猟免許を取ったけれども狩猟登録をされな

い方もいらっしゃいますし、なかなか、狩猟を

始めても、うまくいかない方もいらっしゃいま

す。

それから、狩猟を始めるために狩猟税と狩猟

登録で約7,000円かかりますので、そういった負

担軽減をして、始めるきっかけをつくってあげ

ようということで狩猟免許取得者、初心者の方

は7,000円にしたところでございます。

入りやすくということだとは思う○今村委員

んですけれども、長く続けている方の助成が減

るというのは、長く続けにくくなるのかなとい

うのを逆に思ったりしたところでした。

、 、ただ 入りやすくなるという部分に関しては

いいのかなと思っているところです。

資料38ページの（１）事業内容の○日髙委員

①と②について、市町村の有害鳥獣捕獲班と市

町村の猿捕獲班の班数というのは市町村数と同

じなんですか。それとも市町村の中で幾つか分

かれているんですか。

各市町村に複数の班がご○川畑自然環境課長

ざいまして、県トータルになりますけれども、

令和５年度で１の有害鳥獣捕獲班は214班、人数

。 、にしましては2,500人ほどとなります それから

２の猿捕獲班に関しましては104班で、これは18

市町村でありますけれども、1,000人ぐらいい

らっしゃいます。

やはり市町村で少し違うんですよ○日髙委員

ね。私もはっきりはしないんですが、国富町も

多分分かれていたような感じで、それで捕獲の

やり方が少し違うというのがあり、それは、一

緒にしないといけないんじゃないかと思ってい

ます。

この班数というのは、少しずつ減ってきてい

、るんじゃないかなと思っているんですけれども

例えば国富町に２～３つ班があったらそれを１

つに統合するということになれば、機動力もさ

らに出てくるのかなというのもあるし、もし、

そういう統合をするのだったら、統合に当たっ

ての助成を出しますというような話になると、

もっとコンパクトで機動力が増してくるんじゃ

ないかなという感じはあるんですが、そういう

動きというのはないんですか。

捕獲班の体制の話になり○川畑自然環境課長

ますけれども、なかなか難しいですが、これは

市町村のほうで判断されておりまして、そこに

中核となるリーダーの方がいらっしゃって、捕

獲班を組んでいるかと思います。

以前は銃での捕獲が多かったということで、

捕獲班自体は人数を多くしておりました。人が

減っていく中で班を維持することが難しいとい

うことで、県のほうで捕獲班の最低の数を決め

ているんですけれども、銃は多分５名とか、わ

なでは３名とかにしておりました。
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日髙委員の考え方のように統合するというこ

とも一つの案だと思いますし、たくさんの班を

持って高い機動力で動くというのも一つかなと

思っております。

そこら辺は、市町村の判断になるかと思って

おりますけれども、今のところ、それを統合し

たいとかいう話は、聞いていないところです。

これまで班の最低の数を減らして、班をたくさ

ん設けるような取組をこれまでしているところ

でございます。

統合については、今後検討していかなければ

ならないと考えております。

この有害鳥獣の被害の把握の仕方○黒岩委員

について、市町村によってばらばらだったよう

な記憶があるんですけれども、今はどのように

把握されていらっしゃるんでしょうか。

被害については、農作物○川畑自然環境課長

。ということで農業関係と森林関係がございます

、農業関係は農政担当のほうでやっておりまして

市町村経由で調査をしているというのは聞いて

おります。

森林関係の被害については、県から市町村に

照会し、市町村が森林組合等の事業者に照会を

して、把握しているところでございます。

被害額の把握の方法については このプロジェ、

クトチームが始まったときに一度研修会等を行

いまして、統一したと聞いております。

、○黒岩委員 資料39ページの被害額を見ますと

ぐっと下がってきて、最近低めで横ばいなんで

すけれども、実際は諦めて作付をしない人とか

いろいろいらっしゃると思うんですよね。です

から、これは被害額が減少しているような感じ

も見えますけれども、被害額などの実態を正確

に把握していただいて、もう少し抜本的に解決

できるような補助金の上乗せもありでしょうけ

れども、例えば、サバイバルゲームをする人が

多いので、そういう人にやってもらったらどう

かとか、いろいろな話もあるものですから、先

進事例も調査していただきながら、さらに効果

。の上がる体制を取っていただきたいと思います

狩猟免許の３年更新に関して、ス○日髙委員

ムーズに更新にいけるのかとか、お金の問題と

か、狩猟班の皆さんからの要望や現状の課題と

か、そういうことは何もないんでしょうか。

狩猟免許３年で更新して○川畑自然環境課長

おりますけれども、市町村や猟友会によるいろ

いろな負担軽減がございます。

狩猟免許の更新につきましても、１回2,900円

ほどかかりますが、それは県でやる試験の経費

でございますので、削減ができないところでご

ざいますけれども、先ほどお話ししました、狩

猟による鹿捕獲等に助成することによって、少

しでも負担軽減を図っていくようにしていると

ころでございます。

資料35ページの（事項）鳥獣管理○丸山委員

費の４ 「シカ捕獲等特別対策事業」を県西地区、

で行うというような説明があったんですが、こ

の事業は、１の「有害鳥獣捕獲強化総合対策事

業」と何がどう違ってどういうふうになると理

解すればいいのか、教えてください。

資料35ページの４ 「シカ○川畑自然環境課長 、

捕獲等特別対策事業」につきましては、県が指

定管理鳥獣に指定した鹿、イノシシを捕獲する

事業でございまして、国の補助金を利用して実

施しております。県が指定管理鳥獣認定事業者

に委託をして捕獲を実施しておりまして、県北

と県西地区でやっているところでございます。

県が誰に頼んで捕獲をすると理解○丸山委員

すればよいでしょうか 県がチームを特別に持っ。

ていてやっているということでいいんでしょう
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か。

、○川畑自然環境課長 この事業実施の背景には

狩猟者が減少し、狩猟者による捕獲ができない

ということで、次の担い手を育成するため、国

のほうで認定事業体という認定制度を作りまし

。 。た 県内には２者ほど認定事業体がございます

その認定事業体に対しまして、県が委託して実

施しているものでございます。

その認定事業者がまだ２者しかで○丸山委員

きていない、広がっていない理由は、人手不足

なのか、収益が上がらないからなのか、何が問

題なのでしょうか。今後、高齢化が進んでいっ

て、どこの地域も、今70％近くは高齢化になっ

ていますので、10～20年先には狩猟できる人た

ちが激減して、もっとひどくなるんじゃないか

と思っています。数年前に特定事業者をつくら

ないといけないということで、委員会の中でも

議論したことはあるんですが、なかなか進んで

いないのは何か理由があるんでしょうか。

認定事業者は当初１者し○川畑自然環境課長

かございませんでしたが、近年２者目ができた

ところでございます。有害鳥獣捕獲を事業体と

してやっていく必要がございますので、認定事

業者に対しまして市町村から委託等も行われる

ことが理想だと考えております。

実際のところ、市町村と意見交換をやってい

るんですけれども、なかなか指定管理業者に頼

、むところまではいかず 実際の話をしますと─

地域の方の捕獲班がいらっしゃいますので、新

たに外部から入ってきますと、利害関係があっ

て調整がなかなか難しいという実態があるよう

でございます。

この制度は非常に有効な活用だと思っており

ますので、今年度も市町村と意見交換をしたと

ころでございます。市町村が少しでもそういっ

たことを取り組んでいただければ、そういう認

定事業体の需要も出て、業としてやっていくこ

とが可能になるかと思っておりますので、市町

村と意見交換しながら進めていきたいというふ

うには考えているところでございます。

今はまだ市町村の捕獲班はかなり○丸山委員

の数があったけれども、恐らく10年後には半分

以下に減る可能性もあると思っていますので、

そのためにも 認定事業者といった制度をつくっ、

たと思っています。市町村との調整が非常に難

しいかもしれませんけれども、早めに調整を図

ることによって、この鳥獣被害対策がようやく

減ってきたのを増やさないような仕組みを市町

村と連携しながらお願いしたいと思っておりま

す。

資料84ページについて、項目が大○丸山委員

腸菌群数から大腸菌数に改正されていますが、

具体的に何が変わったのでしょうか。また、対

象施設が書いてあるんですが、県内の対象施設

への影響はどれくらいあると認識すればいいの

かを教えてください。

群が取れただけなんです○野口環境管理課長

が、この大腸菌群数の中には、ふん便性に関係

がないものも含まれていまして、実は昭和45年

に環境基準が設定された際には、ふん便汚染の

指標として大腸菌数という採用が検討されてい

たんですけれども、当時の技術水準では大腸菌

数のみを簡便に検出する技術が未確立でした。

、いろんな地方のそういう試験場や研究機関でも

ここ数年そういったことができるようになった

ということで、よりふん便性由来のものを捉え

るため、このような改正がなされたところでご

ざいます。

大淀川の上流域に、ちょうど高城町と高崎町

の境になる樋渡橋があるんですけれども、そこ
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から上の事業場に適用されます。県の台帳によ

りますと32施設が該当します。この32施設の内

訳は、畜産関係が17、食料品製造が８、旅館が

３というふうに、私どもは認識しております。

基準が変わりますということで 32○丸山委員 、

、施設には説明には行かれていると思うんですが

基準が変わることによって、設備投資をしない

といけないような施設があるのかを教えてくだ

さい。

まず、周知については、○野口環境管理課長

私どもは定期的にこういった施設のほうにも立

入り等をしておりますので、そういった形で周

知をしていくこと、また、当然ホームページの

ほうにも載せていこうと思っております。

そして、特別な設備が必要かということなん

ですけれども、特別な設備は必要ないと考えて

おります。

基準が少し変わるものですから、○丸山委員

施設の改善をしないといけないとか、検査をし

てみて大丈夫なのかというのは分かっているの

でしょうか。

大腸菌群数が3,000であれ○野口環境管理課長

ば、大腸菌数は800ぐらいだというところで相関

があるものですから、その辺の検討は国のほう

もされていて、県もこれに従って、この基準で

やっていこうと思っております。

まだ正式には検査しておらず、大○丸山委員

腸菌数800をクリアできているかどうかというの

はまだ分からないということで、この条例が決

まり、その後に検査をしてみて、もしクリアさ

れていない場合には、国のほうでは改善するた

めの施設改修費補助といったメニューはあるの

でしょうか。

そのようなメニューがあ○野口環境管理課長

るとは聞いてはおりません。一応相関があるん

ですけれども、私どもとしては、まだ決定では

ないと思っており、条例の施行期日が令和７年

の４月１日でございますので、この間に数か所

の事業場を選定して、データの比較をやってい

きたいと検討しているところでございます。

施行前にしっかりとそういう実態○丸山委員

も含めてやっていただいて、この基準をオーバ

ーしているところが、もし仮に老朽化があった

場合には指導がちゃんとできるように、また、

国が変えるわけでありますので、国にそういう

、改善をするための補助メニューをつくるように

調整を図っていただければありがたいかなと

思っています。

次に、その他報告事項に関する○安田委員長

説明を求めます。

資料87ページをお願いし○松浦環境森林課長

ます。

「地域共生型の再生可能エネルギー導入のた

めの促進区域の設定に関する環境配慮基準の策

定について」御報告をいたします。

策定の背景ですが、法改正によりまして、脱

炭素社会の実現に向け、市町村が再生可能エネ

ルギーを活用した事業の促進区域を設定できる

制度が創設されました。

促進区域は、国の基準のほか、都道府県が基

準を定めている場合は、当該基準に従い、市町

村が設定するもので、促進区域内で事業計画の

認定を受けた再エネ事業者は、各種手続のワン

ストップ化等が可能となります。

このため、市町村が円滑に促進区域の設定が

できるよう、あらかじめ県の基準を設定したも

のです。

２の県基準の位置づけですが、国及び県の基

準と市町村が定める促進区域との関係を下のほ

うの表で示しております。
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まず、一番上の段が国の基準になります。環

境省令で全国いずれの市町村にも共通して遵守

、 、する基準として 促進区域から除外すべき区域

市町村が考慮すべき区域・事項を定めておりま

す。

次に、中段が今回策定した県の基準になりま

す。国の基準を踏まえまして、本県の自然的社

会的条件等に応じた環境保全に配慮して基準を

定めたところでございます。

最後に一番下の段になりますが、市町村は、

国・県の基準に基づき、それぞれの除外すべき

、 、区域を除いた区域内で 環境保全の観点に加え

社会的配慮の観点も踏まえながら、再エネ適地

の分布状況、設置形態等を考慮して促進区域を

設定することができます。

なお、設定に際しましては、市町村が住民や

、再エネ事業者も参加する協議会を活用しまして

地域資源である再エネの使い方や誘導したエリ

アを議論していただくこととなっております。

88ページを御覧ください。

３、県基準の対象についてですが、これは都

道府県で任意に選定できますけれども、本県の

環境基本計画における再エネ導入目標におい

、 、 、 、て 2030年度に向けて 太陽光発電 風力発電

バイオマス発電の発電量を増加させる目標を立

、 、てておりますので 今後の事業可能性を考慮し

この三つを対象といたしました。

なお、太陽光発電の括弧内の記載は、個人住

宅や工場、店舗、学校、公共施設等の屋根など

に載せる太陽光発電施設のことで、既に建物が

、建てられているものに設置するものであるため

改めての基準の対象にはしておりません。

また、風力発電については、制度上、洋上発

電は対象としておりません。

４、促進区域に含めることが適切でないと認

められる区域（除外すべき区域）についてです

が、除外すべき区域は、促進区域設定に係る環

境省令で定める基準に則しまして、災害発生防

止や治水、鳥獣保護、景観を守るべき区域を選

定するとともに、本県の地域特性としまして農

地を守るための区域等も選定しているところで

ございます。

89ページを御覧ください。

５、促進区域を定めるに当たって考慮を要す

る環境配慮事項についてでございます。

環境配慮事項の項目は、地球温暖化対策の推

進に関する法律施行規則において、この表にま

とめておりますとおり、再エネの種別ごとに決

、 、められておりまして それぞれの項目について

国のマニュアル等に沿って収集すべき情報や適

正な環境配慮のための考え方等を定めたところ

でございます。

詳細につきましては、別途お配りしておりま

す資料 「地域共生型再生可能エネルギー導入の、

ための促進区域の設定に関する環境配慮基準」

のとおりでございます。

本日、別途机上に配付さ○野口環境管理課長

。せていただきましたＡ４の資料を御覧ください

ＰＦＡＳ存在状況緊急調査事業における指針値

超過事案につきまして、御説明させていただき

ます。

現在、健康被害が懸念されている有機フッ素

化合物について、県内全域の河川や地下水にお

ける存在状況を網羅的に調査しているところで

ありますが、このたび、地下水１地点で国が定

めている暫定指針値の超過が疑われる事案が発

生したため、当該地点及び当該地点の周辺４地

点４方向において調査を実施しましたところ、

全地点で超過が判明いたしました。

このことを受けまして、直ちに当該地点から



- 24 -

令和６年３月６日(水)

半径500メートルの区域内井戸の利用状況を調査

し、井戸水を飲み水として利用されている方々

に対しまして、飲用を控え水道水の利用を促す

飲用指導を行ったところであります。

飲用指導を行った区域は、西都市大字岡富の

一部及び新富町瀬口地区の一部であります。そ

れでは、指針値超過地点、調査結果、今後の対

応等につきまして御説明いたします。

１、指針値超過地点は、西都市大字岡富であ

り、新富町との境付近であります。

２、調査結果でありますが、最初に指針値超

過が疑われた当該地点が、ＰＦＯＳ及びＰＦＯ

Ａの指針値50ナノグラムパーリットルに対し

て57ナノグラムパーリットル検出されておりま

す 周辺の４地点は 表にありますように55～71。 、

検出されております 調査した５地点の結果が55。

～71と有意な差が認められないことから、現時

点で指針値超過の範囲や原因の推定等はできな

い状況であります。

なお、本調査の採水日は、いずれも令和６年

２月21日、結果判明日は２月28日であります。

３、今後の対応としましては、当該地点を中

心に、周辺の地下水調査を半径500メートル程度

にまで広げまして、指針値超過の範囲を確認す

るとともに、原因調査を行うこととしておりま

す。

、本調査や地下水・飲用等に関する相談窓口は

４以下のとおりであります。

執行部の説明が終了いたしまし○安田委員長

た。

その他、報告事項につきまして質疑はありま

せんか。

ＰＦＡＳの基準値超過について、○黒岩委員

仮にこれを住民の方が誤って飲んでしまった場

、 。合 健康被害についてはどんな感じなんですか

、○野口環境管理課長 この基準値といいますか

正確には指針値と言わせていただきますけれど

も、これにつきましては体重50キログラムの人

が毎日２リットル、一生涯飲み続けて、この50

ナノグラムパーリットル以下であれば何も影響

はないというものでございます。

今回の検出されたものにつきましては、最大

で70程度でしたが、いろいろな国際的な基準を

見ていきますと、日本の基準が今のところ一番

厳しいのかなというところでした。ＷＨＯで

は100ナノグラムパーリットル以下というのもあ

りますので、実際この水を飲んで直ちに何か健

。康被害があるとは私どもは評価しておりません

農作物とかそういったいろんなと○黒岩委員

ころへの影響というのは考えられるんですか。

農作物についてのそうい○野口環境管理課長

う指針値であるとか、基準というのはまだ定め

られておりません。

ということは、影響はないという○黒岩委員

ことなんですか。

影響がないとここで申し○野口環境管理課長

上げることができず、知見がないということで

申し訳ございません。

今後の対応として、半径500メート○丸山委員

ル範囲に拡大していくということでしたが、い

つまでにその結果が分かるのか、また、それに

より一番濃度が高い所というのが分かって、今

後、何らかの対策をさらに打っていく必要があ

るのかを教えてください。

500メートル範囲の調査で○野口環境管理課長

ございますが、明日から採水を開始しようと考

えております。それから１週間後に結果が判明

いたします。

この調査の規模でございますけれども、前回

１か所見つかったときには４方向でやっていた
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のですけれども、次は８方向、８検体でやろう

と思っています。

この８方向でやって、ここが濃いなというの

があれば今度はそこを中心に見ていきます。そ

の８方向全てが基準値内に収まっていけば、当

然高い所が71というのが分かっているわけです

から、そっちの方向に向かって、内側のほうに

調査をしていって絞っていくことになります。

その後の原因調査については、その周辺で疑わ

れるような事業所があるのかというのを探って

いこうと考えています。

地図等で確認しますと、この辺りというのは

住宅が多いんです。ですから、その原因究明を

何とか頑張りたいとは思うんですけれども、今

の段階ではそこまで行き着くかどうかというの

は、よく分からないというのが現状でございま

す。

できるだけ調査を進めていただき○丸山委員

まして 原因を究明し 県民の生命 健康を守っ、 、 、

ていくために、各市町村と連携しながら頑張っ

ていただくようお願いします。

この井戸水の利用者というのは何○日髙委員

戸ぐらいあるのでしょうか。

この500メートルの範囲内○野口環境管理課長

に西都市が139世帯、新富町が38世帯あり、井戸

。は西都市と新富町で合わせて31井戸ございます

これを飲用として使われている方が西都市で20

世帯、新富町で４世帯ございます。

住民説明会を当然行われたと思う○日髙委員

んですが、住民の反応はどうだったんですか。

、○野口環境管理課長 住民説明会といいますか

この超過事案が発生して、私どもとしては、ま

ず最初にその調査に協力していただいた方に結

果をお知らせするとともに、新富町と西都市で

は、戸別訪問を行いましたが、不在の場合には

ポスティングをして、こういう状況ですよとい

うのをお伝えしたところです。

それで、昨日の午後５時過ぎの時点で一回区

切りまして、西都市と新富町の担当者に、住民

の方々の受け止めはどうですかというところも

確認したところ、皆さん冷静に対応されている

みたいですという回答は得ております。

それでは以上をもって、第１班○安田委員長

の審査を終了したいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時58分休憩

午後０時57分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

それでは、議案についての説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

歳出予算の説明の前に、○松浦環境森林課長

１月の当委員会において御質問をいただきまし

たグリーン成長プロジェクトと森林・林業長期

計画との関係、主な取組の工程表、それから再

造林率日本一に向けて、産学官と県民が一丸と

なって取り組む宮崎モデルの概要について御説

明させていただきます。

資料９ページをお願いします。

まず、グリーン成長プロジェクトと森林・林

業長期計画との関係ですが、上段の囲みにあり

ますように、森林・林業施策は森林・林業長期

計画に基づきまして、様々な取組を10年１期の

計画により実行しております。

しかしながら、現在、採算性の高い場所の約

３割が再造林されておらず、また、小規模分散

的な所有構造等により森林所有者の経営意欲が

低下するなど、再造林の推進はより喫緊の課題

となっております。
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そのため、今回のグリーン成長プロジェクト

、 、におきまして 再造林が適切に行われる仕組み

宮崎モデルの構築など、再造林対策を３か年の

集中的な取組として行うものでございます。

また、この取組により見えた課題を、令和８

年度に改定予定の第八次宮崎県森林・林業長期

計画に反映させ、取組の継続性を確保し、長期

計画の基本目標であります「持続可能なみやざ

きの森林・林業・木材産業の確立」を目指すこ

ととしております。

続いて、10ページをお願いします。

主な取組の工程を、２ページにわたって一覧

にまとめております。

再造林を推進するための総合的な施策を、そ

れぞれ一番右側に記載しております。目指す姿

に向けまして年次ごと計画的に進めていき、再

造林率日本一に向けた宮崎モデルを構築したい

と考えております。

続きまして、12ページを御覧ください。

宮崎モデルについて具体的に御説明します。

Ⅰの条例の制定では、今年の１月の常任委員

会で御報告しましたように、再造林を推進して

いくための関係者の役割や基本施策を明記した

宮崎県再造林推進条例（仮称）を、今年の６月

議会への提出を目指して作業を進めているとこ

ろでございます。

条例の制定によりまして、再造林の必要性に

ついて県民に御理解いただくとともに、宮崎モ

デルの推進体制を法制面から支えたいと考えて

おります。

Ⅱの再造林に関する具体的な対策の実施とし

て、宮崎モデルの中核となる取組を３つ記載し

ております。

まず、１、適切な情報を森林所有者・事業者

・県民へ周知、そして、左側の四画囲みにある

ように再造林の重要性、適正な立木価格など山

林の価値、優良な事業体などの相談窓口につい

て、テレビＣＭや新聞広告により県民への周知

を行います。

また、令和６年度に再造林推進決起大会の開

催、令和７年度にはインターネットによる動画

配信も計画しているところでございます。

次に、２、地域再造林推進ネットワークの設

立として、県内８つの森林組合単位でネットワ

ークを構築いたします。

この取組が宮崎モデルを構築する上での肝と

なる取組だと考えておりまして、令和６年度の

早い時点にネットワークを設立し、その運営へ

の支援・加入促進を行ってまいりたいと考えて

おります。

四画で囲んでおりますとおり、ネットワーク

は、伐採者・森林組合・造林者・市町村・県の

出先機関等の関係者で構成し、森林所有者から

の相談対応、伐採事業者や造林事業者及び伐採

箇所等の情報共有・再造林の働きかけなどを行

うこととしております。

３つ目に、３、省力・低コスト再造林に対す

る課題の補助の実施で、県と市町村が協調して

森林整備に関する補助率を、現在の約７割から

９割に引き上げるものです。

主な補助要件としては、先ほど御説明しまし

た地域再造林推進ネットワークの構成員である

こと、道からの距離が100メートル以内などの再

造林強化区域での施業であること、省力・低コ

スト化施業であること、作業員の賃上げにつな

がる再造林労務改善計画を作成することなどの

要件を満たす場合に補助率かさ上げを行うこと

としております。

森林所有者の負担が大きいことで再造林意欲

が低下していることから、所有者負担分を森林



- 27 -

令和６年３月６日(水)

組合等が負担する形で再造林が行われているた

め、造林作業員の賃金が上がらず、作業員減少

の一因となっております。

先ほどの要件を満たした施業での補助金かさ

上げを行うことで、省力・低コスト化の定着、

森林所有者・事業者の負担軽減を図るほか、標

準単価と同等の実行経費を確保することで、労

。務賃金の引上げにつなげたいと考えております

また、Ⅲの林業集約化に向けた組織・仕組み

づくりとして、経営意欲のある林業事業体への

林地の集約化の支援や、新たな仕組みづくりの

検討を進め、国に対しましても、集積に向けた

制度創設等を要望してまいります。

また、森林経営管理制度の推進や、市町村の

森林林業行政を担う地域林政アドバイザーの育

成等に取り組みます。

そのほか、Ⅳその他の重要な取組として、新

、たに造林事業を開始・拡大する事業体への支援

労働安全対策の強化、コンテナ苗の増産やデジ

タル化の推進、非住宅分野での木材利用の推進

や、県外及び海外への販路拡大なども併せて取

り組んでいく予定です。

全体概要説明は以上となりまして、各事業の

詳細につきまして、担当課から御説明いたしま

す。

資料42ページを御覧くだ○松永森林経営課長

さい。

森林経営課の当初予算は、表の一番上の段、

左から２列目の欄にありますように107億2,542

万9,000円をお願いしております。

内訳は、その下の一般会計が103億8,451

万7,000円、中ほどの特別会計が３億4,091

万2,000円であります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。43ページを御覧ください。

（目）林業振興指導費の中ほどの（事項）林

業普及指導費3,576万2,000円であります。説明

及び事業名欄の新規事業の６「森林経営集約化

モデル事業」及び７「再造林率日本一に向けた

県民意識向上事業」につきましては、後ほど説

明させていただきます。

一番下の（事項）林業担い手育成研修費１

億2,278万2,000円であります。

これは、みやざき林業大学校における即戦力

となって活躍する人材育成を総合的に行う研修

等を実施するものであります。

44ページを御覧ください。

一番上の（事項）森林管理推進費4,260万円で

あります。

改善事業の２「森林経営管理市町村支援強化

事業」につきましては、後ほど説明させていた

だきます。

上から４段目の（事項）みやざきスマート林

業推進費1,783万5,000円であります。

改善事業の１「ドローンによる森林調査等実

証事業」につきましては、後ほど説明させてい

ただきます。

次の（目）造林費の一番上の（事項）森林整

備事業費21億8,283万2,000円であります。

、 、これは 森林所有者などが行う植栽や下刈り

除間伐などの森林整備を支援するものでありま

す。

45ページを御覧ください。

一番上の 事項名 再造林対策事業費２億6,125（ ）

万7,000円であります。

改善事業の１「品種の明確な花粉症対策苗木

安定供給事業 、新規事業の４「再増林率向上強」

化対策事業」及び５「再造林推進ネットワーク

支援事業 、改善事業の６「次世代の苗木生産者」

育成研修事業」につきましては、後ほど説明さ
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せていただきます。

次の（事項）水を貯え、災害に強い森林づく

り事業費１億6,135万4,000円であります。

これは、公益上重要な森林を対象に、伐採後

の速やかな再造林や広葉樹の植栽等の森林整備

を支援するものであります。

次の（事項）林業公社費７億3,289万6,000円

であります。

１の貸付金は、一般社団法人宮崎県林業公社

の円滑な運営を図るため、日本政策金融公庫等

からの長期借入金の償還に必要な資金を公社に

貸し付けるものであります。

次の（目）林道費の（事項）地方創生道整備

推進交付金事業費16億7,741万4,000円でありま

す。

これは、山村地域の交通ネットワークづくり

及び森林整備に必要な林道の開設などを行うも

のであります。

46ページを御覧ください。

次の（目）林業試験場費の（事項）林業技術

センター管理運営費１億487万8,000円でありま

す。

これは、林業技術センターの施設管理や試験

研究等を行うものであります。

（ ） （ ）次の 目 林業災害復旧費の一番上の 事項

。林道災害復旧費37億5,165万2,000円であります

これは、令和４年と令和５年に被災した林道

災害の復旧と、令和６年度における林道災害の

発生に備えて予算を計上するものであります。

47ページを御覧ください。特別会計でありま

す。

一番上の（目）基本財産造成費の（事項）県

有林造成事業費6,053万9,000円であります。

これは、県有林で実施する間伐などに要する

経費であります。

中ほどの（目）拡大造林事業費の（事項）県

。有林造成事業費１億5,868万9,000円であります

これは、県有造林の保育管理などに要する経

費と、立木売払いによる収益の一部を森林所有

者等へ交付するものであります。

それでは、新規改善事業について説明いたし

ます。

48ページを御覧ください。

新規事業「再造林率日本一に向けた県民意識

」、 。向上事業 予算額は2,103万1,000円であります

事業の目的は、県民に対して再造林の重要性

等を訴えるキャンペーン等を実施し、機運の情

勢を図るとともに、林業事業体等に対して、省

力・低コスト再造林の定着に向けた普及促進を

図るものであります。

次のページの現状と課題を御覧ください。

再造林を進めていくためには、森林消費者等

の再造林意識の向上が必須であり、再造林の必

要性などについて、広く周知していく必要があ

ります。

また、担い手が不足している中、一貫作業、

低密度植栽など、省力化・低コスト化を図る必

要がありますが、従来型の森林施業を行ってき

た林業事業体等に十分浸透していない状況にな

ります。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、適切な情報を森林消費者等へしっかりと周

知し、再造林率の向上を図りたいと考えていま

す。

前のページにお戻りください。

（１）の事業内容ですが、①の事業では、Ｃ

Ｍや新聞広告などによる普及啓発や、関係団体

等による再造林推進決起大会等の開催を、②の

事業では、省力・低コスト再造林の普及・定着

に向けた研修会等を開催することとしておりま
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す。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

50ページを御覧ください。

「 」、新規事業 再造林推進ネットワーク支援事業

予算額は2,400万円であります。

事業の目的は、県内８地域に再造林推進ネッ

トワークを設け、伐採箇所の情報等を共有し再

造林に向けた調整を行うなど、ネットワークを

中心に再造林対策を推進するものであります。

次のページの現状と課題を御覧ください。

、伐採と造林は分業で行うケースが大半であり

連携が図られておらず、また森林所有者が伐採

する際にどこに相談してよいか分からない、地

域外の伐採事業者に安価で売買したなどの声が

聞かれるなど、再造林が進まない要因となって

います。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、森林組合、伐採者、造林者、市町村及び県

出先機関を構成員とする再造林推進ネットワー

クを設立し、森林所有者からの相談対応、伐採

者や造林者及び伐採箇所等の情報共有、再造林

の働きかけ、調整を行うことにより、伐採から

再造林の流れをスムーズにして、再造林率の向

上を図りたいと考えています。

なお、ネットワーク会員は、下の囲みにあり

ますとおり、再造林の働きかけや適切な伐採を

行うことを定めたガイドラインを遵守するとと

もに、作業員の賃上げにつなげる再造林労務改

善計画を作成することを要件としています。

前のページにお戻りください。

（１）の事業内容ですが、①の事業では、会

員リストの作成や必要な情報を会員間で共有す

るための専用ホームページの開設を、②の事業

では、ネットワークの運営経費を補助すること

としております。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

52ページを御覧ください。

新規事業「再造林率向上強化対策事業 、予算」

額は１億4,626万2,000円であります。

事業の目的は、徹底した再造林の省力化・低

コスト化を図った上で、市町村と連携して植栽

から下刈りまでの補助金のかさ上げを行い、所

有者負担の軽減と造林作業員の労務賃金引上げ

につなげるものであります。

次のページの現状と課題を御覧ください。

再造林に当たっては、所有者負担が大きく、

意欲が低下していることに加え、その負担分を

事業体が負担する形で無理して行われているケ

、 、ースが多いため 造林作業員の賃金が上がらず

作業員が減少する一因となっています。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、①の再造林強化支援事業における速やかな

再造林、地ごしらえ・植栽・防護柵・下刈りと

②の下刈り支援事業における非造林地の下刈り

に対して、県と市町村でそれぞれ11％の補助金

のかさ上げを行い、補助率を現状の68％から90

％にすることで、所有者負担の軽減や造林作業

者の賃金引上げにつなげ、再造林率の向上を図

りたいと考えています。

主な補助要件は、施工地が道から100メートル

以内など林業採算性が高い再造林強化区域であ

ること、省力・低コスト化を図ること、伐採者

・造林者が、先ほど説明しましたネットワーク

に加入し、再造林労務改善計画を作成すること

などとしております。

前のページにお戻りください。

（１）の事業内容については、先ほど説明し

たとおりであります。
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事業の期間は、令和６～７年度の２か年とし

ております。

54ページを御覧ください。

新規事業「森林経営集約化モデル事業 、予算」

額は100万円であります。

事業の目的は、森林を手放したい森林所有者

に代わり、経営意欲のある林業事業体が林地を

取得し、集約化する取組への支援を行うもので

あります。

次のページの現状と課題を御覧ください。

県内の森林所有者の大半が小規模分散型のた

め、立木を売り払う際に、土地込みでの売却希

望が増加しており、適切な森林経営を行うため

の集約化の取組が必要となっています。

このような中、林業事業体が林地を取得する

際には、右下の囲みのとおり、例えば３万円の

林地を購入する場合でも、②の司法書士への報

酬等で10万円を超える不動産登記費用がかかる

ことから、購入を断念する場合があると聞いて

います。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、意欲のある林業事業体による林地購入に必

要な経費を支援し、林地集約化による適切な森

林経営につなげていきたいと考えております。

前のページにお戻りください。

（１）の事業内容ですが、林業事業体が森林

を手放したい所有者から森林を購入し再造林す

る計画がある場合に、不動産登記に必要な経費

を補助する市町村に対して補助するもので、市

町村への補助率は２分の１以内、上限額５万円

としております。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

56ページを御覧ください。

「 」、改善事業 森林経営管理市町村支援強化事業

予算額は2,700万円であります。

事業の目的は、みやざき森林経営管理支援セ

ンターによる市町村への支援や、地域林政アド

バイザーの育成を行い、手入れ不足の森林の経

営管理を推進するものであります。

次のページの現状と課題を御覧ください。

市町村においては、右の円グラフのとおり、

林業分野を担当する職員が２名以下の市町村が

約７割となっており、専門的な知識や技術を有

する人材が不足している状況にあります。

加えて、その下にありますとおり、市町村の

業務は、森林経営管理制度の創設など、年々増

加しており、支援センターによる指導や地域林

政アドバイザー制度の活用促進など、市町村へ

のきめ細やかな支援が引き続き必要となってい

ます。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、①のみやざき森林経営管理支援センターの

運営と②の地域林政アドバイザーの育成を通じ

て、手入れ不足の森林の経営管理の推進や市町

。村職員の負担軽減につなげたいと考えています

前のページにお戻りください。

（１）の事業内容ですが、①の事業では、支

援センターのアドバイザーによる森林経営管理

制度推進に向けた市町村等に対する相談対応や

研修会等の実施を、②の事業では、地域林政ア

ドバイザー候補者の情報提供やアドバイザーの

スキルアップ研修会等を実施することとしてお

ります。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

58ページを御覧ください。

「 」、改善事業 次世代の苗木生産者育成研修事業

予算額は410万円であります。

事業の目的は、高度な生産技術を持ち、経営
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的に安定した苗木生産者を育成するための新た

な研修制度を設け、再造林に必要な苗木の安定

供給を図るものであります。

次のページの現状と課題を御覧ください。

苗木生産者は増加傾向にありますが、生産技

術が未熟なため得苗率が低く、生産拡大や経営

面で苦慮しているケースが見受けられており、

活着不良の苗も見受けられるとの声も聞かれて

います。また、特にコンテナ苗生産には高度な

技術を要するため、研修会開催の要望が多く聞

かれています。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、初心者から中級者まで体系化した連続的な

研修を実施し、得苗率アップによる優良苗木の

増産、苗木生産者の経営安定を図りたいと考え

ています。

具体的には、①のスタートアップ研修事業で

は、新規生産者を対象とした優良生産者の下で

、 、の実践研修を ②のスキルアップ研修事業では

、 、初級者から中級者を対象とした穂取り 挿付け

出荷等の現地研修を、③のフォローアップ研修

事業では、苗木経営生産相談員による個別指導

を行うこととしております。

前のページにお戻りください。

（１）の事業内容については、先ほど説明し

たとおりであります。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

60ページを御覧ください。

改善事業「品種の明確な花粉症対策苗木安定

」、 。供給事業 予算額は5,269万5,000円であります

事業の目的は、品種の明確な花粉症対策苗木

を安定供給するため、県採穂園の維持管理や、

苗木生産者の自家採穂園のＤＮＡ分析、生産施

設整備等を支援するものであります。

次のページの現状と課題を御覧ください。

、 、再造林率日本一に向けては 杉苗木生産量を

現状の590万本から、令和８年度に700万本に増

産する必要があり、特に花粉の少ない苗木の安

定的な供給が求められております。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、①の県採穂園等維持管理事業では、花粉症

対策苗木の穂木を供給するための県採穂園の維

持管理を、②の品種の明確な苗木供給体制整備

事業では、自家採穂園の母樹の品種を明確化す

るためのＤＮＡ解析を、③の苗木生産効率化支

援事業では、花粉症対策苗木を母樹とする自家

採穂園の造成支援や、コンテナ苗の生産拡大の

ための施設等の整備支援を、④の林業用種苗需

給連絡協議会の開催では、需給調整や県外出荷

に向けた会議の開催を実施し、再造林に必要と

なる品種の明確な花粉症対策苗木の安定供給を

図りたいと考えています。

前のページにお戻りください。

（１）の事業内容については、先ほど説明し

たとおりであります。

事業の期間は、令和６～８年度の３か年とし

ております。

62ページを御覧ください。

改善事業「ドローンによる森林調査等実証事

業 、予算額は783万5,000円であります。」

、 、事業の目的は ドローンを用いた森林調査や

クラウド型ドローン測量サービスを活用した施

業管理をモデル的に実践し、森林調査等の省力

化や林業のデジタル化・ＤＸを推進するもので

あります。

次のページの現状と課題を御覧ください。

林業においては、労働力不足や採算性の低さ

が所有者の経営意欲の低下につながっており、

森林調査や施業管理について、従来の人力によ
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る調査等からドローン等を用いた方法により、

省力化や森林資源の可視化を図っていくことが

求められています。

しかしながら、その事例が少ないことや、ド

ローンで撮影した空中写真は、土地の起伏等に

よるゆがみが生じ、それを補正して地図と重な

るよう画像処理をするオルソ化に専門知識と高

性能なパソコン等が必要になるなど、普及が進

んでいないという課題があります。

このため、事業内容及び効果にありますよう

に、①のドローンによる森林調査の実践におい

て、県営林等をモデルにしてドローンによる森

林調査を実施し、立木評価・公配を行うなど普

及に向けての実施を行うとともに、②のドロー

ンによる施業管理の実践において、クラウド型

、サービスを活用してオルソ化・面積計算を行い

事業体における補助金申請の書類作成のデジタ

ル化を進めることとしております。

前のページにお戻りください。

（１）の事業内容については、先ほど説明し

たとおりであります。

事業の期間は、令和６～７年度の２か年とし

ております。

当初予算の説明につきましては、以上であり

ます。

常任委員会資料64○二見山村・木材振興課長

ページをお願いいたします。

当課の令和６年度当初予算額は、左から２列

目 当初予算額の欄にありますように 39億7,177、 、

万9,000円をお願いしております。

、 、その内訳は 一般会計が30億5,724万6,000円

特別会計が９億1,453万3,000円であります。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

次の65ページを御覧ください。

（目）林業振興指導費 （事項）林業・木材産、

業構造改革事業費２億3,145万5,000円でありま

すが、説明及び事業名欄４の林業経営構造対策

事業費補助金966万6,000円は、林業機械の導入

支援、５の木材産業構造改革事業費補助金１

億3,454万5,000円は、木材加工流通施設等の整

備支援について、国庫補助事業の国への要望額

を計上いたしております。

次の（事項）木材産業振興対策費24億2,904

万2,000円でありますが、１の木材産業等高度化

推進資金の13億7,344万9,000円、２の木材産業

振興対策資金の10億1,587万5,000円につきまし

ては、素材生産や製品流通の合理化・効率化等

。に取り組むための融資を行うものでございます

８の改善事業「木材産業等経営・作業安全強

化事業 、600万円につきましては、木材産業・」

、素材生産業の持続的かつ安定的な経営を目指し

専門家による経営改善の指導や木材産業団体と

連携した県安全研修会を開催するものでござい

ます。

次に、下から２段目の（事項）木材需要拡大

推進対策費8,191万3,000円であります。

３の新規事業「みやざき木の建築モデル普及

事業 、４・５の改善事業「みやざき材県外プロ」

モーション事業」及び「みやざき材海外フロン

ティア事業」につきましては、後ほど御説明い

たします。

次の66ページを御覧ください。

上から２段目の（事項）林業担い手総合対策

基金事業費１億1,969万7,000円です。

１の新規事業「再造林を担う新たな「ひなた

のチカラ」確保事業 、３の改善事業「みやざき」

の林業魅力発信事業 、６・７の新規事業「林業」

労働災害レスキュー体制構築事業」及び「造林

作業班待遇改善事業」につきましては、後ほど
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御説明いたします。

次の（事項）しいたけ等特用林産物振興対策

事業費6,872万8,000円でありますが、１の改善

事業「しいたけ等輸出拡大・ＰＲ支援事業」に

つきましては、後ほど御説明いたします。

一番下の表、林業改善資金特別会計でありま

す。

（目）林業振興指導費 （事項）林業・木材産、

業改善資金対策費９億1,453万3,000円ですが、

これは経営の改善や新たな生産方式を導入する

ための施設整備等に対する無利子の貸付金でご

ざいます。

68ページを御覧ください。

新規事業「再造林を担う新たな「ひなたのチ

カラ」確保事業」です。予算額は、右上に記載

のとおり2,695万4,000円です。

事業の目的ですが、新たに造林事業を開始ま

たは拡大する事業体を支援することにより、経

、営感覚に優れ造林事業に取り組む経営者として

県が登録するひなたのチカラ林業経営者へのス

テップアップを促すことで、造林作業従事者を

確保するとともに、再造林率の向上を目指すも

のでございます。

次の69ページ、現状と課題を御覧ください。

森林所有者の経営意欲の低下や労働者不足等

から再造林は進んでおらず、令和３年度の再造

。 、林率は73％にとどまっております こうした中

再造林の推進に向けては、経営感覚に優れた林

業事業体の育成や、再造林に従事する新規就業

者の確保が喫緊の課題となっております。

下の事業内容及び効果を御覧ください。

、新規就業者の確保や従事者の多能工化により

造林事業開始または拡大する林業事業体に対し

て、就業に必要な技術の習得や労働安全研修、

資機材等の整備の支援に加え、造林事業に従事

する新規就業者を継続雇用する際に、育成に必

要な掛かり増し経費に対して支援するものであ

ります。

その効果としまして、再造林の中心となるひ

なたのチカラ林業経営者と造林作業従事者の増

加が図られるものと考えております。

前の68ページにお戻りください。

事業の概要に記載の事業内容等については、

ただいま説明させていただいたとおりですが、

補助率については記載のとおりです。

、 。事業の期間は 令和８年度までの３か年です

70ページを御覧ください。

改善事業「みやざきの林業魅力発信事業 、」

予算額は、右上に記載のとおり879万5,000円で

す。

事業の目的ですが、新規就業者に対する林業

のＰＲ活動や就職相談会を開催するとともに、

優れた技術者や事業体の労働安全対策等の模範

的な取組を評価・表彰し、その取組内容を広く

周知することなどを通じ、林業担い手の確保・

定着を図るものでございます。

次の71ページ、現状と課題を御覧ください。

、県内の林業就業者数は減少傾向でありますが

平成17年度以降は横ばいで推移しております。

また、35歳未満の割合は上昇傾向ではあります

、 、 、が 65歳以上の割合が25％になっており 今後

。 、退職者の増加が見込まれております このため

多様な担い手の確保に向けた継続的な取組が必

要となっております。

その下の事業内容及び効果を御覧ください。

新規就業者への情報発信では、ホームページ

やＳＮＳを活用したＰＲ活動を実施するととも

に、県内外において就職相談会の開催等を予定

しております。

林業担い手対策検討会では、担い手不足がだ
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んだんと厳しさを増していく中、アルバイトや

半林半Ｘなど、従来の考え方にとらわれない多

様な担い手の確保に向けた検討会を開催するこ

ととしております。

また、優良林業技術者・事業体表彰では、優

れた個人や事業体を表彰し、その取組内容を共

有することで、林業技術習得の促進や労働安全

意識の向上を目指すものでございます。

これらの取組により林業の魅力を発信するこ

となどを通じて 新規就業者の確保や定着を図っ、

てまいりたいと考えております。

前の70ページにお戻りください。

事業の概要に記載しております事業内容等に

ついては、ただいま説明させていただいたとお

りでございます。

事業の期間は、令和８年度までの３か年でご

ざいます。

72ページを御覧ください。

新規事業「林業労働災害レスキュー体制構築

事業」でございます。予算額は、右上に記載の

とおり380万6,000円です。

事業の目的ですが、労働災害の発生率が高い

林業において、災害発生後の通報・レスキュー

訓練の実施及び対応マニュアルの作成により、

林業事業体の安全意識の醸成を図るとともに、

死亡及び重篤な健康被害の減少を目指すもので

ございます。

次の73ページ、現状と課題を御覧ください。

林業は他の産業に比べ、労働災害の発生率が

高い状況にございます。また、本県における令

和４年の林業労働災害発生件数は92件、うち５

件は死亡災害で、非常に残念ながら全国ワース

ト１位となっております。

このような厳しい状況にありますことから、

林業事業体の安全意識の醸成と、労働災害発生

後の対応方法の確認や習得は、喫緊の課題であ

ると考えております。

その下の事業内容及び効果を御覧ください。

レスキュー訓練では、災害発生時の通報、応

急処置、簡易担架の作成、防災救急ヘリコプタ

ーあおぞらによる救出訓練等を実施し、対応マ

ニュアル作成では、救助要請の手順や応急処置

等について取りまとめ、各事業体に配付の上、

周知徹底を図りたいと考えております。これら

の取組により、死亡災害発生件数ゼロにつなげ

たいと考えております。

前の72ページにお戻りください。

事業の概要に記載の事業内容等については、

ただいま説明させていただいたとおりです。

事業の期間は、令和８年度までの３か年でご

ざいます。

74ページを御覧ください。

新規事業「造林作業班待遇改善事業」でござ

います。予算額は、右上に記載のとおり386

万5,000円です。

事業の目的ですが、この事業では、再造林の

主要な担い手である森林組合などの造林作業班

の人員確保が急務であるため作業班の待遇改善

を促すなど、継続して働きやすい就業環境づく

りを通じて、新たな作業班員の獲得を図るもの

でございます。

次の75ページ、現状と課題を御覧ください。

、 、再造林は 主に森林組合が担っておりますが

本県における森林組合の造林作業班の平均賃金

は日額9,400円と、林業先進県の中でワースト２

位、全都道府県でもワースト３位と低い水準に

あります。

そのような中、再造林の推進には造林作業班

員の確保が急務であり、魅力ある待遇への改善

は必須であります。
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その下の事業内容及び効果を御覧ください。

この事業では、先ほど森林経営課から説明の

ありました再造林推進ネットワークに社会保険

、労務士や中小企業診断士などの専門家を派遣し

集団指導や個別指導を通じ、賃金上昇や月給制

の導入など、造林作業班の待遇改善を推進する

ものでございます。

この事業による効果として、造林作業班の賃

金アップなどの待遇改善と、造林作業班員数の

増加が図られるものと考えております。

74ページにお戻りください。

事業の概要に記載の事業内容等については、

ただいま説明させていただいたとおりでござい

ます。

事業の期間は、令和８年度までの３か年でご

ざいます。

76ページを御覧ください。

改善事業「しいたけ等輸出拡大・ＰＲ支援事

業」でございます。予算額は、右上に記載のと

おり996万3,000円です。

事業の目的ですが、特用林産物の輸出拡大や

県内外におけるキャンペーン等に取り組むこと

により、乾しいたけなどの需要拡大を図るもの

でございます。

次の77ページ、現状と課題を御覧ください。

しいたけなどの産地である中山間地帯におい

ては、人口減少や高齢化などに伴い、生産者数

・生産量ともに減少傾向にあります。また、資

材価格の高騰や自然災害等による先行きの不透

明感などが、生産意欲の減退や地域の活力低下

にもつながっております。

このため、乾しいたけのおいしさや優れた栄

養価を消費者に伝えるプロモーションや、輸出

の後押しによる消費・需要の拡大が必要と考え

ております。

その下の事業内容及び効果を御覧ください。

①輸出に向けた産地づくり強化事業では、輸

出先国の情報共有や研修会を通じて輸出の機運

を醸成し、また、輸出に向け重要な武器となり

ます有機ＪＡＳ認証取得や商談会、商品開発等

への支援を実施いたします。

また、②のみやざき乾しいたけキャンペーン

事業では、県内外における消費拡大イベントの

開催や、料理動画等の販売促進ツールの作成を

通じ、乾しいたけの魅力の発信や認知度の向上

を図り、消費を拡大いたします。

こうした取組により、商品の付加価値を高め

商品単価のアップを図ることで、生産意欲の向

上や生産量の回復につなげてまいりたいと考え

ております。

前の76ページにお戻りください。

事業の概要に記載の事業内容等については、

ただいま説明させていただいたとおりですが、

①の補助率については記載のとおりでございま

す。

事業の期間は令和７年度までの２か年でござ

います。

78ページを御覧ください。

「 」新規事業 みやざき木の建築モデル普及事業

でございます。予算額は、右上に記載のとお

り1,540万円でございます。

事業の目的ですが、この事業では、本県の畜

舎を一般流通材で容易に建築できるよう標準設

計を作成するとともに、モデル畜舎を建築し、

これを広く普及させることなどによって、非住

宅分野における県産材の需要拡大を図るもので

ございます。

次の79ページ、現状と課題を御覧ください。

、木材の主要な需要先である建築分野において

住宅に比べ非住宅の低層階においても木造の割



- 36 -

令和６年３月６日(水)

合が低く、本県における木造率も16.2％と低位

になっております。今後、住宅需要の減少が見

、 、込まれる中 木材需要を確保していくためには

非住宅分野における県産材の利用拡大が必要で

ございます。

その下の事業内容及び効果を御覧ください。

①の木造モデル畜舎の標準設計作成では、非

住宅分野の中でも比較的木造に取り組みやすい

畜舎をターゲットに、一般流通材で建築できる

モデル畜舎の標準設計などの作成や、令和７年

。度にはモデル畜舎の建築などを実施いたします

また、②の木造設計の提案支援では、民間事

業者が鉄筋コンクリート造など非木造で計画す

る案件に対し、木造設計のスキルを持つ建築士

である「みやざき木造マイスター」が、木造・

非木造の比較資料を作成し、建築主に木造を提

案する経費を支援するものでございます。

このような取組により、その効果として、非

住宅分野における建築物の木造化が促進され、

県産材の需要拡大につながるものと考えており

ます。

前の78ページにお戻りください。

事業の概要に記載の事業内容等については、

ただいま説明させていただいたとおりですが、

②の補助率については、記載のとおりでござい

ます。

事業の期間は、令和７年度までの２か年間で

ございます。

80ページを御覧ください。

改善事業「みやざき材県外プロモーション事

業」でございます。

予算額は 右上に記載のとおり 1,686万2,000、 、

円です。

事業の目的ですが、県外における県産材の需

要拡大を図るため、県外消費地において、循環

型林業への取組を含めたプロモーションなどを

行うものでございます。

次の81ページ、現状と課題を御覧ください。

人口減少に伴い、住宅分野における木材需要

の減少が予想されますが、本県の製材品は、そ

の７割以上が県外に出荷されておりますことか

ら、北部九州はもとより、製材品出荷量の15％

を占める首都圏、中京圏、関西圏などの大消費

地において、非住宅分野への木材利用など、販

路を拡大する必要がございます。

、 。その下の 事業内容及び効果を御覧ください

①、県外の都市部における県産材の認知度向

上への取組は、県産材利用に関する協定締結者

と連携し、県外消費地におけるイベントや展示

会への出展、セミナー、商談会の開催、展示場

の設置などを実施するものでございます。

、 、② 県外消費地における県産材の利用支援は

、県外消費地のＰＲ効果が高い施設などにおいて

県産材の利用を支援するものでございます。

このような取組の効果として、首都圏、中京

圏、関西圏における製材品出荷量の割合が増加

し、県産材の需要拡大が図られるものと考えて

おります。

前の80ページにお戻りください。

事業の概要に記載の事業内容等については、

ただいま説明させていただいたとおりですが、

②の補助率は、記載のとおりでございます。

事業の期間は、令和８年度までの３か年でご

ざいます。

82ページを御覧ください。

「 」改善事業 みやざき材海外フロンティア事業

でございます。

予算額は 右上に記載のとおり 2,547万6,000、 、

円です。

事業の目的ですが、海外での県産材需要を拡
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大するため、これまで県産材製品の輸出促進に

取り組んできた韓国、台湾に加え、新たに中国

への販路を開拓するものでございます。

次の83ページ、現状と課題を御覧ください。

県産材の輸出においては、その約９割を原木

が占めていることから、持続可能で高付加価値

な木材製品への転換が求められており、既存の

輸出先国における輸出の促進に加え、新たな輸

出先の開拓が必要になっております。

、 。その下の 事業内容及び効果を御覧ください

①の、既輸出国である韓国、台湾では、技術

者育成のためのセミナーの実施や、展示会への

出展、輸出相談委員の設置、木質化への支援な

どを行います。

②の、新たな海外販路の開拓では、中国本土

を見据え、香港をターゲットとして、まずは市

、 、 。場調査 続けて 展示会への出展等を行います

③の、輸出に取り組む県内企業の育成として

は、相手国のニーズに合う製品づくりなどの取

組を支援いたします。

事業の効果としましては、高付加価値の製品

輸出に取り組む県内事業者数が増加し、県産材

製品の需要拡大が図られるものと考えておりま

す。

前の82ページにお戻りください。

事業の概要に記載の事業内容等は、ただいま

説明させていただいたとおりですが、③の補助

率は、記載のとおりでございます。

事業の期間は、令和７年度までの２か年とし

ております。

続きまして、特別議案に○松永森林経営課長

ついて御説明いたします。資料85ページをお開

きください。

議案第48号「林道事業執行に伴う市町村負担

金徴収について」であります。

これは、令和６年度に県が実施する林道事業

について、市町村から負担金を徴収するもので

あります。

１の「地方創生道整備推進交付金事業」につ

きましては、林道開設１路線、林道舗装１路線

について、事業費の100分の10を西都市など２市

から徴収いたします。

２の「森林環境保全整備事業」につきまして

は 林道開設１路線について 事業費の100分の10、 、

を西米良村から徴収します。

３の「山のみち地域づくり交付金事業」につ

きましては、林道開設３路線について、事業費

の100分の５を西米良村から徴収します。

４の「県単林道災害復旧事業」につきまして

は、事業費の100分の10を、１～３に該当する路

線において、県が災害復旧事業を実施する場合

に徴収します。

対象となる市町村からは、既に同意を得てお

りますが、地方財政法第27条第２項の規定によ

り、議会の議決に付すものであります。

執行部の説明が終了いたしまし○安田委員長

た。

議案に対する質疑はありませんか。

資料12ページの地域再造林推進○黒岩委員

ネットワークは非常に肝になってくるのかなと

思っているのですけれども、この設立の見込み

はいかがなものなんでしょうか。

委員のおっしゃいますと○松永森林経営課長

おり、このネットワークが最大の肝になると考

えております。

これにつきましては、事前に森林組合や市町

村等と 「こういうふうにしていきたい」という、

。ような意見交換はしているところでございます

伐採者と造林者といった方がこの○黒岩委員

ネットワークに入ってくるかどうかというとこ
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ろになるかと思うんですけれども、そのあたり

の感触はどうなんでしょうか。

このネットワークにたく○松永森林経営課長

さんの事業者が加入してもらうことで、適正な

伐採が進みますとともに、その後の再造林も進

むようになると考えておりますので、できるだ

け多くの方が入ってもらえるように、これから

事業を進めていきたいと考えております。

設立の時期なんですが、大体いつ○黒岩委員

頃を想定していらっしゃるんですか。

条例の制定は７月を目指○松永森林経営課長

しておりますので、各地域で８つのネットワー

クを６月中には設立したいと考えております。

日本一プロジェクトの基金を使う○丸山委員

事業と、森林環境譲与税とか森林環境税とか、

いろいろ使っている事業があるんですが、なぜ

こういうふうに仕分けしたのか、予算の考え方

を教えてください。

プロジェクトの位置づけ○松浦環境森林課長

等を総合政策課や財政課と相談しまして、その

事業の中身について協議した上で、日本一プロ

。ジェクト基金を充てる事業を整理しております

再造林に取り組む宮崎モデルの構築に関係す

る事業につきましては、ほとんどの事業が日本

一プロジェクト基金を充てるような形となって

おります。

森林環境税の基金に関しましては、従来から

その基金を充てている事業については、継続し

て充てている事業が多くなっております。

例えば、森林経営集約化モデル事○丸山委員

業は新規事業ですが、森林環境譲与税を使って

おり その辺の仕分というのは 日本一プロジェ、 、

クトの一環かなと思いますけれども、何か統一

性がないように見えたんですが。

私どもも 日本一プロジェ○松浦環境森林課長 、

クトの大事な事業ということで、基金事業でお

願いしたところだったんですけれども、30億円

を３つのプロジェクトで使っておりますので、

そこは財政課や総合政策課の査定で振り分けが

なされてきたところでございます。

３つのプロジェクトだと50～60億○丸山委員

円は必要で、元が少ないのかなって、私は思っ

。 、 、ているんです だから 本気でやるんであれば

知事のほうでもっと基金を増やすべきじゃない

かっていう議論がなされるべきではないでしょ

うか。

本来は、当初予算で全体の枠を組むときに、

この基金が30億円で本当によかったのかなと

思っているもんですから、本気度がないんじゃ

ないかと思っています。本当に、日本一にする

気があるのかなと思っているものですから、そ

れの議論がちょっと弱いなと思っています。

今年度は仕方ないにしても 令和６年度にやっ、

てみて、日本一になるためには予算が足りない

というのであれば、基金をもっと早く全部取り

崩して、新たに造成するような議論をしないと

いけないのではないでしょうか。

日本一に本当にするんだという意気込みを感

じないと思ってしまうんですが、いかがなもの

なんでしょうか。

委員御指摘のとおり、事○松浦環境森林課長

業担当部局としましては、本気で日本一を目指

す事業を組んでいくならば、もっとたくさん予

、算を欲しいというところだったんですけれども

財政課やプロジェクト全体を調整している総合

政策部等の調整の結果、このような形となって

いるところでございます。

再造林率日本一にするためには、○丸山委員

植えてくれるマンパワーが絶対必要なんです。

今、宮崎県の造林作業班の平均賃金は9,000円
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ぐらいとかなり低い状況です。ほかのところは

１万円を超えており、それをさらに大きく上回

らないといけません。同等程度の金額にするだ

けでは、再造林にマンパワーが集まらなくて、

結局、再造林が日本一にならないということに

なるんじゃないかと思っています。

マンパワーをどうやって集めていくのかを、

どのように議論されたのか、机上論だけで進ん

でいて、本当に人が集まるのかと、若干、心配

になるところです。

少しでも賃金を上げることはいいんですが、

日本一を目指すのであれば、本当に日本一の賃

金だというぐらいにならないと、進まないと思

うんですが、その議論はどうだったんでしょう

か。

委員の御○松井環境森林部次長（技術担当）

指摘のとおり、このプロジェクトの一番の鍵を

握るのは、その担い手の確保であり、再造林を

担う中心は森林組合ということで、森林組合と

長い間、何度にもわたって議論を重ねてきまし

た。

労賃を上げるためには、その原資が必要であ

り、どの程度あれば、どれぐらい上げられるの

かということについても、いろいろな経営状態

や地域によって、多分、違うとは思います。

隣県の大分県や熊本県に労働力が流出してい

るという話もありましたので、少なくとも、ま

ずはそこと同等の水準に上げるため、どれぐら

いの補助率が必要であるとか、どれぐらいの予

算が必要であるなどといった検討を進めてきた

ところです。

そういった意味で、初年度を迎えるに当たっ

て、必要な予算が計上できているんじゃないか

と考えております。

私は、これだけでは不十分ではな○丸山委員

いのかなと思っています。令和６年度やってみ

、 、て 改善すべきものは早急に改善してもらって

本当に日本一を目指すんであれば、そういう覚

悟を見せてもらわないと難しいかなと思ってお

ります。

耳川広域森林組合系統では、再造林率が90％

となっており、森林組合ごとに違ってきていま

す。小さい林家が多いところは、特に再造率が

悪いというのがはっきり分かっていますので、

同じようなネットワークを組むのではなくて、

地域に合ったネットワークを組み、かつ、市町

村の負担金を含めてやっていかないと、成果が

出ないんじゃないかなと思っています。

ネットワークの在り方については、全てつく

ればいいっていうわけじゃなくて、機能の在り

方が違うんじゃないかと思っていますが、そう

いう議論は、何か進んでいるんでしょうか。

委員のおっしゃいますと○松永森林経営課長

おり、所有面積の違いであったり、市町村の支

援の状況も各地域で違うというのがありますの

で、ネットワークについては、県一本ではなく

て、それぞれの地域でつくるということにした

ところでございます。

、それぞれの地域で課題があると思いますので

、 、その課題解決に向けて より効果的に進むよう

これから仕組みづくりを考えていきたいと思っ

ております。

地域のそれぞれの森林組合の中で○丸山委員

個性がありますので、課題が全然違うと思って

います。しっかりと合うような体制で進めてい

ただき、また、悪いところは、よくするために

どういう事業が必要なのかというのも、早め早

めに改善していくようにお願いしたいと思って

います。

資料46ページに県単林道事業費と○黒岩委員
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ありますが、県が管理する林道と市町村が管理

する林道の区分というのは どういう基準になっ、

ているんでしょうか。

林道の管理につきまして○松永森林経営課長

は、県有林の中で開設されている林道は県が管

理しておりますが、それぞれの市町村の林道と

いうのは、市町村が管理しております。

また、県が主体となって開設する林道もあり

ますが、その後の管理というのは市町村に引き

継いで、市町村が管理するという仕組みになっ

ております。

スーパー林道というのがあると思○黒岩委員

うんですけれども、県有林ではないところの林

道ですが、県が管理する場合もあるということ

ですか。

緑資源機構が開設した大○松永森林経営課長

規模林道という２車線の林道がありますが、緑

資源機構が開設した後、市町村が管理している

ということになっております。

再造林や伐採なりをやる上で林道○黒岩委員

の管理が非常に大事なポイントになってくると

思うんですけれども、近年、市町村がなかなか

管理し切れずに、森林組合にお願いをしていま

す。逆に、森林組合もなかなか大変なので、市

町村に戻したいといったようなところがあるよ

うに聞いています。市町村が管理する林道につ

いて、現状の課題はないんでしょうか。

維持管理費がかかります○松永森林経営課長

ので、林道の中でも幅員が広いとか、地域の生

活道になっているようなところについては、林

道を開設した後に、市町村道に移管して管理し

ているという事例は聞いております。

また、県内では唯一、南那珂森林組合だけが

林道を管理している部分がございますが、これ

については、市町村のほうに移管したいという

ような声は聞いているところでございます。

、○黒岩委員 市町村の管理する林道については

県からの支援はないんでしょうか。

直接的な支援はございま○松永森林経営課長

せんけれども、例えば、林道が被災したときに

は林道災害復旧事業が受けられますので、その

設計や査定であるとか、そのあたりを出先の職

員が支援しております。また、林道の改良とか

舗装が必要な場合には、申請を上げてもらいま

して、県から国へ補助の申請をし、改良舗装等

を行うといった支援を行っているところでござ

います。

資料60ページの花粉症対策の苗○安田委員長

木について、宮崎県内の普及率を教えてくださ

い。

本県では、平成10年代ぐ○松永森林経営課長

らいに、花粉の少ない苗木を国の機関と技術セ

ンターと共同で開発しまして、その穂木を樹苗

組合の方が増殖して、採穂園をつくっておりま

す。

現在、その採穂園というのが、花粉の少ない

苗木でつくられておりまして、それが出荷され

ています。一部、山に生えている杉の木から穂

を取ってくる部分もございますので、少し下が

るんですけれども、県内で出荷されている苗木

のうちの95％は、花粉の量が通常の木よりも１

％以下であるとか、20％以下であるという花粉

症対策苗木が植えられているところです。

この率につきましては、全国的には５割と言

われている中で、本県は95％で全国１位となっ

ているところでございます。

平成10年から植えられた杉の苗○安田委員長

は、全体的に、その花粉症対策の苗木だという

ことでよろしいでしょうか。

採穂園をつくって出荷さ○松永森林経営課長
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れるまでに、４～５年かかりますので、十何年

ぐらい以降については、山取りで取ったもの以

外は、ほぼ花粉の少ない苗木が植えられている

というふうな認識でございます。

資料73ページについて、他産業と○丸山委員

比べて林業の死亡率が高いものですから、非常

にこの辺は懸念していて、今回こういう事業を

立ち上げていただいて、ありがたいと思ってお

ります。

死亡災害をゼロにするというのは非常によい

目標だと思っているんですけれども、他産業と

比べてなぜこんなに高いのかというのを、もう

少し詳しく分析して取り組まなくちゃいけない

というのがポイントだと思います。

何が要因であると考えていて、今後、そこを

どういうふうに改善していくというのがあれば

教えてください。

これから再造林の○二見山村・木材振興課長

、プロジェクトで盛り上げていこうというときに

こういう死亡災害が起きているということにつ

いては非常に重く受け止めております。

令和４年度もそうなんですが、令和５年度も

２年連続で死亡災害が多かったという状況があ

りましたので、警報を出しております。また、

急遽、百数十名の製材業者の方たちを集めての

。研修会なども２月にやったところでございます

最近起きた死亡災害の原因を見てみますと、

路盤とかで定められているようなやり方での作

、 、業をしていない 例えば 退避の場所として─

「切る木の２倍以上離れなさい」とあるんです

けれども、そういったことをせずに、次の作業

を考えてのことなんでしょうが、近い場所に退

避をしていて、木が跳ねて胸に当たって、強打

して亡くなった例がありました。

また、グラップルという、つかむ機械がある

、 、んですけれども 木の倒れる方向を定めるとか

そういったこともあるんでしょうが、つかむ機

械で谷向けに押すという、足場が不安定になる

ような作業をして、一緒に落ちてしまって亡く

なったとか、シートベルトをしていなかったと

か、そういった、基本的な守るべきことを守ら

ずに亡くなっているケースというのが多いと考

えております。

どうしたらこういったことが減るのかという

ことなんですけれども、重量物を近くで伐倒す

ることを人力でやっていると、そういったヒュ

ーマンエラーが起きてしまうことは、なかなか

避けられないと思います。地形が急峻になった

りするので簡単ではないんですけれども、なる

、 、べく機械化を進めて 木の近くに寄らないとか

そういったことができるような方向で進めてい

くとか、例えば、機械で何かをするときにもガ

イドワイヤー 後ろのほうにワイヤーで機械─

を引っ張りながらやるような作業とかもあるん

ですけれども、そういったことを併せてやると

かの対策が必要であると思います。

何より一番大事なのは、退避の場所とか、シ

ートベルトをするとか、つかむ機械で押さない

といった基本的なことをきちんと守りながら進

めていくということだと思っております。巡回

指導だったり、私たちは日頃からいろいろやっ

ておりますので そういったことをしっかり守っ、

ていただけるような体制を整えていく必要があ

ると思っております。

例えば、建設業であれば、死亡事○丸山委員

故を起こしたら、指名停止があって仕事ができ

なくなるとか、そういうペナルティーもありま

す 安全のため 毎朝作業前に 作業内容をしっ。 、 、

かりと共有して作業を始めているから、建設業

とかは死亡率を含めて、少なくなりつつあると
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思っています。

そういう基本的なことをやらないといけない

のではないかと思っていますが、林業の現場で

はどうなっていると認識すればよろしいでしょ

うか。

基本的に建設業と○二見山村・木材振興課長

同様に、朝礼をやるとか、そういったことは必

要だと思っておりまして、それは巡回指導をし

ているところでございます。

ただ、どこの伐採現場でも同じように徹底さ

れているのかというと、末端まで届いていると

は少し言い難いと思っております。去年も新富

町で700人規模ぐらいの労働安全衛生大会をやっ

て、安全の啓発であったりとか、宮崎労働局の

専門家の方の講話でもそういった話をしていた

だいたりしながら、安全の周知徹底というのは

図っているところでございます。

、 、今後とも そういったことを繰り返し説明し

守っていただける体制をつくっていきたいと

思っております。

日本一の林業県であれば、日本一○丸山委員

、安全な林業をしている県だよっていうぐらいに

モデルになるような形になっていただきたいと

思っていますので、死亡災害ワースト１位とい

うのは、あってはならないと思います。林業事

業体を含めて基本をしっかり守っていただき、

また、失敗はよくあるんですが、その失敗は何

が原因だったのかを明確に伝えることで、これ

をゼロにしないといけません。

せっかく日本一プロジェクトを進めても、こ

、 、れだけ事故が多くて かつ死亡事故も多ければ

担い手が増えないＰＲになってしまっているも

のですから、ここは、早く改善するようお願い

したいと思っています。

資料68ページの「再造林を担う新○日髙委員

たな「ひなたのチカラ」確保事業」の（３）成

果指標の一番下 「本事業による新たな造林作業、

従事者数」について、新規事業のため本事業に

よるものは今のところないということで、令和

４年度はゼロということになると思っているん

ですが、令和８年度に36人とか、その上の成果

指標の事業体が71から89というような具体的な

数字になっていますけれども、積算根拠的には

どういったイメージなんでしょうか。89だった

らきりよく90にするのかなというのがあるんで

すが、ぴしゃっと出しているということは、相

当、確信的な数字ということになるんですか。

それと、下のほうの従事者数が令和４年度末

ゼロから令和６～８年に36人増えるということ

になると、結構増えるのかなというような期待

も大分持てるんですが、イメージ的にはどうな

んでしょうか。

再造林率90％以上○二見山村・木材振興課長

を達成するためには、約500ヘクタールの追加的

な再造林をしなければならないということにな

ります。

その500ヘクタールを３年間ぐらいかけて増や

していこうという考えでいるんですけれど

も、500ヘクタールするために必要な人員を歩掛

かりから計算したときに、約90人ぐらいになる

という計算をしております。ひなたのチカラ林

業経営体というものがあり、既存の補助事業に

て支援をして、新たに取り組む方や追加的に人

を増やす方たちへの支援もやっているんですけ

れども そちらで請け負っていただく部分は 90、 、

人のうち約６割ぐらいで考えております。そし

て、残りの４割程度を新規で ひなたのチカ─

ラ林業経営体になっておられない方を、ひなた

のチカラ林業経営体に押し上げるというところ

で、当該事業にて資機材とかそういったものの
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支援をするということを考えておりまして、90

人の４割ですので36人と計算をしております。

例えば１人で事業を始める場合の○日髙委員

支援内容は （１）事業内容の①の従事者用にな、

り、何人かでグループを組んで一緒にやろうと

いうような話になったときには、事業体用とな

るんですか。

そこは、見方が少○二見山村・木材振興課長

し違いまして、同じ事業体の中で、いわゆる従

事者用っていうものは、約25万円ぐらいを上限

に、防護服、帽子、手袋といった個人で使うよ

うなものや、技術の習得のための研修、刈払い

機の清掃とかも含んでですけれども、そういっ

たものへの助成を考えております。

同じ事業体で、全員が持っているようなもの

ではなくて、事業体側でそろえて使っていくよ

うなものを、この事業体用というところで、２

分の１の助成ということで考えております。

もし自分で事業を始めるなら、当○日髙委員

然、チェーンソーとかいろいろなものは必要だ

し、こういう事業があると非常に助かるのかな

と思います。

それと、森林経営課と山村・木材振興課で、

２つ同じような事業があるなと思っています。

例えば、資料52ページの「再造林率向上強化対

策事業」や先ほどの「再造林を担う新たな「ひ

なたのチカラ」確保事業」をうまく組み合わせ

ていくと、もっといいのができるのかなとも思

います。

、 、私が相談を受ける中で 一番心配になるのは

その下刈りを 長期的に何十年も生業としてやっ、

ていけるのかということです 「日本一の木材生。

産県の宮崎県が今、いろいろ事業を出している

じゃないか」と 「自分もそういうのに乗っかり、

たいんだ」というのもあるけれども、そこに新

規参入者として入っていったときに、再造林率

を90％、賃金を１万3,000円にする事業が２年間

あるわけですよね。

この事業も結局、３年がマックスじゃないで

すか。そこから先どうやって自分で仕事を探し

ていくのかとか、そのあたりをどう考えたらい

いのかなっていう相談がありました。また考え

ようという話になっているんですけれども、何

かいい説得の仕方はないですか。

今までもやっていて当たり前だったような事

業というのが、九州初とか県初ということで、

初めての事業かなというイメージもあるんです

よね 日本一プロジェクトで 頑と押さなくちゃ。 、

いけないということは分かるけれども、そこか

ら先をどうやって持っていってくれるかという

のが、非常に気になっているところです。

長期的な考えで、新規参入者はどういうイメ

ージで、この日本一プロジェクトの状況を捉え

たらいいのでしょうか。

プロジェ○松井環境森林部次長（技術担当）

クトが終わった後の持続性については、本当に

重要な話だと思っています。

宮崎県という土地は、森林自体の生産力も全

国の中ではかなり高く、成長量も豊富で人工林

もたくさんあります。その豊富な森林資源を基

に、現在、全国一の杉生産であり、200万立方メ

ートルも切っているという状態があります。

、そういった林業先進県であるにもかかわらず

長く生産を続けていく中で、ある意味、行き詰

まりのような状態はあって、なかなか再造林率

にしても70％台から上に上がらない、頭打ちに

なっているというのが現在の状況です。

そういった中で、再造林というのは、循環さ

せる、要は、林業で飯を食べていける状態にす

るための一番きっかけの部分ですよね。植えら
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れなければ そこの土地での木材の生産は終わっ、

てしまいますので、まずはそこを防がないとい

けません。

そういうところをきっかけに、最終的に目指

す姿というのは、切って、植えて、育てて、ま

た切るっていう循環をしっかりつくっていくこ

とだと思っています。

委員がおっしゃるとおり、かさ上げという事

業だけ見ると、単発で、それが終わったらどう

、 、するんだという話はありますけれども そこは

しっかり、令和６～７年にやった実績を見なが

ら、また次を考えていく必要があると思ってい

ます。

もっと重要なのは、この対策というのが、た

だのかさ上げ対策だったり 担い手の支援策だっ、

たりするのではなくて、新たな低コスト化の技

術を導入したり、県産材の需要拡大策にまで踏

。み込んだ総合的な対策という形になっています

ですので、しっかりと林業で飯を食べていけ

る世界をつくるために、県としては、業界、関

係団体、事業体、森林組合等と連携しながら進

めていこうと思っています。迷っておられる方

をどう説得するのかというのはなかなか難しい

話ではあるんですけれども、少なくとも県は明

るい未来や夢がある世界をつくれるような姿を

描いて対策を進めていこうとしているところで

ございます。

しっかり将来の設計をよろしくお○日髙委員

願いしておきます。

資料78ページの「みやざきの木の○丸山委員

建築モデル普及事業」について、特に牛関係が

非常に厳しい状況になっていて、クラスター事

業等も進まず、増頭もありません。要因として

は、材料費が上がっている、子牛がいないとい

うことで、なかなか畜舎というのは簡単にでき

そうで、できない気がしています。

仮にこのモデル畜舎というのは、普通に造る

よりも安ければ非常にいい事業になると思うん

ですが、これが木を使うことによってあまり変

わらないとか、逆に割増しになってしまうと何

の意味もないと思っています。畜産で使うとし

たときに、木材を使って安くなるのかというの

が分かれば進めてもいいのかなと思っているん

ですが、その辺はどういうモデルと理解すれば

よろしいでしょうか。

今回の事業○笹山みやざきスギ活用推進室長

は、畜産王国みやざきということで、肉用牛の

畜舎のモデルを造りたいと考えております。

造るに当たっては、地域で生産された一般流

通材を用いて地域の建築士が設計しまして、地

域の工務店が建てるというところを目標とし、

標準設計等を作成することとしております。

お話しにあった経費につきましては、平米数

が500平米を超えますとＳ造が主流となってきて

おります。それに対しまして、500平米を超える

部分についての他県の事例等も参照しまして、

工事費の比較なんですけれども、木造のほうが

２～３割安価でできるというような事例もござ

いますので、県財政も考慮しながら進めてまい

りたいと考えております。

２～３割安くなるのであれば、可○丸山委員

能性はあるのかなと見ていますが、牛が非常に

厳しい状況で、増頭ではなくて、維持もしくは

マイナスになる方向ですから、豚とか鶏はまだ

可能性があるのかもしれませんけれども、この

事業は畜産関係の方々としっかり連携しないと

前に進まないのではないかと思っています。

計算上はうまくいくけれども実際はそうなら

なかったりする面もあるもんですから、そこは

調整をしっかりやっていただけるとありがたい
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と思っております。

県内の家畜○笹山みやざきスギ活用推進室長

の飼育の戸数調査によりますと 肉用牛は大体82、

％を占めているということでございます。経営

等が厳しいという話もございましたけれども、

この事業を構築するに当たっては、畜産部局と

も相談しながら、安価で進められるということ

であれば、ぜひ進めてほしいというような意見

もございましたので、今後も調整をしながら進

めてまいります。

、○日髙委員 ２～３割という話でしたけれども

話を聞くと、イメージ的にはもっと割安ででき

るんじゃないかなという農家さんもおられるわ

けです。既にクラスター事業の関係で補助を受

けている方、補助を受けなければ半分ぐらいで

できるのにという声ももしかしたら聞かれてい

る。

補助事業だからしっかりしなくちゃいけない

というのは当然分かるんですけれども、ここま

でしなくても、もっと安くできるのにというよ

うな声を実際に聞くんですが、そういうことに

関しては、県のほうでは、市町村からそういう

要望があったとかは聞いておられませんか。

もともとがよすぎて高過ぎるんじゃないかと

いうような、ハウスでも３反で3,000万円という

話になって大変な額になるけれども、畜産にな

ると、ちょっといってしまえば億になってしま

いますから、この時期に5,000万円かけて借金し

て、本当に大丈夫なのかと周りが心配する状況

があります。

でも、クラスター事業なら２分の１だから、

やっぱりそれを受けざるを得ないと 自費─

で5,000万円でできるかといったら、それもでき

ないからというような状況もあるんですよね。

近年、資材○笹山みやざきスギ活用推進室長

が高騰しまして、当然、鉄骨等も高くなりまし

た。また、Ｓ造になりますと、基礎とかにもコ

ンクリート等が必要でございます。

その反面、木材は軽いという利点もございま

す。基礎にそんなに時間は要らないということ

もありまして、できるだけ一般流通材を使って

造る 特殊な製材品、例えば集成材とか、そ─

ういうものを使わずに、一般の流通材でもって

これを造っていきたいということで、そういう

経済性のことは十分今後考慮しながら進めてま

いります。

、○日髙委員 これは県内発ということですから

当然、先進県の概要を十分研究なさってのこと

だと思うんですが、３～４割を目指すぐらいに

頑張ってください。

資料76ページの「しいたけ等○松本副委員長

輸出拡大・ＰＲ支援事業」のことをお尋ねした

いと思います。

まず最初に、今どこが輸出先になっているの

か、額も含めてどれくらいの量があるかお教え

いただけませんか。

主な輸出先でござ○二見山村・木材振興課長

いますけれども、一番多いのは台湾です。それ

からアメリカ、ヨーロッパ、香港という順番で

ございます。これは年によって変動があり、上

位については、量がそんなにたくさん出ている

状況ではなくて、僅差なので、すぐにひっくり

返るような状況ではあります。

令和３年は、特に高千穂の杉本商店というと

ころが一生懸命取り組んでおられて、ｅコマー

ス ネットでの販売であったりとか、ＳＮＳ─

での発信が功を奏して、その前の年と比べて10

倍ぐらいになっているんです。

令和２年が1.8トンぐらいだったものが、令和

３年は13トンぐらいになっております。令和４



- 46 -

令和６年３月６日(水)

、 、年は それからすると下がったんですけれども

令和２年の1.8トンに比べると若干増えているよ

うな状況にございます。

個々で有機ＪＡＳ等認証の取○松本副委員長

得にどれくらい経費がかかるのか、お分かりで

したら教えてください。

調べますので、お○二見山村・木材振興課長

待ちください。

次のページで、令和５年はし○松本副委員長

いたけの生産戸数が980戸でいいんですかね。こ

の戸数の中で事業に取り組んで、有機ＪＡＳ等

認証の取得件数が現状６件から令和７年で10件

ということで、４件ぐらいが増えるということ

です。難しい認証になるのかなというところも

あるんですけれども、力を入れて取り組まれて

いって４件ということで、この辺りの戸数と目

標値の関係を教えていただけないかなと思って

おりますが、よろしいですか。

戸数に関しまして○二見山村・木材振興課長

は、まだ取り組んでおられる事業者の方が少な

いというところがあります。ヨーロッパ、ＥＵ

関係は特になんですけれども、例えばフランス

とかは、有機ＪＡＳ等認証は、オーガニックと

いうものに関してもほぼマストになっているよ

うな状況もあるということで、輸出をするので

あればその取得はほぼマストでやっていかなけ

ればならないところです。

先ほどの御質問にあったような費用のことと

か、維持することについても費用がかかるとい

うこともあって、まだ取り組む方が少ないとい

う中での取組ということで、これぐらいの目標

数値になっているところでございます。

最後になりますが、戸数に関○松本副委員長

わるところで、現状と課題のところに、生産者

のうち71歳以上が44％を占めていらっしゃると

いうことがあります。力を入れてしいたけの事

業に取り組むのであれば、後継者の対策という

ところにも力を入れていただきたいと思います

が、その点に対するお考えをお聞かせいただけ

ないでしょうか。

まず、先ほどの有○二見山村・木材振興課長

機ＪＡＳ等認証取得の経費についてですけれど

も、取得コストで20万円程度かかるということ

でございます。

それと、後継者対策については、なかなか後

継者が育ちづらく 高齢化が進むと 専業でやっ、 、

ていくということも難しいところがあります。

資料66ページの（事項）しいたけ等特用林産

物振興対策事業費にて、今年度から３の「特用

林産業新規就業者ワーキング支援事業」という

のを取り組んでおりまして、また、２の「しい

たけ等特用林産物生産体制強化事業」というこ

とで、これは基礎研修や、中級者向けのステッ

、 、プアップ研修を実施したり 必要となる資機材

運搬車両、乾燥機であったり、人工ほだ場、冷

蔵施設、あとは獣害防止用のネットであったり

とか、そういった基盤強化を図るための支援を

しております。

最初に言いました３の「特用林産業新規就業

者ワーキング支援事業」については、県外の方

にお試し就業的なことをしていただくような事

業なんですけれども、実際５人の方に働いてい

ただきました 募集に対して倍以上の応募があっ。

たということで、こういった方たちをうまく今

後の取組の中で就業につなげていけるようなと

ころに持っていきたいと思っております。

今年は１年目ということもあったので、５日

間程度の短期でスポット的な就労を経験してい

ただいたんですが、来年度からは、それに加え

て１か月程度や40日程度のもう少し長い期間で
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やっていって、なるべく来ていただけるような

仕組みにつなげていきたいと思います。

地元だけでは中山間のＵターンとかがなかな

かなかったりするところもございますので、県

外の方を取り入れていけるといいのかなと考え

て、こういった事業も取り組んでいるところで

ございます。

みやざき乾ししいたけという○松本副委員長

ことで、これもブランドとしての取組を進めて

いただく中では、ぜひ今後も後継者の方の支援

対策等もよろしくお願いいたします。

資料71ページの「みやざきの林業○本田委員

魅力発信事業」について、平成27年から令和２

年で200名の就業者が増えており、非常にいいこ

とだと思うんですが、なぜここがこれだけ増え

ているのかというところの分析をされているの

であれば教えてください。

これは５年に１回○二見山村・木材振興課長

の国の統計なので、なかなか細かいところは分

かりかねるところもございますけれども、全国

的には下がっている状況下で宮崎県は上がって

おり、素材生産でも伸びていたりとか、特に素

材生産をされる方たちの中には機械化も進んで

いるというようなこともあって、かなり収益的

に上げられている方たちも多くおられるという

こともありました。

いわゆる新陳代謝のような形でなんですが、

若い方たちの参入も多いということで、結論か

らいうと、そういったところである程度数が確

保できているのではないかなと推察していると

ころでございます。

多分、林業大学校とか若年層の皆○本田委員

さんがかなり興味を持たれているというか、若

年層の就業者が増えているのもあるのかなと

思っていまして、平成17年度から平成22年でい

うと300名ぐらい増えています。ここは、65歳以

上の割合の方々がかなり減ったので、その部分

で300名ぐらい増えたのかなと感じるんですけれ

ども、今後５年後をどれぐらいの数字で推測さ

れているのか教えてください。

長期計画ベースで○二見山村・木材振興課長

は、機械化の推進とか、効率化を図るとか、そ

、ういったところで生産性を上げていくところで

大体、現状維持程度の目標設定にはなっている

んですけれども、今回のプロジェクトの取組等

もございますので、そういったところで、先ほ

ど申し上げたように、３年間で90人ぐらい人を

増やしたいとかいうような話もしております。

再造林のほうになるんですけれども そういっ、

、たことも総合的に取組を進めてまいりますので

前回の長期計画のときの考え方とはまた少し違

う結果になっていくのかなと期待も含めて考え

ているところでございます。

外国人について、特定技能の幅を○本田委員

、国が広げるというようなところはあるんですが

今、どれぐらいの外国人の方々が既に従事され

ているんでしょうか。

令和４年10月時点○二見山村・木材振興課長

で９人だったんですが、現時点で11事業所に15

人おられるということでございます。

70ページの事業の概要のところで○本田委員

①～③の事業を立てていらっしゃるんですけれ

ども どれぐらいの予算配分で考えていらっしゃ、

るのかを教えてください。

①新規就業者情報○二見山村・木材振興課長

、 。発信事業が747万5,000円 委託事業になります

②林業担い手対策検討会の設置が29万8,000円、

これも委託事業でございます。③優良林業技術

者・事業体表彰事業が27万3,000円、これは県が

直接執行するものでございます。
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、○本田委員 ＰＲ等かなり頑張っていただいて

ぜひここの部分をしっかり増やしていただきた

いなと思います。

資料81ページ「みやざき材県外プ○丸山委員

ロモーション事業」について、住宅着工戸数

が2022年度は86万戸で、2040年は55万戸と記載

されておりますが、住宅着工戸数は100万戸だっ

たというイメージがあったので、人口減少によ

る住宅着工戸数の減少の懸念があります。

我々も再造林を進めるべきだという話をして

おり、循環型の林業を続けることが必要なんで

、 、すが 住宅着工戸数がどんどん減っている中で

需要が本当にあるのかと心配になってくるぐら

いの数字だと思います。

宮崎県は７割以上を県外で消費しており、本

当に潤沢にいくのか、それが心配なんですけれ

、 、ども 三大首都圏が15％ぐらいとのことですが

これは中国木材があるから、これだけ大きな数

字になっているような気がするんです。

今後、三大首都圏を15％から18％に伸ばして

いきたいと書いてあるんですけれども、物流コ

、 、ストを考えたときに 関西まではいいにしても

住宅着工戸数が減る中で、宮崎県としてどこに

マーケットを絞って伸ばしていくべきなのか、

どこが本当にいいのかというのを明確に議論さ

れていて、木材団体協会でいろいろな話をして

いると思うんですが、長期的に見たときにどう

いう考えでいらっしゃるのかをお伺いできれば

なと思っています。

資料81ペー○笹山みやざきスギ活用推進室長

ジの円グラフにございますように、都市圏は15

％、それと九州 福岡、北九州辺りなんです─

が、約５割ということで出しております。

今後、お話のとおり住宅着工戸数が減ります

ので、それに伴う住宅木材需要について、当然

県内で使われている戸建て、県外での戸建て、

首都圏での戸建てもやっていきます。ただ、住

宅着工戸数が減っていきますので、今後は非住

宅分野にシフトも考えております。

資料79ページの現状と課題の真ん中に住宅と

非住宅の木造の比率を掲載しております。非住

宅はほとんどＲＣ造、Ｓ造 コンクリート造─

りとか鉄骨造りになっておりますので、県内で

も県外でも、非住宅分野のほうにも製材品を送

り込みたいと考えております。

恐らく大都市圏は、ある程度ロッ○丸山委員

トがないと、取り扱ってくれないというのがこ

れまで大手ハウスメーカーでありましたので、

宮崎県はなかなか対応できませんでした。しか

し、中国木材が来たことによって、かなり大き

なロットで動けるようになったから、大都市圏

まで出荷できるようになったんじゃないかと

思っています。そんなことも細かく調査しても

らって、しっかり対応できるようなものを研究

。していただければありがたいなと思っています

海外について、既存の韓国や台湾の輸出がど

こまで伸びていくのか、逆に中国にシフトする

といいんですが 中国はこれまで原木をどん─

どん輸出していって、向こうで製材したものが

アメリカに輸出されているという話もお聞きし

ているものですから 中国に製材品を持っていっ、

ても、材工一体とならないと、使うことはない

んじゃないかなと思っています。

韓国や台湾での実績なども踏まえて、なぜ中

国も含めて今回やろうかと考えたのか、また、

韓国や台湾が今後さらに伸びる余地はないのか

というのも含めて教えていただくとありがたい

かなと思っています。

県外への売○笹山みやざきスギ活用推進室長

り込みにつきましては、企業等とも連携をしな
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がら、具体的に制度協定や包括協定等を結びな

がら木材利用の促進に努めてまいります。

また、住宅着工戸数が減りますので、あらゆ

る分野に木材を供給していく、その中で海外に

も展開していきたいということで今回、事業を

お願いしております。

現状について、当課の調べでは、台湾の輸出

実績が約11億円で、そのうち製材品が約２億円

でございます。また、韓国につきましては約６

億円の輸出額で、原木が約５億円、製材品が約

１億円ということで、いずれにしましても原木

のほうが多いという状況でございます。

台湾につきましては、先般、台北で展示会等

も行ったところですけれども、本県の杉の評価

が大変よくて 例えば調湿効果があるとか、─

木の香りといったみやざきスギの利点も売りに

して、気候が湿潤温暖なところでございますの

で、内装材で使えないかというような形で、今

後取り組んでまいりたいと考えています。

また、韓国につきましては、今まで材工一体

、で木材を送り込んできたところでございますが

昨日も韓国から視察団が来ました。韓国の蔚山

というところで近年、公共建築物の木質化が進

んでいるということでございますので、そこと

もタイアップをしながら今後とも材工一体を取

り組んでまいりたいと考えています。

資料83ページに、89％が原木で輸○丸山委員

出されているとありますが、ここをいかに変え

ていくかが今回の大きなポイントだと思ってい

ます。今の説明にあったような内装材ぐらいで

。はなかなか増えないかなと思ったりしています

現地のニーズに本当に合っているのか、製材

のものでも向こうと大きさが違うとか そういっ、

たこともいろいろあると聞いているものですか

ら、細かいこともちゃんと調整しないと輸出ま

で至らないと思っています。

今後、輸出する事業体を増やしていきたいと

いうことが資料に記載されていますが、現地に

マッチングしているのかが本当に分かっている

のかなというのが少し心配なんですけれども、

実態をどの程度まで把握されているんでしょう

か。

台湾は、原○笹山みやざきスギ活用推進室長

、木を輸出して向こうで加工するんですけれども

ほとんど杉材は型枠で使われております。うち

の製品もきちんとした通常の製品もあるんです

けれども、ほとんど半製品という形で型枠で使

われております。

そういった台湾の文化も把握しながら、台北

での展示会にて、先ほど言ったように、内装材

としての期待が持てましたので、実際にフロー

リングを出している企業もございまして、そう

いう輸出を経験されている県内企業がタイアッ

プしていく中で進めていきたいと考えておりま

す。

現在２社ですけれども、県木材協同組合連合

会のほうに輸出促進委員会というのがございま

す。こちらに企業が10社ぐらいございまして、

その中で輸出に取り組みたいという企業もござ

いますので、そこら辺は情報共有をしながら、

ノウハウを学びながらどんどん輸出を進めてま

いりたいと考えています。

日本では人口減少によって住宅着○丸山委員

、工戸数は確実に減ってくると思っていますので

輸出を伸ばすことも含めて、できるだけ原木で

はなくて、製材品を出すんだということをしっ

かり業界団体で連携しながら頑張っていただき

たいと思っております。

県としまし○笹山みやざきスギ活用推進室長

ては、原木輸出ではなくて製材品の輸出 付─
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加価値の高い製材品を送り込みたいというふう

に考えております。

相談員の設置をし、現地でのノウハウを知っ

ている相談員を介して輸出を展開したり、今ま

でも、国の輸出協会とも情報共有をしながら進

めてまいりましたので、今後ともそのような形

で、業界一体となって進めてまいりたいと考え

ています。

この前の能登半島地震で、火災を○黒岩委員

見ると、いかにも木造住宅は危険なんだという

、ようなイメージの報道があったんですけれども

担当課としては、今後の国内における木造住宅

の需要に、そういったものが何らかの影響が出

てくるのかどうか、そこ辺りはどういうふうに

お考えですか。

一部報道で○笹山みやざきスギ活用推進室長

そういうような木造が燃えるとかいう話もござ

いますけれども、実際、火を使うところとか、

法で制限されているところについては、耐火材

とか、防火材をきちんと使うということになっ

ております。そこに合った部材を使うというこ

となので、私どもは特段それについては心配し

てございません。

おっしゃるとおり、消防法とか防○黒岩委員

火基準がありますから、そういう危険性という

か、影響はないんだと思っていますけれども、

少し逆風かなと心配しているものですから、頑

張っていただきたいと思います。

また、新たな活路を見いだすというところで

は、先ほどの木造の畜舎をやるんだというとこ

ろが、非常にいいトライだなと思っています。

県内のとある自治体は、畜舎で使ってくれと、

既に沖縄に営業に行っているという話も聞いて

おりますから、ぜひ宮崎モデルをきちっと確立

させて、これを全国展開できるようにお願いし

たいと思います。

資料79ページに、高層階については非木造だ

、というところのグラフが出ておりますけれども

ここも諦めずに、例えばＣＬＴといった新しい

合板を使った材料も含めて今後トライしていた

だきたいなと思うんですが、このＣＬＴについ

。ての可能性というのはいかがなものでしょうか

ＣＬＴにつ○笹山みやざきスギ活用推進室長

いて、都会では木ビルという形で、ビルの素材

。 、で使われているということでございます ただ

大手ゼネコンが造られるので、なかなか一般流

通材がそのまま使われるということはございま

せん。

、九州経済連合会という集まりがございまして

その中で木ビルの研究がなされております。本

、県からも部材の提供ができますかということで

県内の各製材工場が出せる部材のリストを作っ

て、各県と共有をしたりしておりますので、そ

ういう事例を踏みながら、県内でチャンスがあ

るときはそれを普及してまいりたいと考えてお

ります。

次に、その他報告事項に関する○安田委員長

説明を求めます。

常任委員会資料86ページ○松浦環境森林課長

をお願いいたします。令和６年度環境森林部組

織改正案について御報告をいたします。

環境森林部では、令和６年４月１日付で、再

造林の推進に関する業務を一元的に所管する組

織として、環境森林課内に再造林推進室を設置

することとし、併せまして森林経営課の森林管

理推進室を廃止することといたしました。これ

によりまして、再造林推進室を中心に部内各課

が一体となり、また、市町村や関係団体との連

携調整を緊密に行いながら、再造林に関する事

業に取り組んでまいります。
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また、環境森林課におきまして、環境計画担

当とゼロカーボン社会づくり担当を統合しまし

て、環境政策・脱炭素推進担当を設置し、環境

基本計画の推進と併せて再エネ、省エネ関連事

業等の実施による脱炭素の推進に総合的に取り

組んでまいりたいと考えております。

執行部の説明が終了いたしまし○安田委員長

た。

。その他報告事項について質疑はありませんか

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって第２班○安田委員長

の審査を終了いたします。

、 。総括質疑の準備のため 暫時休憩いたします

午後３時８分休憩

午後３時11分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

。各課の説明及び質疑が全て終了いたしました

これから総括質疑を行います。環境森林部全

般について質疑はありませんか。

質疑というよりもお願いなんです○黒岩委員

けれども、いろいろ説明を聞いた中で、県庁内

で、もう少し連携をお願いしたいなと思いまし

た。

例えば、食品ロスのことについて、病院局で

は毎日給食を出しておりますが、私が昨年の11

月に、県病院の給食の残りはどれぐらいあるの

かという質問をいたしましたら、学校の給食と

は趣旨が違うんだという話がございました。県

立３病院の給食がかなり残っているらしいとい

う話も聞いておりますので、まず、県庁の内部

での連携をしっかりやっていただきたいなとい

うのが一つあります。

それと、ひなたゼロカーボンについても、県

土整備部のほうで住宅耐震化ということで住宅

に対する関心が非常に高まって、中には耐震工

。事をやりたいという方も増えるかもしれません

そういったところとセットで、ゼロカーボンの

太陽光とかの導入についてもＰＲしたらどうか

なと思っていますので、そういった連携もよろ

しくお願いしたいと思っています。

環境部門は、食品ロスや○殿所環境森林部長

ゼロカーボンをはじめとして、幅広くございま

すので、連携することはとても大事だと思って

。 、 、います 特に ゼロカーボンの部分については

これまでもいろいろ課題はあったんですけれど

も、今回このグリーン成長プロジェクトができ

て関係部局もいろいろ入る中で、どう役割分担

したらうまくいくのかとか、例えば産業分野も

それぞれあり、全部をうちが引き受けるわけに

もいかないというのがあって、それぞれと協議

をする中で この部分はここの部局でやりましょ、

。うというような整理もだんだんできてきました

食品ロスのことも含めて、これからしっかりそ

の辺りの意識を持って取組を進めてまいりたい

と思います。

今回の能登半島の地震や東日本大○丸山委員

震災の地震災害復興をするためには、災害廃棄

物をどう処理するのかというのが、大きな問題

になっていると思っています。

宮崎県は、南海トラフを含めて、大きな地震

が発生した場合に多くの災害廃棄物が出るとい

うのは、明らかに想定できますが、どうやって

それを処理していくのかというのを考えたとき

に、本県は産業廃棄物も閉鎖的であると思って

います。ある程度早めに広域連携を含めて集中

的に処理するということが、国のほうで方針が

出ているのに、なかなか前に進んでいないよう

な気がしています。本来は、災害が起きる前に

隣県との連携をしっかりと考えておかないとい
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けません。熊本地震のときには、宮崎県は災害

廃棄物を受け入れられなかったということも

あったと聞いているものですから、平時のうち

から、そういう隣県との連携も含めて、もっと

協議を進めていくべきだと思っています。環境

森林部の中では、令和６年度も含めて、今後ど

ういう方向で進もうと考えているのか教えてい

ただけるとありがたいかなと思っています。

丸山委員から御指摘○今村循環社会推進課長

のあったことは非常に大事なお話かなと思って

います。

石川県にて能登半島地震の災害廃棄物の処理

がようやく始まったところと聞いています。あ

れが240万トンという推定で、南海トラフが起き

て、宮崎県で最大どれぐらい災害廃棄物が発生

するかを推計しますと、1,171万トンということ

で石川県の何倍もございます。石川県ですら自

県だけでは処理できない状況で、宮崎県の場合

は、大きな災害が起きると、宮崎県だけじゃな

くて、西日本 静岡県から沿岸部ほとんどと─

いう状況になりますので、他県とかの応援をも

らおうと思ってもなかなか厳しい状況があるか

もしれません。そういう状況もありますので、

九州地方の環境事務所が中心となって、九州全

体で取り組もうという動きも出ています。例え

ば、宮崎県のような海岸部と熊本県のような太

、 、平洋側じゃないところで カップリングさせて

宮崎県で被害が発生したときは、熊本が中心に

なって九州全体をまとめ、逆に、また熊本県で

被害が発生したら、今度は宮崎県が中心になっ

て九州全体を支えるというような仕組みも、つ

くられようとされていまして 九州のほうで─

各県の循環社会推進の課長が集まりまして、ブ

ロック会議をやったり、いろいろな災害を想定

して訓練をしたりしているところです。

宮崎県が他県からの廃棄物を受けていないと

いうのは確かに事実であり、今回、循環協会か

らもその辺の災害対応も踏まえて考えていかな

いといけないんじゃないかという御要望もござ

いました。ただ、一遍にというのもなかなか難

しいものですから、まずは隣県からとか、行く

行くは九州、そして全国ということになるのか

もしれませんけれども、検討を始めたところで

ございます。

ぜひ、南海トラフ地震が確実に来○丸山委員

ることを想定しながら、やれるものは順次準備

していくということをよろしくお願いしたいと

思っております。

今回いろいろお話を聞かせていた○野﨑委員

だきまして、再造林の話がメインになったのか

なと思っていますけれども、山というのはもち

ろん素材もありますし、動物も住んでいます。

もちろん環境、空気もきれいにしないといけな

い。山が荒れると川も海も荒れてしまう。人口

が減って、素材の利用が少なくなるんじゃない

かとはいっても、木は植えないといけない。令

和４年度の鳥獣による農産物の被害額が多分３

億7,000～8,000万円だったんですよね。

要は、鳥獣が里山に下りてこない山もつくっ

ていかなきゃいけないということで、今後、再

造林日本一を目指すスタートとして、どんな山

をイメージしながらつくっていく必要があると

思っていらっしゃるのかをお聞きしたいと思い

ます。

今回の再造林推進のため○殿所環境森林部長

条例をつくるに当たり、様々な方々と議論をす

る中で、野﨑委員がおっしゃったような「全部

杉を植える 、それではダメでしょうと 「森林」 、

にはいろんな機能があるよね」という意見がか

なり出てまいりました。再造林をどう進めるか
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という条例を最初はイメージしていたんですけ

れども やはりそうじゃないなということがあっ、

て、林業の採算性が取れるところとそれ以外の

ところをしっかり分けながら、それぞれがその

木材を産出する経済的な機能を発揮するところ

と、水源の涵養であるとか生物多様性といった

公益的な機能をちゃんと発揮できるような部分

も必要だろうということが、この条例の議論の

中で出てまいりまして、今のようなお話を条例

の全文の中にしっかり入れ込みました そういっ。

たところを念頭に置いて、経済性とそれ以外の

公益的な機能がしっかり発揮できる山をつくり

ながら、経済性のあるところではしっかり再造

林をして、循環型の林業を進めていくというコ

ンセプトが伝わるようにしていきたいと思って

いるところでございます。

今回の説明では、山の資源をどう○野﨑委員

利用して生きていくのかではなく、どう仕事を

していくのかというイメージが強かったもので

すから、最後にこういった質問をさせていただ

きました。山には多面的な機能というか、いろ

んな機能があるので、やはりそれも考えながら

再造林の日本一を目指していただきたいなと

思っております。

委員会の審査を通して、環境○松本副委員長

森林部の予算が令和５年度から令和６年度で

は102.1％と微増ではありましたけれども、グリ

ーン成長プロジェクト、再造林率日本一への挑

戦ということで、非常に大きな期待のある、ま

た意気込みを感じるような説明と事業の取組を

聞かせていただきました。

そういった中で、循環型林業と農林水産業を

合わせての推進とか、脱炭素化に向けた成長の

実現というようなところでありましたので、委

員からは厳しい意見もあったかと思いますが、

将来に向けた展望や期待があると思ったところ

です。地球温暖化、ＣＯ 削減のスタートの年２

とも捉えられますので、改めてその取組とか加

速化に向けた思いを 令和６年度の事業の推─

進に向けて、新たな組織もできるということで

ございますので、部長のお考えを最後にお聞か

せいただきたいと思います。

叱咤激励、アドバイス、○殿所環境森林部長

様々いただきましたけれども、今年度、このグ

リーン成長プロジェクトに取り組むことで、深

い議論ができたと思っています。

特に、再造林対策については、林業を行政と

して担う職員たちが、市町村や森林組合などと

かなり意見交換を重ねてまいりました。特に、

森林組合とはかなり踏み込んだ議論をして、今

まであまり表に出てこなかった労賃の話とか、

そういったところまで話ができた いい機会だっ、

たなとまず思っています。

そういった議論を通じて様々な知恵を盛り込

んだのが、今回提案いたしました再造林の宮崎

モデルでございます。これをしっかり進めてい

かなければいけないと思っていますが、本日、

我々はかなりの自信を持って皆様に御提案をし

たわけですが、それでも様々な御指摘がありま

した。来年度から進めていくと、またいろんな

課題が出てくると思っています。各市町村長と

か、いろいろな林業関係の団体の長の方とも、

この宮崎モデルの話をするときに申し上げてい

るのは、これが完璧な形ではない、まずは何か

やってみなければいけない、皆さんのいろんな

知恵を合わせたのがこの形なので、まずはこれ

にみんなで一生懸命取り組みましょうと。その

間、当然課題が出てくる。それを少しずつ潰し

ていって、よりいい形にしていきましょうとい

うことを申し上げております。
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それと、途中で予算の話も出てきましたけれ

ども、予算というのは、つく、つかないという

のがあったり、県の財政状況によってもいろい

ろな状況があり得ます。地域再造林推進ネット

ワークが一番肝だと申し上げましたが、こうい

う仕組みがしっかり残っていくことがとても大

事だと思っています。この仕組みがしっかり定

着するために、この３年間、一定程度の予算を

かけて取組を進めていくというのがメインだと

思っていますので、この部分を森林組合や市町

村関係者と一緒にしっかり取り組んでいきたい

と思っています。

市町村や森林組合から、今後様々な御指摘を

いただきながら、ブラッシュアップできたらい

いなと思っていますし、また、この宮崎モデル

の進捗状況につきましては、常任委員会でもそ

の都度しっかりと説明をさせていただきたいと

思っていますので、様々な御指摘、御提言いた

だければありがたいと思っております。

職員一同、しっかり取り組んでまいりますの

で、見守っていただければと思います。よろし

くお願いいたします。

そのほか、何もありませんか。○安田委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって環境森○安田委員長

林部を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後３時27分休憩

午後３時32分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

明日の委員会は10時再開とし、農政水産部の

審査を行うことといたします。

そのほかで何かございませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、以上をもち○安田委員長

まして本日の委員会を終了いたします。

午後３時32分散会



- 55 -

令和６年３月７日（木曜日）

午前９時55分再開

出席委員（８人）

安 田 厚 生委 員 長

松 本 哲 也副 委 員 長

丸 山 裕次郎委 員

野 﨑 幸 士委 員

日 髙 利 夫委 員

本 田 利 弘委 員

今 村 光 雄委 員

黒 岩 保 雄委 員

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

農政水産部次長
長谷川 武

（ 総 括 ）

農政水産部次長
日 髙 義 幸

（ 技 術 担 当 ）

畜 産 局 長 河 野 明 彦

農 村 振 興 局 長 小 野 正 寛

水 産 局 長 鈴 木 信 一

農 政 企 画 課 長 原 田 大 志

中山間農業振興室長 梶 原 正太郎

農業流通ブランド課長 大 田 直

農業普及技術課長 蛯 原 智 子

農 産 園 芸 課 長 黒 木 正 理

畜 産 振 興 課 長 水 野 和 幸

家畜防疫対策課長 坂 元 和 樹

農 村 計 画 課 長 鳥 浦 茂

農 村 整 備 課 長 城ヶ﨑 浩 一

馬 場 勝担い手農地対策課長

水 産 政 策 課 長 大 村 英 二

漁 業 管 理 課 長 赤 嶺 そのみ

漁港漁場整備室長 小 野 勘 治

工 事 検 査 監 内 田 豊 光

総合農業試験場長 東 洋一郎

畜 産 試 験 場 長 林 田 宏 昭

県立農業大学校長 松 田 義 信

水 産 試 験 場 長 西 府 稔 也

事務局職員出席者

議事課主任主事 飯 田 貴 久

総務課主任主事 森 口 浩 司

委員会を再開いたします。○安田委員長

本日の委員会に２名の傍聴の申出がありまし

たので、これを認めることといたします。

。 、傍聴される方にお願いいたします 傍聴人は

受付の際にお渡しいたしました傍聴人の守るべ

き事項にありますとおり、声を出したり拍手を

したりすることはできません。当委員会の審査

、 。を円滑に進めるため 静かに傍聴してください

また、傍聴人に関する指示には速やかに従って

いただきますようお願いいたします。

それでは、委員会に付託されました議案等に

ついて、部長の概要説明を求めます。

。○久保農政水産部長 農政水産部でございます

説明に入ります前に、まずお礼を申し上げま

す。３月２日に挙行いたしました令和５年度県

立農業大学卒業式には、安田委員長に大変お忙

しい中、御出席いただきました。誠にありがと

うございます。卒業生49名が卒業したわけです

が、この49名が、今後、本県農業の発展をリー

ドする人材として活躍していただくことを期待

令和６年３月７日(木)
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しております。

それでは、本日、当委員会に御審議をお願い

しております議案等について、座って説明させ

ていただきます。

環境農林水産常任委員会資料３ページの目次

を御覧ください。

本日は、Ⅰの予算議案２件、Ⅱの特別議案３

件について御審議をお願いいたします。

４ページを御覧ください。Ⅰの予算議案につ

いてです。

まず、令和６年度農政水産部予算（案）の基

本的な考え方についてであります。

令和６年度当初予算案は （１）の農水産業の、

現状等にありますとおり、食料安全保障の強化

が課題として顕在化していることや、物価高騰

の長期化等による生産者の経営への甚大な影響

を踏まえ （２）の①のとおり、農業と水産業そ、

れぞれの長期計画の着実な推進に加え、②の農

水産業の生産性と持続性の両立によりさらなる

成長を実現する「グリーン成長プロジェクト」

の本格展開、③の生産者の経営体質の強化に資

する施策を重視し、食料安全保障の確保を支え

る食料供給県として、将来にわたって、その役

割を果たすための予算として編成したところで

あります。

５ページを御覧ください。

ここでは、農業、水産業それぞれの長期計画

の施策の体系に沿って、新年度予算案における

重点的な取組を整理しております。

（１）の第八次宮崎県農業・農村振興長期計

画では、①～③の３つの視点から各種施策を展

開することとしております。

①の「 農の魅力を生み出す”人材の育成と支“

援体制の構築」の施策として、新規就農者の確

保・育成はもとより、外国人やダブルワークな

、どの多様な雇用人材の確保を推進するとともに

経営資源の円滑な承継に向け取り組んでまいり

ます。

次の②の「 農の魅力を届ける”みやざきアグ“

リフードチェーンの実現」では、生産技術の普

及・高度化や効率的な輸送体制づくり、食資源

の高付加価値化など、生産・流通・販売が一体

となって、賢く稼げる農業のスマート化の取組

を推進してまいります。

③の「 農の魅力を支える”力強い農業・農村“

の実現」では、持続的な農山村づくりに加え、

農業セーフティネットの推進、家畜防疫や植物

防疫への対応、地域資源を活用した資源循環型

農業の展開など、常在化する様々なリスクに対

応した新防災の取組を推進してまいります。

次に （２）の第六次宮崎県水産業・漁村振興、

長期計画では、①～④の４つの視点から各種施

策を展開することとしております。

①の「人口減少社会に対応した生産環境の創

出」として、新規就業者への支援や、操業の効

率化等の漁業のスマート化を推進してまいりま

す。

「 」次の②の 成長をつかむ高収益化と流通改革

では 高収益型漁業への転換や輸出バリューチェ、

ーンの構築等を推進してまいります。

③の「水産資源の最適な利用管理と環境保全

への対応」では、ブルーカーボンの創出や漁場

の生産性向上のため、水産資源の適切な管理に

加え、資源回復や漁場の管理保全をなお一層推

進してまいります。

④の「成長産業化を支える漁村の基盤強化」

では、漁港の津波・地震対策の強化や安全操業

支援等を推進してまいります。
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次の６～７ページに、それぞれの長期計画の

施策の体系に沿って、新年度予算案における主

な事業を整理しておりますので、後ほど御覧く

ださい。

また、新年度予算案における新規・重点事業

の内容については、後ほど担当課長から説明さ

せていただきます。

８ページを御覧ください。

令和６年度の農政水産部の当初予算案は、一

般会計と特別会計を合わせた全体で、表の令和

６年度当初予算額の一番上にありますとおり、

全体で428億6,419万2,000円をお願いしておりま

す。

このうち、一般会計は、そのすぐ下にありま

すとおり426億2,828万9,000円、特別会計は、表

の下から２行目の２億3,590万3,000円でありま

す。

９ページを御覧ください。

債務負担行為について、次の10ページまでの

一覧表にあります事項について、追加をお願い

するものであります。

部長の概要説明が終了いたしま○安田委員長

した。

これより２班に分けて議案の審査を行い、最

。後に総括質疑の時間を設けることといたします

なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、あわせて、決算に

おける指摘要望事項についても説明をお願いい

たします。

それでは、議案について説明を求めます。

なお、委員の質疑は、説明が全て終了した後

にお願いいたします。

常任委員会資料の11ペー○原田農政企画課長

ジを御覧ください。

「グリーン成長プロジェクト」について御説

明をいたします。

11～12ページにあります全体概要につきまし

ては、昨日の常任委員会で環境森林部から説明

いたしましたので、私からは農水産業分野に関

して御説明をいたします。

13ページを御覧ください。

「グリーン成長プロジェクト」として、農水

産業分野におきましては、Ｇ７農業大臣会合で

の宮崎アクションの具現化に向け、３つの視点

に沿って、海外資源への過度な依存からの転換

を図り、持続性と生産性の両立による本県農水

産業のさらなる発展、グリーン成長を目指して

いきます。

まず、①の持続性の高い農水産業への転換で

は、地域資源の有効活用やブルーカーボンの創

出など、海外資源に過度に依存せず、環境にも

優しい持続性の高い農水産業への転換を図り、

令和８年度までに粗飼料自給率を12ポイント増

の100％とするほか、施設園芸における化石燃料

使用量の減少や化学肥料の使用量の減少、漁港

での造成藻場面積の増加などを目指します。

次に、②の新たなイノベーション等による生

産性の向上では、今後も担い手が減少していく

ことが見込まれる中で、本県農水産業の生産力

を持続的に維持向上させていくため、新しい技

術やアイデアなどによる生産性の向上に取り組

み、令和８年度までにピーマン自動収穫ロボッ

トの現場実装や産地での環境・生育等データの

共有・活用、海況情報アプリ等で効率的な操業

の現場実装などを目指します。

次に、③の両立を支える担い手の確保では、

多様な人材の確保に向けた環境づくりなどに取

り組みます。これらの取組を通じて、より生産
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、 、力が高く 強靭で持続可能な宮崎農業を実現し

農業及び水産業の長期計画の目標である令和12

年の農業産出額3,742億円、漁業・養殖業産出

額435億円を達成していきたいと考えておりま

す。

14ページを御覧ください。

プロジェクトの取組を進めるための主な施策

を掲載しております。有機農業の拡大やデジタ

ル技術の活用など、持続性・生産性の向上に資

する既定事業をはじめ、令和６年度予算として

要求している新規・改善事業も組み合わせなが

。らプロジェクトを機動的に推進してまいります

次に、令和６年度当初歳出予算について説明

いたします。

15ページを御覧ください。

当課の予算額は、一般会計のみで26億8,941

万5,000円をお願いしております。

16ページを御覧ください。

主な内容について御説明いたします。

なお、説明に当たりましては、左から３番目

の「事項名」の欄に掲げる事項を用いて説明さ

せていただきます。また、事項の詳細を説明す

る場合は、１番右の「説明及び事業名」の欄で

説明をいたしますが、この欄の呼び方につきま

しては 「説明欄」と短く省略させていただきま、

す。この後の各課におきましても、同様の説明

とさせていただきます。

それでは、主な内容につきまして御説明をい

たします。

中ほどの（事項）新農業振興推進費の説明欄

３、新規事業「農業カーボンクレジット認証ス

タートアップ事業」につきましては、後ほど御

説明いたします。

その下の（事項）中山間地域活性化推進費の

説明欄の５、新規事業「中山間地域農業・農村

デジタルサポート事業」の1,049万円です。

中山間地域におきましては、日本型直接支払

制度に係る事務負担が大きいことから、本事業

では、県が地域の事務負担を軽減するシステム

の導入を支援し、現在、紙を用いて行われてい

る事務処理を、デジタルで効率化することによ

り、農業生産活動に注力できる環境整備を図る

ものです。

17ページを御覧ください。

（ ） 、事項 鳥獣被害防止対策事業費の説明欄１

「鳥獣に打ち勝つ魅力あふれる農山村づくり事

業」の７億3,249万円です。

本事業は、鳥獣による農林作物被害を軽減す

るため、集落の実態に応じた総合的な対策を支

援するとともに、捕獲鳥獣をジビエとして利活

用し、新たな所得や雇用創出による地域振興を

図るものです。

続きまして、説明欄３、新規事業「ＩＣＴを

活用した総合的鳥獣被害対策実現事業」につき

ましては、後ほど御説明をいたします。

18ページを御覧ください。

新規事業「農業カーボンクレジット認証スタ

ートアップ事業」でございます。予算額は686

万8,000円です。

この事業は、事業の目的にありますとおり、

農業分野でＪ―クレジット制度の認証取得を促

進するため、クレジット創出による効果検証等

を踏まえた上で、温室効果ガス削減プロジェク

トの登録からクレジット認証まで、モデル的に

実施するものです。事業の内容につきまして

は、19ページを御覧ください。

Ｊ―クレジット制度は、中段のＪ―クレジッ

ト制度の流れの図にありますとおり、その活用
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には、プロジェクトの登録とモニタリングの２

つのステップがあります。

まず、最初のステップであるプロジェクトの

登録では、温室効果ガスの削減のため、どのよ

うな手段で実施するのかを記載したプロジェク

ト計画を作成し、それが実現性や実行性のある

計画かどうか、審査機関の審査を受けた上で正

式にプロジェクトが登録されます。

プロジェクトが登録された後は、次のステッ

プとして、プロジェクト計画に基づいた削減活

動を行い、その活動を計測した結果に基づき、

、削減量を算定してモニタリング報告書を作成し

それが計画に沿って適切に行われているか、算

定が適切か、審査機関の検証を受けた上で、削

減量に応じたクレジットが認証される仕組みと

なっております。

Ｊ―クレジットは、生産者にとっても、また

脱炭素社会の実現にとってもメリットのある制

度ですけれども、課題の①、②に掲げていると

おり クレジット収益など生産者にとってメリッ、

トがよく分からなかったり、モニタリングが労

力的に大変なのではないかといった不安などの

課題があり、本県では、Ｊ―クレジットについ

て農業分野での取組がまだ１件もない現状にご

ざいます。

このため、本事業では、農業分野でのＪ―ク

レジット導入を促進するため、制度の活用が有

望である施設園芸におけるヒートポンプ式加温

器の導入をモデルとして、複数の生産者が共同

で取り組むプログラム型のプロジェクトを目指

し、１年目の対策①にありますとおり、その取

組でどの程度のクレジットを創出できるか、収

入等のシミュレーションなどクレジット収益の

見える化を行うとともに、対策②にありますと

おり、モニタリングを行う際の労力負担の分析

と農家のメリットを最大限にするためのＩＣＴ

等を活用した効率的なモニタリング手法を検討

し、２年目以降は、それらの検討を基に、モデ

ル産地において実際にプロジェクトの登録から

モニタリング、クレジット認証までを総合的に

支援いたします。

また、構築したモデルの実施体制やモニタリ

ング手法等をマニュアル化するとともに、各地

域で研修等を行うことにより、県内での取組の

拡大を図ります。これにより、本県農業におけ

る環境負荷軽減活動の収益化を実現したいと考

えております。

事業期間は、令和８年度までの３年間を予定

しております。

20ページを御覧ください。

新規事業「ＩＣＴを活用した総合的鳥獣被害

対策実現事業」です。予算額は4,500万円です。

この事業は、事業の目的にありますとおり、

鳥獣被害を軽減するためＩＣＴ機器を活用し、

効率的かつ総合的な鳥獣被害対策を広域で実施

するものです。

21ページを御覧ください。

①の事業では、捕獲通知システムを導入し、

捕獲者のわなの見回り作業の負担軽減を図りま

す。

現在、鳥獣被害対策として、鹿・イノシシ等

の捕獲を行っておりますが、わなの見回りに多

大な労力を要しております。

そこで、捕獲者が遠隔で捕獲情報を把握でき

るようにすることで、わなの見回り作業の負担

軽減を図り、効率的な捕獲を実現いたします。

また、捕獲情報をジビエ処理加工施設にも共

有することで、施設側からの捕獲個体の回収が
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可能になり、積極的なジビエ受入れが実現でき

ます。

②の事業では、電気柵の稼働状況を遠隔で確

認できる電気柵モニタリングシステムの広域的

な導入を支援し、電気柵の点検作業の負担軽減

を図ります。

これまで、電気柵は設置しているものの、柵

の点検・管理が行き届かず、漏電等により電気

柵の効果が発揮できていない事例が多く見受け

られました。

そこで、電気柵モニタリングシステムの広域

的な導入を支援し、電気柵の稼働状況を遠隔で

確認・共有し、地域ぐるみでの対策ができるよ

うにすることで、人手不足であっても鳥獣に負

けない集落を実現いたします。

事業期間は、令和６年度限りを予定しており

ます。

22ページを御覧ください。

最後に、決算特別委員会の指摘要望事項に係

る対応状況について説明いたします。

「農産物の価格転嫁について、さらに消費者

、 、の理解が深まるよう 国の動向を注視しながら

引き続き啓発を行うこと」という指摘要望事項

がありました。

農産物は流通構造上、コスト上昇を価格に転

嫁しづらく、農家経営が大変厳しい状況にある

と認識しております。

現在、国において適正な価格形成の仕組みが

検討されており、県としてはその議論を注視し

ながら、国に対して「みやざきの提案・要望」

や食料・農業・農村基本法改正に係る意見照会

など、様々な機会を捉えて現場の実情を伝え、

農家が安心して経営を継続できる仕組みの創設

を要望したところでございます。

農産物の価格転嫁に対する消費者の理解促進

につきましては 県農政水産部ホームページ ひ、 「

なたＭＡＦｉＮ」やＳＮＳを活用して、理解促

進のための動画配信等に取り組んでおります。

また、県では、農畜産物の商物流上の課題を

関係者で共有し、解決に向けて連携するための

県独自の取組として、令和３年度から「みやざ

」 、きアグリフードチェーン司令塔会議 を設立し

生産者や農業団体にも参画していただき、議論

を深めているところです。

引き続き、生産現場の切実な声をしっかり届

け、持続可能な農業の実現に取り組んでまいり

ます。

資料の24ページ○大田農業流通ブランド課長

を御覧ください。

当課の予算額は、一般会計のみで４億6,163

万7,000円をお願いしております。

主な内容について説明いたします。

25ページを御覧ください。

３番目の（事項）新農業振興推進費の説明欄

３ 「みやざき農畜水産物の架け橋構築事業」、

の3,805万5,000円でございます。

、県産農畜産物が一堂に会する物産イベントや

県内及び大都市圏においてヘベスや日向夏など

の青果物の旬を発信するイベントの開催など、

県産農畜水産物の認知度及び購入意欲の向上に

向けた取組を支援するものでございます。

次に、その２つ下 （事項）農産物流通体制確、

立対策費の説明欄５、改善事業「みやざき輸出

産地ステップアップ支援事業」4,052万5,000円

でございます。

輸出に取り組む生産者や事業者等の連携を促

進し、輸出に対応する新たな産地づくりを支援

いたしますとともに、全国の輸出促進団体や県
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香港事務所と連携した販売促進や認知度向上の

取組を強化するものであります。

次の説明欄６、改善事業「持続的な農の物流

構築事業」につきましては、後ほど御説明いた

します。

最後の（事項）構造政策推進対策費の説明欄

１、改善事業「地域資源高付加価値化ビジネス

総合支援事業」5,188万3,000円でございます。

６次産業化など、地域資源の高付加価値化に

意欲的に取り組む事業者や地域を、取組初期か

ら経営改善までを総合的に支援するものでござ

います。

26ページを御覧ください。

改善事業「持続的な農の物流構築事業」につ

いてであります。

予算額は1,524万6,000円で、事業の目的にあ

りますとおり、長距離トラックドライバーの不

足に加え、働き方改革により時間外労働の上限

規制が本年４月から適用される、いわゆる物流

の2024年問題や、カーボンニュートラルへの対

応が求められる中、大消費地への農産物の安定

供給を確保するため、持続可能で効率的な輸送

体制の構築を図ることとしております。

具体的な内容について、27ページを御覧くだ

さい。

左側の①農の物流革新推進事業では、農業団

体やトラック協会、カーフェリー事業者等で構

成する「みやざき農の物流ＤＸ推進協議会」が

中心となり、地域内の物流改革に向け、県やＪ

Ａ、物流事業者等で構成する地域物流チームを

設置し、中長期の物流計画の策定を支援すると

ともに、民間の物流コンサルタントを招聘し、

研修等を通した地域内での人材育成に取り組ん

でまいります。

次に、右側の②農の物流改革補助金では、赤

の①にありますように、地域の農産物の集約に

必要な横持ち運賃やパレットのレンタル経費の

、 、一部を助成するとともに ②にありますように

新たに船舶や鉄道へのモーダルシフトに取り組

む荷主に対して、トラックのチャーター経費や

ＪＲコンテナの使用料等を助成いたします。

また、③の物流の効率化に資する省力機器等

の整備では、電動フォークリフトやパレタイザ

ー、予冷庫の導入を支援いたします。

事業期間は、令和８年度までの３年間を予定

しております。

資料28ページを御覧○蛯原農業普及技術課長

ください。

当課の予算額は、一般会計のみで38億2,472

万7,000円をお願いしております。

、 。それでは 主な内容について説明いたします

29ページを御覧ください。

上から２番目の（事項）農業情報・技術対策

費の説明欄４、新規事業「Ｇ７宮崎発ピーマン

自動収穫技術活用事業」につきましては、後ほ

ど説明いたします。

最後の（事項）農業金融対策費、５億457

万2,000円です。

これは、農業者制度資金の借入れに対する利

子補給等に要する経費であり、令和６年度も引

き続き農業者の資金繰りを支援するため、資金

調達の円滑化を図ってまいります。

30ページを御覧ください。

中ほど下の（事項）農産物高品位生産指導対

策費、9,459万6,000円です。

これは、国の「みどりの食料システム戦略」

に対応した環境に優しい農業を推進するため、

地域ぐるみで行う有機農業の取組や有機農業の
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拡大に向け、有機ＪＡＳ転換期間中の掛かり増

し経費や、有機農産物のマッチング支援などに

取り組むものであります。

32ページを御覧ください。

新規事業「Ｇ７宮崎発ピーマン自動収穫技術

活用事業 でございます 予算額は2,399万7,000」 。

円です。

本事業は、事業の目的にありますとおり、昨

年開催されましたＧ７宮崎農業大臣会合で採択

された宮崎アクションの実現に向け、革新的な

技術の導入により、本県の主力品目であるピー

マンの自動収穫技術に対応した栽培体系を確立

し、持続可能な農業の基盤を築くことを目的と

するものです。

事業の実施に当たっては、事業の概要の右図

にありますように、農業者や収穫ロボットの開

発企業、県等からなるコンソーシアムを構築し

て取組を進めることとしております。

具体的な内容について、33ページを御覧くだ

さい。

上段にありますとおり、管理方法などが異な

る農家のハウスに収穫ロボットを導入し、葉や

枝の混み具合や収穫のタイミングが収穫効率に

与える影響等について検証し、ロボットに適し

た管理方法を検討してまいります。

また、下段にありますイラストのように、総

合農業試験場で自動収穫に適した仕立て方を検

討していくこととしております。

事業期間は、令和７年度までの２年間を予定

しております。

続きまして、債務負担行為について説明いた

します。

９ページを御覧ください。

当課からは３件お願いしております。

一番上の農業普及技術課の欄にありますとお

り、これらの事項につきましては、農業制度資

金の融資に対する２年目以降に必要な利子補給

、 。について 期間及び限度額を設定するものです

資料34ページを御覧くだ○黒木農産園芸課長

さい。

当課の予算額は、一般会計のみで18億5,991万

円をお願いしております。

主な内容について御説明いたします。

35ページを御覧ください。

上から３つ目の（事項）強い産地づくり対策

事業費の説明欄の１ 「宮崎の農業「強い産地づ、

くり」対策事業」９億7,292万6,000円でござい

ます。

これは、農産物の高付加価値化や産地の収益

力向上、生産基盤の強化を図るため、園芸ハウ

スや集出荷貯蔵施設の整備、農業機械のリース

導入などの取組を支援するものです。

３つ下の（事項）主要農作物生産対策事業費

の説明欄の３、新規事業「高性能スマート機械

導入モデル経営体支援事業」につきましては、

後ほど説明いたします。

36ページを御覧ください。

上から２つ目の（事項）バイオテクノロジー

種苗増殖総合対策事業費の説明欄１ 「持続可能、

な産地を支える優良種苗安定供給事業」960万円

でございます。

これは、付加価値の高い種苗を産地へ安定的

に供給するとともに、変異苗の発生リスクへの

対応や省力化品種の導入を図ることで、持続可

能な農業経営体への転換を実現するものです。

３つ下の（事項）スマート農業産地づくり事

業費の説明欄２、新規事業「スマート＆グリー

ンで目指す耕種農業産出額ＵＰ事業」につきま
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しては、後ほど説明いたします。

次に、説明欄の３、新規事業「みやざきデー

タ駆動型農業実践・展開支援事業 1,653万4,000」

円でございます。

これは、令和４年度に設備いたしました、ハ

ウス内の環境や生育・収量などのデータを収集

・蓄積・提供するデータ共有基盤について、産

地において効果的に活用するための取組を支援

するものです。

（ ） 、一番下の 事項 食糧管理対策費の説明欄１

新規事業 県産米利用拡大支援事業 216万3,000「 」

円でございます。

これは、飲食店や宿泊施設等の県内需要者に

よる県産米の利用定着や、米粉商品の開発・販

売促進など、県産米の消費拡大に向けた取組を

支援するものです。

続きまして、38ページを御覧ください。

新規事業「高性能スマート機械導入モデル経

営体支援事業」でございます。予算額は4,000万

円です。

本事業の目的は、土地利用型経営体や農作業

受託組織などに対しまして、さらなる作業の効

率化と人材の確保を進めるため、自動化などの

高性能なスマート機械の導入を支援するもので

す。

具体的には、39ページを御覧ください。

おおむね20ヘクタール以上の土地利用型経営

体などを対象に、写真にございますように、自

動運転が可能なトラクターや田植機、収穫機の

ほか、農地の正確な均平作業が可能なレーザー

レベラーなど、近年の技術開発の発展により、

これまで以上に高い性能を持ったスマート機械

の導入を支援します。

これにより、作業のさらなる効率化・省力化

と、未経験者も含めたオペレーターの確保を図

るとともに、合筆などによる圃場面積の拡大を

進め、作業の効率化と人材の確保による地域農

業の発展・維持を目指します。

事業期間は、令和６年度限りを予定しており

ます。

40ページを御覧ください。

新規事業「スマート＆グリーンで目指す耕種

農業産出額ＵＰ事業」でございます。予算額

は1,802万3,000円です。

本事業の目的は、耕種部門の産出額100億円

「 」、 、アップを目指す ＳＳＲ運動 これは施設園芸

、 、水田農業 路地園芸の頭文字から取ったもので

近年減少傾向にある耕種部門の産出額を産地総

ぐるみの対策によって向上させることを目指し

、 、 、ており 本事業では この目標を達成するため

品目・対象を絞った緊急対策と、スマート化と

グリーン化、すなわち、農業の生産性向上と持

続可能性が両立する産地づくりに取り組むもの

です。

具体的には、41ページを御覧ください。

上段の「産出額ＵＰ緊急対策事業」は、10ア

ール当たりの収穫量であります反収のアップが

確実な施設等の整備や栽培環境の改善を支援す

るもので、例えば、施設園芸においては、光合

成能力を高めるＣＯ 発生装置の導入や、露地２

野菜においては、労力不足等により実施困難と

なった排水や土づくり対策を機械作業の委託に

よって促進します。

下段の「スマート＆グリーン産地育成事業」

では、スマートとグリーン技術を実装する産地

づくりに必要な調査・実証活動を支援するもの

で、左下のフロー図のように、産地が県や民間

企業等と協力しまして、産地化の目標や規模、
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経費、工程などを明確にした上で、最終的には

国庫事業の活用も見据えた新たな産地づくりを

進めます。例えば、施設園芸の環境制御技術と

養液栽培による環境保全技術を駆使したハウス

団地や、加工・業務野菜のスマート農業技術体

系と有機商品の開発による付加価値の高い契約

産地づくりなどを整備します。

事業期間は、令和８年度までの３年間を予定

しております。

資料42ページを御覧くだ○水野畜産振興課長

さい。

当課の予算額は、一般会計のみで78億4,226

万4,000円をお願いしております。

主な内容につきまして御説明いたします。

43ページを御覧ください。

５番目の（事項）畜産振興対策事業費の説明

欄の６、新規事業「みやざきの畜産経営サポー

ト事業」4,476万4,000円は、畜産農家の負担軽

減のため、畜産ヘルパー組織の創設に向けた研

修会や、利用推進のためのヘルパー利用経費な

どの一部助成を行いますとともに、宮崎県畜産

協会における情報のデータベース化や、コンサ

ルタントによる畜産農家の経営改善指導を実施

するものでございます。

次の（事項）畜産団地整備育成事業費の説明

欄の１ 「畜産競争力強化整備事業 、いわゆる、 」

「畜産クラスター事業」の48億円は、地域の中

心的な畜産経営体が、収益性の向上等生産基盤

の強化を図るために必要な畜舎等の施設整備を

支援するものでございます。

次の（事項）肉用牛改良対策費につきまして

は、44ページを御覧ください。

説明欄の５、新規事業「第13回全国和牛能力

共進会対策事業」につきましては、後ほど説明

いたします。

その２つ下の（事項）酪農振興対策費の説明

欄の３、改善事業「みやざきの酪農経営持続化

支援事業」1,578万4,000円は、酪農経営の生産

性向上に係る取組や分業化による育成牛の確保

などを支援しますとともに、令和７年に北海道

で開催されます「第16回全日本ホルスタイン共

」 。進会 に向けた取組を進めるものでございます

次に、２つ下の（事項）養鶏振興対策費の説

明欄の１、新規事業「みやざきの中小家畜生産

スマート化事業」500万円は、家畜の個体管理を

データ化するシステムや畜舎環境のモニタリン

グ機器など、農場における省力化、生産性向上

に資するスマート機器の導入を支援するもので

ございます。

説明欄の２、新規事業「みやざきの養鶏産業

支援事業」2,453万8,000円につきましては、み

、やざき地頭鶏の規模拡大のため鶏舎の補改修や

養鶏農場の暑熱対策に必要な資材導入の支援を

行いますとともに、みやざき地頭鶏の販売促進

活動や加工品の開発支援 さらには マーケティ、 、

ング調査等を行うことによりまして、養鶏産業

の生産基盤の強化、販路の拡大を支援するもの

でございます。

次に、同じページの下から２つ目の（事項）

畜産物価格安定対策事業費の説明欄の２ 「肉豚、

経営安定対策事業」２億4,612万円は、国のセー

フティネットであります肉豚経営安定交付金制

度、いわゆる豚マルキンに係ります生産者積立

金の一部を支援するものでございます。

次の（事項）飼料対策費の説明欄の２、新規

事業「粗飼料自給率100％「宮崎アクション」実

践事業」につきましては、後ほど説明いたしま

す。
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45ページの一番上を御覧ください。

説明欄の３、新規事業「みやざきの畜産飼料

生産スマート化事業」2,168万2,000円は、デジ

タル技術を活用し、飼料生産の省力化を図るた

めのロボットトラクター等の導入支援と合わせ

まして、畜産試験場における省力化機械の技術

指導を強化することで飼料自給率の向上を目指

すものでございます。

46ページを御覧ください。

新規事業「第13回全国和牛能力共進会対策事

業」です。予算額は1,200万円です。

第13回全国和牛能力共進会が令和９年８月に

北海道で開催されます。

これまでの大会と同様に、出品牛の月齢の要

件等を考えますと、開催年度の３年前から出品

に向けた準備を進める必要がありますので、事

業の概要の（１）事業内容にありますとおり、

出品対策費としまして、交配する雌牛の調査や

指定交配の推進などを行いますとともに、企画

、 、推進費としまして 母牛の育種価の算出のほか

出品対策会議や委員会、調査・指導活動を進め

るものでございます。

予算額1,200万円のうち、県の推進事務費を除

きます1,100万円を、第13回全国和牛能力共進会

宮崎県推進協議会に補助しまして、生産農家や

関係団体等が一丸となりました「チーム宮崎」

として取組を進めてまいります。

事業期間は、令和９年度までの４年間を予定

しております。

48ページを御覧ください。

新規事業「粗飼料自給率100％「宮崎アクショ

ン」実践事業」です。予算額は5,756万円です。

本事業は、事業の目的にありますとおり、Ｇ

７宮崎農業大臣会合で採択されました「宮崎ア

クション」等を踏まえまして、粗飼料自給率100

％に向けた取組を加速化させ、国際情勢の影響

を受けにくい、持続可能な畜産経営の転換を進

めるものでございます。

事業の概要につきましては、次の49ページを

御覧ください。

下段の左手赤枠の①粗飼料生産・利用加速化

事業では、稲わらなどの地域資源の利用拡大の

ために、畜産・耕種農家等で構成されます地域

コンソーシアムに対しまして、コンサルタント

による指導や飼料等の生産・利用拡大に必要な

機械、施設の整備などの支援を行いますととも

に、耕種農家への円滑な堆肥の流通に向けた堆

肥マッチングサイトの充実を図ります。

また、その右手、中央青枠の②飼料生産組織

人材確保事業では、農家の飼料生産作業などを

請け負うコントラクター組織が、作業エリアを

拡大するために、多様な業種との連携を調整す

る取組を支援します。

さらに、その右手緑枠の③中山間地域放牧推

進事業では、飼料生産基盤の脆弱な中山間地域

での自給飼料確保に向けた放牧地の整備や、研

修会の開催などを支援します。

これらの取組を通じまして、粗飼料の生産・

供給体制を構築し、粗飼料実給率100％の達成を

目指してまいります。

事業期間は、令和８年度までの３年間を予定

しております。

続きまして、債務負担行為について御説明い

たします。

９ページを御覧ください。

当課からは３件をお願いしております。

、 、畜産振興課の欄にありますとおり １つ目は

令和６年度に金融機関が公益社団法人宮崎県農
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業振興公社に事業資金を融資したことによって

損害を受けた場合の損失補償について、２つ目

は、令和６年度における畜産特別資金融通事業

の利子補給について、３つ目は、令和６年度に

おける家畜疾病経営維持資金融通事業の利子補

給について、それぞれ期間及びその限度額を設

定するものでございます。

次に、50ページを御覧ください。

決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状

況としまして 「宮崎牛の販売促進について、国、

内はもとより世界に向けて「おいしさ日本一の

宮崎牛」を積極的にＰＲし、宮崎牛のさらなる

認知度向上や輸出量拡大を推進すること」につ

いてであります。

全国和牛能力共進会における４大会連続での

内閣総理大臣賞の獲得を契機としまして、国内

外に向けて「おいしさ日本一宮崎牛」を冠に積

極的にＰＲを行ってまいりました。

例えば、国内に向けましては、10月の東京食

肉市場まつりへの宮崎牛の協賛や11月のみやざ

き焼肉フェスタなど、多くの方に御来場いただ

き、宮崎牛の消費拡大に寄与できたものと考え

ております。

また、海外に向けましては、継続的なプロモ

ーション活動の成果としまして、過去最高を記

録した昨年度の輸出量1,153トン、これをさらに

伸ばしていくために、１月にはニューヨークで

のトップセールスとしてレセプションを開催し

たところ、来場者の関心も高く、宮崎牛の認知

度向上や輸出量の拡大に手応えを感じたところ

でございます。

引き続き、宮崎牛の認知度向上のために、様

々な機会を捉えてＰＲを行いますとともに、消

費者に向けた需要拡大対策として、消費拡大イ

ベント等も実施してまいります。

また、海外向けの販路拡大につきましても、

台湾、アメリカ、香港などの最重要市場を対象

に、関係団体と一体となったプロモーション活

動を継続して行いますとともに、ハラール対応

施設の完成を受けまして、新たにイスラム圏へ

の輸出にも取り組んでまいります。

今後とも、このような取組を通じまして、宮

崎牛のさらなる認知度向上や輸出拡大に努めて

まいります。

資料52ページを御覧○坂元家畜防疫対策課長

ください。

当課の予算額は、一般会計のみで、10億1,252

万5,000円をお願いしております。

主な内容について御説明いたします。

53ページを御覧ください。

（ ） 、１番目の 事項 家畜防疫対策費の説明欄３

「家畜防疫体制整備事業」６億5,533万7,000円

でございます。

本事業により、県内で万が一、高病原性鳥イ

ンフルエンザや豚熱が発生した場合、迅速な初

動防疫を行うとともに、県内の養豚農場におけ

る予防的豚熱ワクチン接種を行うこととしてお

ります。

次に、４の改善事業「 ４本柱」で支えるひな「

た家畜防疫体制事業」7,104万2,000円でござい

ます。

豚熱やアフリカ豚熱などの家畜伝染病の侵入

リスクに対応できるバイオセキュリティーレベ

、 、 、ルの高い防疫体制を維持するため 県 市町村

防疫協定締結団体等が一体となり、畜産経営の

「 」 、土台となる 防疫の４本柱 の対策に取り組み

県内における家畜伝染病の発生及び蔓延を防止

するものであります。
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次に、２つ下の（事項）家畜衛生技術指導事

業費の説明欄３、新規事業「ひなたの獣医師確

保修学資金給付事業」につきましては、後ほど

説明いたします。

説明欄４、新規事業「ひなたを支える獣医師

確保事業」1,632万3,000円については、上記の

修学資金給付事業と一体的に、県職員獣医師を

安定的に確保するため、獣医系大学へのリクル

ート活動の強化や、獣医師業務の効率化などに

取り組むものです。

54ページを御覧ください。

新規事業「ひなたの獣医師確保修学資金給付

事業」であります。予算額は1,715万円です。

本事業は、本県の家畜防疫レベルの高位平準

、 、化や 公衆衛生行政の立場から県民の食の安全

暮らしを支える業務を担います県職員獣医師を

中長期的に確保・育成していくために、本県職

員獣医師を目指す高校生と獣医系大学生に対し

て修学資金を給付するものです。

具体的には （１）の事業内容の①のとおり、、

今回新たに地域枠を設け、本制度を有する５つ

の大学を対象に、本県獣医師として入庁する意

思のある高校生のうち、県による選考試験と大

学の地域枠入試に合格した者に対し、入学準備

金を給付するとともに、修学資金を６年間給付

します。

また、②のとおり、獣医系大学生を対象とし

た一般枠につきましても、給付期間を現状の３

年間から最大６年間に拡充し、在学中の金銭的

負担を軽減することで、より確実に人材を確保

することを見込んでおります。事業期間は令和

８年度までの３年間としております。

説明は以上であります。

執行部の説明が終了いたしまし○安田委員長

た。

議案についての質疑はありませんか。

資料20ページの「ＩＣＴを活用し○日髙委員

た総合的鳥獣被害対策実現事業」について、昨

日の環境森林部の審査でもあったんですが、例

えば鳥獣の被害額が環境森林部のほうでは、令

和４年度３億7,300万という数字が出ています

が、農政水産部のほうも同じと考えてもよろし

いですよね。

鳥獣による被害額○梶原中山間農業振興室長

については、農林作物の被害額が３億7,000万余

りということになっております。このうち、農

作物につきましては３億円程度ということに

なってございます。

このＩＣＴの事業は、本県初とい○日髙委員

うことで、やっとこういうのが出てきたかなと

いう感がありますね。

田舎のほうに行って設置するだけでも大変だ

と思いますが、このＩＣＴ、ＤＸといった新技

術で、こういうのは何か処理できないかなとい

うのが今からどんどん出てくると思います。例

えばこの4,500万円は、事業内容の①と②に幾ら

ずつ振り分けられているのでしょうか。

予算額の内訳につ○梶原中山間農業振興室長

きましては （１）①の捕獲通知システム導入事、

業が1,500万円、②の電気柵モニタリングシステ

ム導入事業が3,000万円ということになってござ

います。

台数はそれぞれ何台ぐらいでしょ○日髙委員

うか。

①の捕獲通知シス○梶原中山間農業振興室長

テム導入事業につきましては、わなにつける子

機ベースで180台を予定しております。また②の

電気柵モニタリングシステム導入事業につきま
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しては、電気柵につける子機ベースで200台とい

うことになってございます。

①のほうは、県内唯一の国産ジビ○日髙委員

エ施設認証においてということですが、これは

もう実施場所が決まっているということなんで

すか。

国産ジビエ認証を○梶原中山間農業振興室長

取得している施設は現状、西米良村に１か所と

いうことになってございます。

１か所だけなんですね。今回は、○日髙委員

この西米良のジビエ認証施設における地域に事

業を導入するということですね。

導入するところに○梶原中山間農業振興室長

つきましては、国産ジビエ認証を取得している

地域の協議会になりまして、ジビエ認証を取っ

ている西米良村に持ち込まれる周辺地域も含み

ます。主には西米良村になるかと思いますけれ

ども、隣接する西都市や都農町などからもジビ

エの持込みがあると聞いてございますので、周

。辺市町村にも裨益する事業だと考えております

そうなると、この事業は、ジビエ○日髙委員

施設をカバーしながら周りもカバーするという

ような形になるということですね。この成果指

標の中の国産ジビエ認証施設の稼働率を44％か

ら60％にするということですが、現状の44％と

いうのはどういう意味合いでの数字なんでしょ

うか。当然県費や国費での補助事業で実施され

ていると思うんですが、ジビエ施設は、どれぐ

らいの事業費であって、従業員はどのぐらいお

られるのか。

そして、この44％という現状は、計画からす

るとどうなのか。まあこのぐらいだと思ってお

ればいいのか、それともちょっと想定外に低い

、 。のか いいとか悪いとかあれば教えてください

西米良村のジビエ○梶原中山間農業振興室長

処理加工施設につきましては、国庫事業の中山

間地域所得向上支援事業というもので整備をし

ております。総事業費が約6,367万円で、その内

訳が国庫が3,466万円余り、残りを西米良村が負

担しているということで、県費はないという状

況でございます。

44％の評価でございますけれども、この施設

は、年間の処理頭数が800頭ということになって

おります。この800頭というのは、国内のジビエ

処理加工施設でも上位１割に入るような非常に

大規模な処理能力を有しているというところで

ございますけれども、それに占める年間のジビ

エ処理加工の実績が358頭ということで、44％と

いうことになっております。

この358頭というのも、県内でもかなり上位の

処理頭数でございまして、非常に優良な施設だ

と考えております。

ジビエの処理頭数というものは、イノシシで

すとか鹿の持込みの頭数に依存するものですの

で、その処理頭数を引き上げるため、今回ＩＣ

Ｔを導入することで、より新鮮な質の高いジビ

エを多くの人に持ち込んでもらうというところ

で、事業を推進してまいりたいと考えておりま

す。

成果指標の鳥獣被害を令和８年度○日髙委員

に50％低減ということですが、現状が幾らでど

れぐらいになるということなんですか。

この成果指標の50○梶原中山間農業振興室長

％低減というものは、電気柵モニタリングシス

テムでの導入地域の鳥獣被害を50％低減すると

いうことを目標としてございまして、こちらに

つきましては、現状、電気柵のモニタリングシ

ステムを入れようと考えているのが、特に鳥獣
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被害が多い西臼杵地域となります。

西臼杵地域における鹿・イノシシの被害状況

が現状 面積ベースで19ヘクタール 金額で2,380、 、

万円余りということになっておりまして、この

うちの電気柵で囲っている場所の被害額を50％

低減したいと考えております。

単年度の事業になっていますけれ○日髙委員

ども、今回これがうまくいって、将来的にもっ

と拡大していくというような想定はありますで

しょうか。

それともう一点、ジビエの将来性はどうなん

でしょうか。７～８年前に日曜劇場でもジビエ

のドラマをやっており、相当前からそういう話

は出てきているけれども、将来的にどんどん前

向きでいけそうなのかどうか、その辺の将来展

望というのはどうなんでしょうか。

やはり集落が高齢○梶原中山間農業振興室長

化する中で、ＩＣＴの導入促進というものは必

ず進めていかなければならない分野だと考えて

おります。

今回この事業は、国庫のうち、デジタル田園

都市国家構想推進交付金を財源としておりまし

て、それがゆえに単年度での事業となっており

ます。もちろん通常の鳥獣交付金を活用したＩ

ＣＴ機器の導入も、上限額はございますけれど

も可能ですので、興味のある市町村や集落に対

して、このＩＣＴ機器の導入というものを、県

としては積極的に推進していきたいと思ってお

ります。

それから、ジビエの将来性でございますが、

国全体で見ましても、ジビエの需要というもの

は伸びておりまして、今後さらにジビエの消費

量、それから供給量というものを伸ばしていき

たいと考えております。

県といたしましても、今年度からアスリート

、フードとしての消費拡大を目指すということで

民間企業と連携しましたスポーツ合宿生向けの

ジビエメニューの提供ですとか、あるいはスポ

ーツ教室でのジビエの振る舞いも新たな試みと

してチャレンジしておりまして、引き続き、国

スポ・障スポ開催に向けまして、こういった方

向性でジビエの消費拡大を進めてまいりたいと

考えております。

ぜひこれをうまくやっていただい○日髙委員

、 、 、て 後々 県費でも事業に取り組んでもらって

推進していただきたいと思います。

ジビエの認証施設は、西米良○松本副委員長

村の一施設という御説明だったんですが、延岡

市で民間の方がやっている施設があったと思っ

たんですけれども、ああいったところはこの認

証施設になっていないのでしょうか。また、民

間の方が取り組まれたときには、どのようにな

るのかをお教えいただけないでしょうか。

国産ジビエ認証施○梶原中山間農業振興室長

設は、公営であろうと、民営であろうと取得可

能ということになっております。延岡市にも民

、営のジビエ処理加工施設がございますけれども

国産ジビエ認証を取得されるということであれ

ば、県としても鳥獣交付金等を活用しまして支

援することが可能となっています。

そのような民間の処理施設が○松本副委員長

県内にどれくらいあるのか把握されていらっ

。しゃいましたらお教えいただけないでしょうか

現在、県内にジビ○梶原中山間農業振興室長

エ処理加工施設は 36施設ございます。ただ、そ※

の民営・公営の内訳については現在手元に情報

がございません。

※73ページに訂正発言あり
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資料17ページの（事項）鳥獣被害○黒岩委員

防止対策事業費の１ 「鳥獣に打ち勝つ魅力あふ、

れる農山村づくり事業」の約７億3,000万につい

て、この内容的なものを少し教えていただける

とありがたいです。

「鳥獣に打ち勝つ○梶原中山間農業振興室長

魅力あふれる農山村づくり事業」でございます

けれども、大きく４つに事業の内容が分かれて

おります。

１つ目が鳥獣被害防止総合対策交付金関係、

これは地域が行う被害防止活動ですとか、ある

いは柵の設置、それから捕獲に関する支援でご

ざいます。こちらがおおよそ７億2,000万円とい

うことで大半を占めてございます。２つ目が、

鳥獣被害防止活動推進事業で、これは地図情報

システムで侵入柵の設置状況などをデジタル上

で見える化している事業でございます。３つ目

、 、が 鳥獣被害対策支援センター活動推進事業で

これは県の総合農業試験場に設置しております

鳥獣被害対策支援センターの活動に充てる費用

でございます。４つ目がジビエ利活用推進事業

で、これはジビエの解体ですとか調理研修、そ

れから県が行っております宮崎ジビエフェアの

開催に要する費用でございます。

先ほどのＩＣＴについて、ジビエ○黒岩委員

の処理まではいかないんですが、たしか市町村

でも独自にやっていらっしゃるところもあるん

じゃないかと思うんですけれども、そういった

ところについての県の支援というのはないんで

しょうか。

市町村が独自でＩ○梶原中山間農業振興室長

ＣＴ機器を取り入れるという場合であっても、

この鳥獣交付金を活用して導入することが可能

となっております。

現状でも、その捕獲の通知システムなどの機

器につきましては、例えば都城市や日之影町で

導入実績があると把握しております。

今回の西米良村での取組、ノウハ○黒岩委員

ウが１か所にとどまらずに、いろんな市町村に

横展開できるような取組にしていただきたいな

と思います。

19ページの農業カーボンクレジットについて

は、１年目の対策に、クレジット収益等の見え

る化とあるんですけれども、農家に説明する際

に、やはり金額的なものを言わないとなかなか

分かってこないんじゃないかと思うんですが、

モデル的にお示しできるものがあれば、説明い

ただきたいと思います。

この事業におきまして、○原田農政企画課長

モデルである施設園芸の産地として、ピーマン

農家の産地を想定しているんですけれども、１

戸当たり大体30アールで、20戸程度の想定をし

ております。

そこで、現在、重油による加温からヒートポ

、ンプ式のハイブリッド型に換えるということで

ＣＯ 削減量が600トンということで想定をして２

おります。

カーボンクレジットは１トン当たり、数千円

から１万円程度で取引をされていると聞いてお

ります そのクレジットのもともとの由来によっ。

て額が違うんですけれども、仮に今回3,000円と

想定すると、600トンだと約180万円、１農家30

アールとすれば、年間で３万円というような想

定をしているところです。

大体１農家３万円ということです○黒岩委員

かね。

ちょっと細かい計算にな○原田農政企画課長

りますけれども、１農家当たり30アールとする
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と、大体その30アールで、年間に30トンのＣＯ

の削減が可能と考えております。２

１トン当たり3,000円とした場合に年間で３万

円、クレジット認証の対象期間は、全部で８年

間分をクレジットに換えられるので、８年にす

ると３万円掛けて 24万円ということになりま※

す。

22ページの２段落目 「現在、国に○黒岩委員 、

おいて適正な価格形成の仕組みが検討されてお

り」というところなんですが、これについては

どういう価格形成の仕組みが検討されているの

かを教えてください。

適正な価格形成の検討に○原田農政企画課長

つきましては、農水省のほうが主催して、生産

・流通・販売の各分野の団体や有識者からなる

協議会をつくっておりまして、その中で議論さ

れているということをお聞きしております。

そのうち、品目別に適正な価格形成の仕組み

、づくりを議論するべきではないかということで

特にその流通経路が簡素で、コストが把握しや

すい牛乳、納豆、豆腐といったものから仕組み

づくりを検討するという方向で進んでいると思

います。

こちらのほうは、議論はまだ途中経過ではあ

りますけれども、生産・製造・流通・小売、い

ずれの段階でも利益が出ていない状況にあるだ

とか、価格上昇を伴わなければ将来的には供給

、自体が困難になるのではないかというふうな話

あと各段階のコストを示すことなく消費者の理

解を得ることが困難ではないかということで、

各関係者の合意の下でコストを作成するという

ことを想定した議論がされていると聞いており

ます。

Ｊ―クレジットのことについてお○丸山委員

伺いします。林業分野でもＪ―クレジットとい

う形で使っていますけれども、なかなか申請が

大変で、１申請するのに200万円ぐらいかかった

りとか、面積がめちゃくちゃ大きくないと無理

だとかということがありますが、農業分野はど

れぐらい費用がかかるのでしょうか。年３万円

を８年間もらえるのだけれども、本当にそれに

見合うのかどうか。

また、今回の予算で680万円ぐらい予算化され

ていますが、民間事業者に委託するというよう

な形で、農家が本当にもうかるシステムになる

のか、ある程度大きなロットじゃないと、Ｊ―

クレジットを買ってくれるところもないんじゃ

ないかと思っているので、その辺のことを少し

説明していただくとありがたいなと思っていま

す。

まず初めに、先ほど黒岩○原田農政企画課長

委員のほうにお答えしましたクレジットの額に

ついてですけれども、訂正させてください。10

アール当たり年間で３万円ということですの

で、30アールだと年間で９万円、農家１戸当た

り９万円の想定です。ですので 「８年間で72万、

円」ということで訂正をさせていただきます。

クレジットの認証に至るまでにかかる費用で

すけれども、やはり林業分野と同じように２回

の審査と検証について費用がかかってきます。

国が示している資料によりますと、それぞれ大

体50万円から100万円ぐらいはかかるというよう

、 、な話になっておりまして 委員御指摘のとおり

小さい経営体ではなかなか申請までいかないと

いうところです。

今回のこの事業につきましては、特に農業は

経営規模が小さいので、複数の経営体が１つに

※このページ右段に訂正発言あり
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まとまって、ある程度の規模感を出して、まと

めて申請をするという手続で、審査なり検証な

りが１回で済むという方法を取ろうと考えてお

ります。

先ほど20戸ぐらいの農家を想定し○丸山委員

ているという話をされましたけれども、それが

もう既に園芸地帯のところではまとまりつつ

あって、この事業を680万円ぐらいの予算を組ん

でするときに、１つの事業体にまとまって100万

円ぐらいかかったにしても、残りの500万円ぐら

いはどうなるのか、その辺の予算との関係が見

えないんですが、その辺をもう少し説明してく

ださい。

今回のこの事業につきま○原田農政企画課長

しては、県内の農業分野では、Ｊ―クレジット

がまだ１件もないということで、初めの一歩と

して、まずはクレジット認証までやってみよう

ということで事業化したものでございます。

モデルとしている産地が、最終的なクレジッ

ト認証に至るまでの最初の構想の段階の収支

だったり、実際にモニタリングの労力見込みの

シミュレーションからプロジェクトの登録、ク

レジット認証、取引までの総合的な支援を民間

企業に委託しようと考えております。

その審査費用なり検証費用については、この

委託料の中から支払われるということで、この

事業に関しては農家のほうの手出しがないと考

えております。

Ｊ―クレジット制度につきましては クレジッ、

トの創出や活用を支援する民間企業が複数社紹

介されておりまして、委託に関しましては、そ

ういった民間企業を公募により委託をしたいと

考えております。

令和８年に幾つのクレジットが宮○丸山委員

崎県内にできるのか、予定の数を教えてくださ

い。

先ほど申し上げましたと○原田農政企画課長

おり 今回のこの事業につきましては 想定で20、 、

戸の農家をまとめて申請をしたいと考えており

、 。ますので クレジットとしては１つになります

その１つの売却益というものが各農家に分配さ

れるというような想定をしております。

１クレジットで民間企業に700万円○丸山委員

近くの予算を委託するということですが、本当

に農家のための制度になっているのかというの

が若干見えません。何か無理やりグリーンプロ

ジェクトの中に入れ込んだような事業に思って

しまうんですが、本当に実現可能なんでしょう

か。

Ｊ―クレジット制度とい○原田農政企画課長

うのは、生産者と、あと脱炭素社会の推進とい

、 、うことで 両方にメリットがあるということで

国のほうで運営している制度でございます。

ただ、委員の御指摘のように、費用等が果た

してそれに見合うかどうかというところがござ

います。全体的な話としては、そういった側面

もあるかと思います。

ただ、今回、この制度を導入しようとしてい

るピーマン農家 施設園芸等の重油からヒー─

トポンプ式のハイブリッド型への加温の切替え

、 、により 重油から電気等に換えるということで

ランニングコストが下がるという経営的なメ

リットというのもあり 現在導入のほうが始まっ、

ているというところでございます。そういった

農家の経営的なメリットプラスアルファの部分

で、このＪ―クレジットも活用したいと考えて

いるというところでございます。

。○丸山委員 そうなるように頑張ってください
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ただいまの補足をさせて○久保農政水産部長

いただきますと、この事業は、まだ農業分野で

取り組んでいる例がやはり少ないというところ

があります。こういう委託を通しまして、まず

はモデル的に初めの一歩を踏み出すということ

で、ここでうまくいけば、どんどん経営的な面

も見えてきますので、またそれを使ってさらに

広げていきたいと考えているところでございま

す。

先ほどの松本副委○梶原中山間農業振興室長

員長からの御質問で、私は県内の施設数「36施

設」と申し上げましたけれども、最新の数値で

「37施設」ということになってございます。民

営と公設の内訳でございますけれども、西米良

村のみが公設ということで、ほかの施設につき

ましては民営ということになってございます。

資料27ページの表の左側一番下の○黒岩委員

④物流イノベーションの実証について、具体的

な内容というのは、この右側の①～③に取り組

むということで理解していいんでしょうか。

物流イノベー○大田農業流通ブランド課長

ション実証につきましては、④の下のほうに記

載しております高速鉄道輸送、電子タグによる

パレット管理というものを考えております。高

速鉄道は新幹線を使った輸送というようなとこ

ろで、それを今回④の中でやるということでご

ざいます。

左側の中に、直接的にやる経費が○黒岩委員

入っているんですか。

①農の物流革新○大田農業流通ブランド課長

推進事業につきましては、みやざき農の物流Ｄ

Ｘ推進協議会のほうに補助をしまして、コスト

面であるとか、品質の状況を確認するための実

証試験をやる経費となっております。

例えば電子タグのパレット管理と○黒岩委員

か、こういったものの経費というのは、誰が負

担するんですか。

実証事業につき○大田農業流通ブランド課長

ましては、それに係る経費丸々を物流のＤＸ推

。進協議会への補助で賄うということになります

資料32ページの「Ｇ７宮崎発ピー○日髙委員

マン自動収穫技術活用事業」の積算基礎につい

て、予算が2,399万7,000円ということですが、

（２）の事業の仕組みにあるように、委託先が

４つありますけれども、金額の割り振りを概算

でもいいので教えてください。

コンソーシアムへの○蛯原農業普及技術課長

委託費として約2,020万円、そして試験場での調

査経費として380万円を積算しております。

2,020万円がコンソーシアムに行く○日髙委員

ということですよね。このうちの例えば収穫ロ

ボットの開発事業とかその内訳というのはこの

。４つに分割できるということではないんですね

2,020万円について○蛯原農業普及技術課長

は、農家６戸分と試験場を入れて７か所分にロ

ボットを設置する費用と見ております。１戸当

たり250万円程度になるんですけれども、その内

訳としては、ロボットの経費が180万円程度、そ

れと10アール当たり46万円程度のワイヤーを設

置しないといけないので、そのワイヤー代、あ

と農家の委託料とか通信費などが入っておりま

す。それ以外に2,020万の中には260万円程度、

その調査分析費用が入っております。

ピーマンは、標準的には１戸当た○日髙委員

り大体３反でやっているわけですよね。この３

反のハウスにもしこの機械を入れたときに、も

う既にハウスがあるところに入れるわけですか

ら、３反分の設置にかかる費用といったら、ど
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のぐらいになるんですか。

これは実証事業とい○蛯原農業普及技術課長

うことで、実際協力いただける農家は６戸にな

るんですけれども、その全部に入れてやってみ

るのかとか、そのうちの例えば10アールに設置

してやってみるのかとか、その辺も含めての検

証になります。

先ほど、ロボットの費用を180万円程度と言い

ましたが、開発業者はアグリストを想定してい

まして、アグリストの聞き取りによりますと、

販売する場合には１台当たり200～300万円程度

と聞いております。それが買取りになるのか、

リース形式で設定するのかとか、その辺もまだ

未定になっております。

例えば３反で1,200～1,300万円ぐ○日髙委員

らいになるんですかね。このロボットを入れた

ときに、設置費用が幾らかかって、それで将来

的に何百万円もかかってしまえば、ハウスの面

積を増やさないと釣合いが取れないじゃないで

すか。そう考えたときに、３反の農家は何反ぐ

、 、らいに増やせば このロボットを入れたときに

ちょうどいいくらいになるのかなということを

お伺いしようと思ったんですが、結局これはそ

こに行くまでの実証段階ということですね。

そのとおりです。今○蛯原農業普及技術課長

回の実証は、ロボットを導入した場合の適正な

仕立て方であるとか、栽培管理であるとか、導

入に当たっての注意事項であったりとか、そう

いったものを検証してみるということです。日

髙委員のおっしゃるとおり、実際に農家が導入

する場合には、ロボットを導入して経費的にど

うなるのかというのが最終的な論点になろうか

と思いますが、その前の段階ということで、今

回は２年間の実証事業を組んでおります。

農家の手出しはなしということな○日髙委員

んですね。この実証でマイナスになった分の収

穫量とかはどうなるんですか。

ロボットが収穫できるように慣行の仕立てと

いうのが外側に広がるということでしょう。手

で分けないといけなかったところをきれいに仕

立てると、その分やっぱり収量も減ると思うん

ですけれども、その辺はこの費用の中に入って

いるということですか。

実証の段階の実証で○蛯原農業普及技術課長

は、通常の農家がやっている仕立て方を変える

必要はなくて、そのままやっていただきます。

下の段に書いてある仕立て方につきましては、

委員のおっしゃるとおり、仕立て方を変えると

いうことは、例えば収量が下がるのではないか

とか、そういったリスクもありますので、試験

場のほうで仕立て方の実証はやることにしてお

ります。

その場合、垣根仕立てという平面的な仕立て

方になっても収量が落ちないように、例えば通

路側に枝を引き出して順次やっていくとか、そ

の辺も含めまして 収量を落とさない範囲でやっ、

ていきつつも、ロボットと共存できるような仕

。立て方というのを検討していくことになります

事業年度が令和６～７年度の２か○日髙委員

年ということですよね。この期間である程度の

ものをつかんで実践に持っていかれるというこ

とでしょうけれども、本当に大丈夫かなと物す

ごく心配になるところはあるんです 空間がもっ。

、とできればこのロボットもいいだろうけれども

現状のあのピーマンのハウスの中を考えたら、

それが果たしてできるのかということです。

テレビとかで相当宣伝もされていますし、み

んな結構注目していて期待度も高いわけです。
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２年で実証が本当にできるのかというのも少し

不安なところがありますけれども どの辺になっ、

たら実用ができるのか、実用化の目標をお聞き

したいと思います。

全てをロボットに任○蛯原農業普及技術課長

、 、せるというよりも ロボットに任せるところと

人間が担うところと、役割分担も含めての実証

にはなります。

そうしたときに、いつそれが実用化できるの

かということなんですけれども、今回実施する

農家だけではなくて、普及指導員やＪＡの指導

員などにも現場を見てもらいながら、どういう

ふうにしたらそれが活用できるかとか そういっ、

たことも含めてやっていこうと思います。今の

ところ２年間で15戸という目標を掲げてはおり

ますが、今後、５年、10年、労働力不足が懸念

されることを考えますと、これを使わざるを得

ない時代が来ると思いますので、実用化できる

ように頑張っていきたいと思います。

ピーマン自動収穫の件なんですけ○黒岩委員

れども、全国初ということで、非常にチャレン

ジをされるというところについては、大いに評

価したいと思います。

そういう中で、今はピーマンなんですけれど

も、県全体の農業を考えた場合に、ピーマン以

外にもいろいろありますけれども、このコンソ

ーシアムの中で、仮に実証がうまくいった場合

、 、には 次にこういったものにも応用できるとか

そういった議論はあるんでしょうか。

ピーマンにつきまし○蛯原農業普及技術課長

てはハウスの主力品目であり、収穫に労力を費

やすというところもあります。それと、今回、

開発業者のアグリストを想定しておりますが、

アグリストで一番開発が進んでいるのがピーマ

ンの収穫機ということで、今回、まずはピーマ

ンからと考えておりますが、ほかにもキュウリ

の収穫ロボットもありますので、その開発状況

も見ながら検討していきたいと思います。

これは技術力の問題で、全国が注○日髙委員

目しているものですから、研究費にお金を使わ

なかったらいい結果も得られないと思うので、

こういうところは遠慮なく予算をしっかりつけ

ていただいて、最先端の技術で企業とタイアッ

プできるようにお願いしたいと思います。

資料30ページの（事項）農産物高品位生産指

導対策費の２ 「みやざき有機農業拡大加速化事、

」 、 、業 について 予算額が2,819万2,000円ですが

前年度の予算額を教えてください。

前年度は2,5 5 2○蛯原農業普及技術課長

万6,000円になります。

金額的には そんなに去年と変わっ○日髙委員 、

ていないんですね。事業として何か目新しいと

ころがあるんですか。有機農業の問題は、綾町

に学校まで開いていただいて、大分注目は浴び

ているんですが、天候との関係とか、いろんな

問題があり、難しいところもありますよね。去

年よりも２倍ぐらいに予算が上がるのかなとい

うことも考えていたものですから、将来展望に

ついては、どのようにお考えなのか教えてくだ

さい。

市町村が行う事業に○蛯原農業普及技術課長

ついては、１の（１ 「持続可能なみやざきグリ）

」 、ーン農業構築事業 のほうで組んでおりまして

「みやざき有機農業拡大加速化事業」につきま

、 、 。しては 今年度 新たに組んだ事業になります

それから、１年目ということでやっていると

ころではありますが、３月までの途中経過を言

いますと、例えば有機ＪＡＳに転換中の掛かり
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増し経費については、手が幾つか挙がりまし

て、13ヘクタールぐらいの支援をやる予定にし

ております。

また、販売拡大のマッチング支援も委託して

やっておりますが、産地商談会を初めて有機農

業で開きまして、１月に宮崎市、綾町、えびの

市、それからそれ以外のところは県庁で商談会

を開催しています。仲卸であるとか小売、飲食

店の方にも来ていただいて、生産者も15件ほど

参加していただき、実際に商談会をしたことも

あります。あとは販路拡大に向けて支援をして

いくというところで、今年度から動き始めたと

ころです。

国の目標は100万ヘクタールでした○日髙委員

かね。まだまだほど遠いところにあるのは分か

りますが、これもＧ７の一つの目玉でもあった

わけで、わざわざドイツとイギリスから担当が

来られたというのもあるし、今後に向けての大

きな目玉になると思います。この問題は、宮崎

県が全国を指導していく立場にあると思います

ので、これも先ほど言ったように遠慮なくしっ

かりと予算を獲得していただいて、頑張ってい

ただきたいと思います。

資料36ページの（事項）食糧管理○今村委員

対策費の１ 「県産米利用拡大支援事業」は、飼、

料米とか加工米等も対象になってくるのでしょ

うか。

、○黒木農産園芸課長 当該事業につきましては

食用米の消費拡大と、それから米粉用の商品開

発といったものが対象でありまして、飼料用米

等は対象になっておりません。

消費拡大という観点からいくと、○今村委員

飼料、餌代等も高騰ということで大変な状況な

ので、ぜひ飼料米への拡大等も検討をお願いし

たいのですが、厳しいものなんでしょうか。

、○黒木農産園芸課長 当該事業につきましては

一般消費者向けの食用米、宮崎産米のＰＲとい

うことで位置づけておりますので、飼料米等に

つきましては、そのほかの県単事業とか畜産振

興課と連携しながら、産地づくりを進めている

ところでございます。

資料36ページなんですけれども、○黒岩委員

ちょうど中段ぐらいの （事項）特用作物生産改、

、「 」善推進費の１ サツマイモ基腐病対策強化事業

について、この内容を教えてください。

、○黒木農産園芸課長 当該事業につきましては

カンショの基腐病対策の県単独事業でございま

して、効果的な防除対策につきまして、現在、

、国の事業も活用させていただいておるのですが

、国の対象とならないものを予算化いたしまして

国の事業と併せてより効果的な対策を進めてい

くということで措置しております。

具体的にはどういった事業をされ○黒岩委員

るんでしょうか。

例えば、発生が確認され○黒木農産園芸課長

た場合の初期防除でございます。これについて

は、国の補助事業を活用いたしますと、発生さ

れた経営体とその圃場が対象になるんですが、

本事業ではその近辺の農場も対象にしておりま

す。これは初期防除を徹底するという意味でご

ざいます。

あと、発生農場の経営者と、カンショを連作

できない圃場を交換耕作する場合に補助をする

んですが、国の事業におきましては発生農場の

、経営者への補助ということとなっておりまして

これは相手が要る話でありますので、県単事業

ではその相手方への支援・補助という形でより

。効果を出そうという仕組みをつくっております
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米粉の話がありましたが、道の駅○日髙委員

北郷に、串間市の川北製麺が米粉のラーメン店

を出したのは御存じだと思うんですね。僕も２

～３回行って食べていますけれども、麺が100％

米粉の麺です。普通の麺と味が変わらないぐら

いにおいしかったです。皆さんぜひ何かのとき

には行って食べてみてください。

、米粉の問題について予算が上がっていますが

例えば商工観光労働部の食品開発とかあるじゃ

ないですか。あちらとこの農政水産部のほうの

米粉の連携というのはどうなっているんでしょ

うか。

米粉に関する商工観光労○黒木農産園芸課長

働部との連携につきましては、当部でやってお

りますローカルフードプロジェクト等を通じま

して、民間の加工事業者とか販売事業者と産地

をつなぐような取組 具体的に言いますと、─

米粉ではギョーザの皮の試験をしているところ

でございます。

ギョーザの皮については、商工観○日髙委員

光労働部もそういう話をしていました。先ほど

課長が商品開発ということを言われたので こっ、

ちのほうでもそれをやるのかなと思ったところ

です。

２年前にも一般質問で米粉の質問をさせても

らいました。あれから２年たって、何の動きも

ないかなと思っておられるかもしれませんが、

着々とこれから進めようと思っています。米粉

についてはオーガニックの問題とそれからグリ

テンフリーの問題ですね。学校給食の中で、パ

ンにぜひ米粉を使ってもらいたい、そこに広げ

。てもらいたいなというようなところもあります

味がまだ追いついていないというところもあり

ますけれども、民間でも相当味が追いついてき

ているので、これから先、まだまだ忘れられた

米粉じゃないです。今からもっと表に出てくる

米粉だと思っています。頑張りますのでよろし

くお願いします。

高性能スマート機械導入の件なん○丸山委員

ですが、我々は常任委員会にて北海道のスマー

ト農業を調査しに行かせてもらいました。北海

道はかなり広大な農地が多くて可能かなと思っ

ていたんですが、宮崎県のほうで20ヘクタール

、以上入れるという話をしているんですけれども

本県は１つの圃場がそんなに大きくないから、

このスマート農業を 無人化したトラクター─

の導入とかが、本当に可能なのかなというのを

心配しているところです。実際のところどの辺

まで導入できると自信を持って、予算化された

のか、教えていただけるとありがたいと思って

おります。

委員御指摘のように、現○黒木農産園芸課長

在、基盤整備率がまだ50％程度で、本県は決し

て先進県ではないんですが、公共事業において

も、圃場整備が計画的に進んでいる状況にござ

います。

そういった中で、こういう自動化されたスマ

ート農機を使っていくためには、見方を変えま

すと、第八次宮崎県農業・農村振興長期計画で

サラリーマン並みの農業所得を確保する640万円

というのを掲げております。水田営農におきま

しては、１経営体当たり30ヘクタールぐらいの

規模で、条件としてはやはり大規格になってい

るような圃場となりますので、こういったとこ

ろをターゲットにこの機械を有効に活用してい

きたいと考えています。

圃場整備が入ったにしても、北海○丸山委員

道と比べたときに規模が全然違うんですよね。
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本当にそれでペイできるのかなというのがあっ

て、無人化のトラクターというのは、かなりコ

ストも高くなっていくというように認識してい

るものですから、本当に宮崎県に合うのでしょ

うか。その地域に合わせたような形でスマート

農業は進めていかなくちゃいけないという話も

あったものですから、この無人化のトラクター

とかが本当に本県に合うのかをどう判断された

のか、教えていただきたいなと思っています。

現在、県でもスマート農○黒木農産園芸課長

機の導入促進をしていまして、例えば、これは

有人運転なんですが、オートトラクターと言い

まして、自動操舵をしてくれるトラクターが県

内で43台導入されています。導入された方々の

活用状況を見ますと、労働力がかなり削減され

ていると伺っています。

この事業では、そういった方々の、さらに規

模の大きいところについては、無人化が可能な

ロボットトラクターというのを今から導入して

いきたいと考えています。

繰り返しになりますが、全ての場所でできる

とは思っておりません。やはり平場の条件のい

いところで、大型法人とか集落営農組織が活用

していただくことが一番有効かと考えておりま

す。

これは別の課になりますが、令和○丸山委員

６年までにて地域計画をつくるように国から言

われており、地域計画をつくったところじゃな

いと国は補助金を出さないとよく聞いているん

ですが、今回のところは地域計画をつくらなく

ても、国庫補助を受けられると理解してよろし

いんでしょうか。

当該事業につきまして、○黒木農産園芸課長

地域計画の策定を条件にしていることはござい

ません。

ただし、現在、農産園芸課では水田経営の大

規模形態を地域ごとにリスト化させていただき

まして、ネットワークを形成しているところで

ございます。そのネットワークの中で、こうい

、う大型機械の活用についてのニーズを取ったり

課題を抽出したりとかいったところをこれから

しようと思っているんですが、その前提として

地域計画を策定している地域を指定していると

ころでございます。

課題も多いと思いますけれども、○丸山委員

やはり人手不足を解消するには、スマート農業

の取組が必要だと思っていますが、機械を導入

された方が決して苦労されないようにお願いし

たいと思っております。

この事業は令和６年度の単年度に○日髙委員

なっていますが、単年度というのは何か意味が

あるんですか。何か補助事業の関係なんでしょ

うか。

単年度になっている大き○黒木農産園芸課長

な理由の一つは、当事業の財源の一つに、国の

令和５年度の補正予算でありますデジタル田園

都市国家構想交付金を活用しておりまして、財

源として１年しかないということがあります。

自動化された最新のスマート農機の活用という

のは非常に重要だと考えておりまして、単年で

あっても、あえて県単で２分の１の補助をする

ことで、今後の推進の基点にしていきたいとい

うふうに考えております。

丸山委員が言われたように、１～○日髙委員

２反の田んぼも結構多いわけです。都城市みた

いに整理された大きなところはなかなかないと

思うんです。この事業を導入するに当たって、

例えばその農地の集約を担当している課と連携



- 79 -

令和６年３月７日(木)

を取りながらやっている事業は、今年の予算に

。 、は入っていないんですね 農地の集約化をして

この機械を入れる、畦畔除去とか、そういう事

業と何かマッチしているのか、それともそれは

もう全く別の話になるのでしょうか。

地域計画については、農○久保農政水産部長

村振興局が中心でやっているわけなんですけれ

ども、事業の中で密接に連携させているわけで

はないんですが、予算をつくるときにそういう

お話をさせていただいたところがございます。

部内で情報を共有させていただきながら 今後10、

年間どうやっていくかというのが非常に大事で

す。担い手も減ってまいりますので、そこに大

規模機械を入れるということになると、丸山委

員がおっしゃっているように大変なところもご

ざいます。

、そこで畦畔除去なども効率的に連携しながら

、そのために局組織としてもつくっておりますし

そういうところで耕種部門とそういう基盤部門

をマッチングさせながら、部内でしっかり調整

させていただいて、効果的にやっていければと

思います。本当に待ったなしという状況になっ

ておりますので、頑張ってまいりたいと思いま

す。

資料43ページの下から２番目 （事○黒岩委員 、

項）畜産団地整備育成事業の１ 「畜産競争力強、

化整備事業」について、畜舎の整備の補助もあ

りますけれども、昨日、山村・木材振興課の説

明で、県産材を畜舎に使ってほしいという事業

がありますという説明があったんですが、今回

の畜産整備に関して県産材を使うということに

ついては、そういう連携が取れているのでしょ

うか。

いろいろな資材が高騰し○水野畜産振興課長

ている中で、鉄骨と木材を比較した場合に、や

はり木材のほうが単価的に安いというのがござ

いますので、山村・木材振興課とは常に連携を

取りながら、モデル的に牛舎の設計を作ってい

ただくこととしております。再来年度には、そ

れをモデル的にどこかに設置いただくという形

で、建築業者の方もそうですけれども、より多

くの方、できれば畜産農家の方にも見ていただ

きまして、できるだけ低コストでやる知識を吸

収していただきたいということで、連携を取り

ながらやっております。

木材を使っていただきたい部署と○黒岩委員

補助する部署があるわけですから、同じ県です

ので、行く行くは補助要綱に県産材を使うこと

を入れるぐらいの実証と言いますか、そういっ

たことをやっていただきたいと思います。

黒岩委員が言われました、山村・○日髙委員

木材振興課の事業は、現物を造ることではなく

て、畜舎の設計の作成とか、モデル畜舎の見学

会とか、木造設計の提案をするとかで、そうい

う支援をする事業なんですよね。これは、関連

。 、していないんでしょうか 畜舎を造ったときに

クラスター事業の中で支援していくということ

じゃないんですか。

山村・木材振興課のほう○水野畜産振興課長

で、モデル的な牛舎の設計を組んでいただき、

そういったものを広く波及してまいりますが、

、 、基本的には それぞれの事業主体といいますか

農家の選択になるかなと思っております。

畜産農家がこの木造をやろうとい○日髙委員

うことになったときには、このクラスター事業

には乗るんですか。

当然乗ります。○水野畜産振興課長

鉄骨材が高騰しているから、50頭○日髙委員
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飼いだったら畜舎は１億円を超えてしまうじゃ

ないですか。２分の１でも5,000万円ですよね。

この大変なときに5,000万円も借金するというの

を心配しているところもあるわけです。昨日の

話では、木材だと２～３割は鉄骨より安くでき

るというようなことだったので、どんどん進め

てくださいという話をしたわけです。だから、

あくまで事業をやるときはクラスターのほうが

主になると思うので、これはぜひ何とかうまく

農家にも普及をさせていただき、一緒になって

頑張っていただきたいと思います。

資料54ページの「ひなたの獣医師○本田委員

確保修学資金給付事業」について、成果目標の

ところに出ている令和12年度の68名は、農政水

産部だけの獣医師の人数ということでよろしい

でしょうか。

成果指標に書いてあ○坂元家畜防疫対策課長

る数字は、上のほうが家畜保健衛生所の獣医師

数を現在の60名から68名に これは県の都道─

府県計画というのを令和12年度目標でつくって

おりますが、その数字になります。

下のほうの食肉衛生検査所の獣医師数という

のは、福祉保健部の食肉衛生検査所の成果指標

になっております。

獣医師だけではなくて、今回、県○本田委員

土整備部も土木職の採用などに、補助を出され

るんですけれども、農政水産部では、現状とし

てどれくらい技術者の人手が足りないのかをお

伺いしたいなと思います。

農政水産部の技術職の職○原田農政企画課長

員数につきましては、当初の採用にて、ある程

度は職員数を確保しているところではございま

すけれども、年度途中の育休取得者などにより

職員の不足が生じている状況もございます。

また、農業土木職等につきましては、当初の

採用予定数に採用数が達しないということもあ

りまして、その場合につきましては、秋に試験

を行ったり、あるいは会計年度任用職員の採用

で対応しているというところでございます。

県土整備部のほうの土木職に関し○本田委員

ても、人手が不足しているという状況をお伺い

しております。たまたま宮崎大学を訪問した際

に、県内から大学に入学している学生がどれく

らいいるのか聞いたところ、農学部と工学部で

は２割ぐらいだということでした。また、工学

部の土木職に関しては、ほとんどが県外の企業

を目指している方ということでした。今後も土

木職に関しては かなり厳しくなってくるんじゃ、

ないかなと推測するんですけれども、農業土木

職の方々に対する今後の取組などはお考えで

しょうか。

農業土木職の採用につき○原田農政企画課長

ましては、農村計画課のほうで取り組んでおり

まして、第２班のほうで説明をさせていただけ

ればと考えております。

資料54ページの獣医師確保につい○丸山委員

て、高校３年生または卒業１年後にと書いてあ

、 、るんですけれども ここに対するアプローチは

恐らく、教育委員会との緊密な連携がないとで

きないかなと思っていますが、具体的にはどん

なことを考えているんでしょうか。ただパンフ

レットを回しても、結局見なかったりしますの

で、本当に獣医師を目指そうとしている学生を

スクリーニングして、できるだけ早めに伝わる

。ような形をしないと難しいかなと思っています

どうやってアプローチをかけたほうが効果的

にこの情報が届くのかについて、どう考えてい

るのか教えていただくとありがたいなと思って
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おります。

御指摘のとおり、教○坂元家畜防疫対策課長

育委員会との連携というのは非常に重要だと考

えております。

高校生へのアプローチとしては、これまでも

高校生ガイダンス等で、進学校で希望される方

を対象に、私立、公立問わずガイダンスを行っ

てきたところです。さらに高校教育課と連携し

ながら、例えば、毎年ある進路指導主事の会議

等で頭出し等を行いながら、必要があれば個別

に高校を回るとか、そういったことをやってい

きたいと考えております。

これまで高校生を対象に取り組んできたとこ

ろなんですけれども、若いうちから獣医師を目

指す子供たちを育てたいということで、さらに

年を低くして、中学生へのアプローチとかも義

務教育課等と連携しながらやっていきたいと考

えております。

この獣医師確保は本当に、喫緊の○丸山委員

課題だと思っております。仮に就学資金がうま

くいっても、実際に獣医師になるのに最低６年

はかかりますので、非常に長いスパンでやらな

くちゃいけないし、就学資金をしっかりと有効

活用しないといけません。もし、この給付事業

に魅力がなければ改善していって、例えば入学

準備金が55万円となっていますが、これを増額

しないといけないとか、いろいろなパターンが

出てくると思います。宮崎県の畜産を守ってい

く、産業を守っていくためには、獣医師確保と

いうのは大きな課題だと思っています。医師確

保のときにある程度、実績を上げた経験のある

部長もいらっしゃって、こういう事業ができた

と思っています。最終的には６年後ぐらいに結

果が出ると思っていますが、その前に、ぜひ早

めに毎年、就学資金を借りる人がこういうふう

に増えてきましたというのを議会にも報告をい

ただきたいなと思います。また、確保できる人

数と獣医師の退職人数でバランスがあって、こ

こが本当に厳しくなるからどうしなくちゃいけ

ないとか、全体的な獣医師の人数がどうなって

いるとかというのを含めて６年後には教えてい

ただくと、もっと強化しないといけないのかと

いうことも分かってくると思いますので、その

ようによろしくお願いしたいと思います。

、○久保農政水産部長 委員のおっしゃるとおり

私も医師確保とかいろいろやっておりまして、

そういった経験も踏まえてこういう事業をつく

らせていただきました。

また、獣医師の確保というのは、この事業だ

、けでいくと６年後という形になりますけれども

それとは別に、もう一つ「ひなたを支える獣医

師確保事業」というのが、資料53ページの下の

ほうに書いてございます。先ほど家畜防疫対策

課長のほうからも説明しましたとおり、こちら

のほうでも就職説明会を積極的に実施したり、

今年度も、ＰＲ動画等を作成して、もう少し低

い年齢からターゲットを絞って、獣医師の働き

方や獣医師の楽しさというのを知らせていると

ころです。

地道にＰＲするとともに、あとは、喫緊の対

策として、獣医系の大学にいっていらっしゃる

方に積極的にアプローチしております この ひ。 「

なたを支える獣医師確保事業」等でも必死にや

りながら、今の職員の働く環境も大事になりま

すので、そういったところを踏まえて一体的に

やっていきたいと思います。

先ほど、本田委員からあった農業土木職のほ

うも同じような課題がございますので ターゲッ、
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トを若い年齢から絞って、医師も看護師もそう

でしたけれども、高校生、中学生からやってい

るという状況がございますので、そういうＰＲ

、をしながら仕事の楽しさを若手に伝えていって

何とか確保していきたいと思っております。畜

産王国にとってはこの獣医師確保というのは重

要な課題でございますので、本当に委員がおっ

しゃったように、適宜、御報告して、またアド

バイスいただければと思います。

少子化が進んでいる関係で、非常○丸山委員

に子供の数が少なくなってきていますので、奪

い合いになり、獣医師になりたい人の割合もか

なり低くなってくるんじゃないかと思います。

しかしながら、ある程度人数を確保しないと、

宮崎県の畜産を回す獣医師がいなくなってしま

いますので、これをしっかり確保できるように

。最大限の努力をお願いしたいと思っております

ほかに何かありませんか。○安田委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって第１班○安田委員長

の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。昼は午後１時からでよ

ろしいでしょうか。

〔 はい」と呼ぶ者あり〕「

午後１時からお願いします。

正午休憩

午後０時57分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

それでは、議案についての説明を求めます。

なお、委員の質疑は、説明が全て終了した後

にお願いいたします。

常任委員会資料56ページ○鳥浦農村計画課長

を御覧ください。

当課の予算額は、一般会計のみで34億814

万4,000円をお願いしております。

主な内容について御説明いたします。

57ページを御覧ください。

２番目の（事項）公共工事品質確保強化対策

費の説明欄２、改善事業「農業土木の魅力発信

・人材確保事業」199万1,000円でございます。

本事業は、近年、建設業等の人材が減少して

おり、その中でも農業土木技術者の減少が懸念

されることから、激甚化している自然災害から

の復旧・復興や、スマート農業に対応した農業

生産基盤の整備等を担う、官民ともに幅広く県

、内で活躍が期待される農業土木技術者の人材を

体験型イベントなどをＰＲしながら確保するも

のであります。

その下、３番目の（事項）公共農村総合整備

対策費の説明欄２、基幹水利施設管理事業１

億2,723万1,000円でございます。

本事業は、農業用ダム等の基幹的な国営造成

施設を管理する市や町に管理費の一部を補助す

るもので、一ツ瀬川地区ほか４地区へ助成する

ものであります。

続きまして、下から２番目の（事項）国土調

査費の説明欄１ 「地籍調査事業」10億4,995、

万7,000円でございます。

本事業は、土地一筆ごとに、所有者や地盤、

地目、境界や面積を明確化するものであり、宮

。崎市ほか15市町村等で実施するものであります

58ページを御覧ください。

１番目の（事項）大規模土地改良計画調査費

の説明欄３、新規事業「畑かん営農ポテンシャ

ル向上事業」につきましては、後ほど説明いた

します。

２番目の（事項）土地改良事業負担金の説明
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欄１ 国営土地改良事業負担金14億8,773万3,000、

円でございます。

本事業は、西諸地区ほか７地区の国営土地改

良事業に係る負担金であります。

一番下の（事項）県単土地改良事業費の説明

欄２ 新規事業 基盤整備プランニング事業 300、 「 」

万円でございます。

、 、本事業は 基盤整備の要望がある地域などに

整備後のイメージ図を提供し、区画拡大などに

より農地集積・集約化を促進することで、地域

計画の実現を目指すものであります。

60ページを御覧ください。

「 」新規事業 畑かん営農ポテンシャル向上事業

でございます。予算額は181万6,000円でござい

ます。

本事業の目的は、定時・定量で一定の品質が

求められる加工・業務用野菜の生産安定化を図

ることを目的として、畑かん営農に係る省力化

技術を進歩させるとともに、新たな付加価値を

創出するものであります。

具体的には、61ページを御覧ください。

本事業は、３つの内容で構成しております。

①の散水省力化技術構築事業では、民間企業

と連携して、散水器具の設置・撤去や給水栓開

閉手間などの労力削減に係る技術構築を行い、

大規模経営体など複数農地での作業に係る労力

軽減などを図ります。

②の 散水省力化技術推進事業では 散水チュ、 、

ーブ巻取機などの省力化技術について、貸出し

や生産者の体験機会を通して、省力化機材の導

入を促進いたします。

③の畑かん水付加価値創出事業では、畑かん

水に含まれる成分に着目し、散水後の土壌状態

等を調査・分析し、農作物や栽培管理に与える

影響との関連性、具体的には、病害虫への抵抗

性や肥料成分の補足などの見込まれる効果を検

証し、新たな付加価値を創出します。

事業の期間につきましては、令和８年までの

３か年を予定しております。

続きまして、特別議案を御説明いたします。

94ページを御覧ください。

議案第49号「国営大淀川右岸施設機能保全事

業執行に伴う市町村負担金徴収について」であ

ります。

本議案は、平成26年度から令和５年度までに

施行されました国営大淀川右岸施設機能保全事

業について、当該事業に要した経費に充てるた

め、国営大淀川右岸施設機能保全事業負担金徴

収条例第３条第３項の規定により、議会の議決

、 。を経て 市町村負担金を定めるものであります

まず、１の負担金につきましては、宮崎市７

億9,279万7,577円でございます。

次に、２の徴収期間につきましては、宮崎市

から全部を一時払いで償還する旨の要望があり

ましたので、令和６年度といたしております。

本事業の概要につきましては、下の参考に示

しているとおりでございます。

次に、96ページを御覧ください。

議案第50号「農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」であります。

98ページを御覧ください。

上の表の農村計画課の欄にありますとおり、

農業農村整備実施計画策定事業について、市町

村負担を予定しており、地方財政法第27条第２

項の規定により、あらかじめ市町村の意見を聴

き、同意を得た上で、議会の議決に付するもの

であります。

農村整備課でございま○城ヶ﨑農村整備課長
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す。

資料62ページを御覧ください。

当課の当初予算額は、一般会計のみで132

億7,941万8,000円をお願いしております。

主な内容について御説明いたします。

63ページを御覧ください。

１番目の（事項）農業農村振興対策事業費の

説明欄の１の（１）多面的機能支払交付金11

億7,346万3,000円でございます。

本事業は、農業・農村が有する多面的機能の

維持・発揮を図るため、集落等が共同で取り組

む草刈り等の地域共同活動等を支援するもので

あります。

次の（事項）公共農村総合整備対策事業費の

説明欄の２、中山間地域総合整備事業４億4,100

万円であります。

本事業は、農業の生産条件が不利な中山間地

域の農業基盤整備と生活環境基盤を総合的に整

備し、農業・農村の活性化を図るため、日之影

町の岩井川地区ほか７地区で農業用用排水路や

営農飲雑用水施設などを整備するものでありま

す。

一番下の（事項）県単土地改良事業費の説明

欄の１、県単独土地改良事業１億15万2,000円で

す。

本事業は、国庫補助事業の対象とならない小

規模な農業用用排水路や農道などを整備するも

のであります。

64ページを御覧ください。

説明欄の７、改善事業「魅力あるふるさと環

境づくり事業」6,173万3,000円です。

本事業は、国庫補助事業の対象とならない営

農飲雑用水施設や農業集落道などを整備するも

のであります。

説明欄の８、改善事業「農地集約化基盤整備

」 、 。事業 につきましては 後ほど説明いたします

次の（事項）公共土地改良事業費の説明欄の

１ 「県営畑地帯総合整備事業」30億1,223万7,000、

円です。

本事業は、畑地帯の担い手の育成・強化とと

もに、多様な営農形態に対応できる力強い産地

づくりを図るため、小林市の小林東部第２―１

期地区ほか39地区で、畑地かんがい施設や農道

などを整備するものであります。

65ページをお開きください。

１番目の（事項）公共農道整備事業費の説明

欄の１、県営基幹農道整備事業5,775万円です。

本事業は、農畜産物の効率的な輸送体系の確

立などを図るため、川南町の平下地区ほか１地

、 。区で 基幹的な農道を整備するものであります

次の（事項）公共農地防災事業費の説明欄の

２ 「県営ため池等整備事業」７億2,345万円で、

す。

本事業は、ため池の決壊等による水害から人

命や財産を保護するため 宮崎市の中地区ほか26、

地区で、ため池や用水路を整備するものであり

ます。

66ページを御覧ください。

一番下の（事項）耕地災害復旧費の説明欄の

１、団体営耕地災害復旧事業29億5,909万1,000

円です。

本事業は、台風や集中豪雨などにより被災し

た農地・農業用施設の早期復旧を行うものであ

ります。

続いて、68ページを御覧ください。

改善事業「農地集約化基盤整備事業」でござ

います。予算額は503万4,000円です。

この事業は、事業の目的にありますように、
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地域農業を守る担い手への農地集積・集約化を

促進するため、きめ細やかな基盤整備の支援を

行うことにより、農地の高度化や農作業の効率

化・省力化を図るものです。

69ページを御覧ください。

具体的には、上段の記載のとおり、①小規模

基盤整備では、地域計画等に位置づけられた経

営体が必要とする基盤整備を支援するもので、

国庫補助の要件を満たさない小規模な基盤整備

や、既に農地中間管理事業を活用している農地

におきまして、農作業の効率化を進めるための

畦畔除去による区画拡大、高収益作物への転換

を図るための暗渠排水による乾田化、収量や品

質向上のための客土や土層改良、大型農業機械

の導入促進に必要な耕作道などの整備を支援し

ます。

また、②農地集積・集約化支援では、上記①

の基盤整備を行うために必要な現地調査や図面

作成を支援するものであります。

国庫補助事業と併せまして、当事業によるき

め細やかな整備を進めることで、地域農業を守

る担い手への農地集約を図るとともに、地域計

画の取組を支援してまいります。

事業期間は、令和８年までの３か年を予定し

ております。

続きまして、債務負担行為について御説明い

たします。

ページをお戻りいただきまして、９ページを

御覧ください。

当課からは７件をお願いしております。

農村整備課の欄の県営経営体育成基盤整備事

業は、串間市の塩屋原地区におきまして、令和

７年までの工期で水田の区画整理を実施するも

のであり、限度額として6,000万円をお願いして

おります。

次の県営畑地帯総合整備事業は、高原町の後

川内１期地区において、令和７年度までの工期

で畑地の区画整理を実施するものであり、限度

額として3,000万円をお願いしております。

、 、次に 県営農業用河川工作物応急対策事業は

串間市の大島地区において、令和７年までの工

期で頭首工の改修工事を実施するものであり、

限度額として１億5,000万円をお願いしておりま

す。

、 、次の 県営農業用河川工作物応急対策事業は

延岡市の粟野名地区において、令和７年度まで

の工期で頭首工の改修工事を実施するものであ

り、限度額として１億2,000万円をお願いしてお

ります。

10ページを御覧ください。

次の県営湛水防除事業は、新富町の大渕地区

におきまして、令和９年までの工期で排水機場

の整備を実施するものであり、限度額として11

億円をお願いしております。

次の 県営ため池等整備事業は 日南市の桜ヶ、 、

丘地区におきまして、令和７年度までの工期で

排水路の整備を実施するものであり、限度額と

して3,600万円をお願いしております。

次の県営ため池等整備事業は、日南市の七迫

地区におきまして、令和７年度までの工期でた

め池堤体の補強工事を実施するものであり、限

度額として3,600万円をお願いしております。

次に、特別議案について御説明します。

96ページを御覧ください。

議案第50号「農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」でございます。

表の農村整備課の欄にありますとおり、基幹

水利施設ストックマネジメント事業などの農業
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農村整備事業におきまして、市町村負担を予定

しており、地方財政法第27条第２項等の規定に

よりまして、あらかじめ市町村の意見を聴き、

同意を得た上で、議会の議決に付するものであ

ります。

資料70ページを御○馬場担い手農地対策課長

覧ください。

当課の当初予算額は、一般会計のみで、31

億7,765万4,000円をお願いしております。

主な内容について御説明いたします。

71ページを御覧ください。

３番目の（事項）青年農業者育成確保総合対

策事業費の説明欄３ 「みやざき新規就農者育成、

総合対策事業」８億9,500万円です。

本事業は、国の新規就農者育成総合対策を活

用し、就農や経営安定に必要な資金として年間

最大150万円、経営開始に必要な機械や施設等の

導入に対して最大750万円を交付するなど、新規

就農者の確保・育成を図るものです。

最後の（事項）担い手育成総合対策事業費、

説明欄１、改善事業「持続可能な農業実現人材

確保事業」3,745万9,000円です。

本事業は、慢性的な労働力不足が生じている

農業分野において、雇用マッチングのデジタル

化やお試し就農、受入れ環境の整備等を進め、

多様な人材が働きやすい環境づくりにより、持

続可能な農業経営の実現を図るものです。

次の２、改善事業「農業外国人材確保・定着

体制構築強化事業」につきましては、後ほど御

説明いたします。

72ページを御覧ください。

２番目の（事項）構造政策推進対策費の説明

欄４ 「人・農地将来ビジョン確立・実現支援事、

業」5,122万8,000円です。

本事業は、市町村や農業委員会による農地利

用の将来像を描く地域計画の早急な策定を支援

し、担い手への農地集積・集約化を図るもので

す。

続きまして、74ページを御覧ください。

改善事業「農業外国人材確保・定着体制構築

強化事業 でございます 予算額は3,118万8,000」 。

円です。

本事業は、事業の目的にありますとおり、国

、 、内外で人材獲得競争が激化しており 本県では

右の写真にありますように、令和４年10月に連

携協定を締結したベトナム国立農業大学に昨年

７月、知事が直接現地に出向き、特別事業を実

施するなど、知事を先頭に外国人材確保に懸命

に取り組んでいるところですが、農業分野にお

ける外国人材の円滑な確保や受入れには、海外

教育現場での講師派遣や公営住宅の活用推進等

をさらに強化していく必要があります。

事業の内容につきまして御説明いたします。

75ページを御覧ください。

左側の①受入れ体制構築事業や、②新たな受

入れ方式確立事業、③定着支援事業といった、

これまでの取組を引き続き実施していくことに

加え、右側の④海外教育機関等連携強化事業を

、 、拡充し 海外教育機関に創設した宮崎クラスに

講師派遣等により連携強化をさらに図るととも

に、⑤住居確保対策加速化事業を追加し、外国

人を受け入れるための公営住宅の活用マニュア

ル作成や活用モデルの実証支援を行い、県内の

各自治体と連携した外国人材の確保・定着体制

づくりに取り組んでまいります。

事業期間は、令和７年までの２年間を予定し

ております。

続きまして、債務負担行為について御説明い
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たします。

10ページを御覧ください。

担い手農地対策課の欄にありますとおり 「令、

和６年度に公益社団法人全国農地保有合理化協

会が公益社団法人宮崎県農業振興公社に担い手

支援資金を融資したことによって損害を受けた

場合の損失補償」について、期間及び限度額を

設定するものでございます。

資料76ページを御覧くだ○大村水産政策課長

さい。

当課の予算額は 一般会計で15億1,207万5,000、

円、沿岸漁業改善資金特別会計で２億3,590

万3,000円、合わせまして17億4,797万8,000円を

お願いしております。

主な内容について説明いたします。

77ページを御覧ください。

上から４つ目の事項、水産金融対策費でござ

います。

説明欄１の漁業近代化資金利子補給金7,482

万8,000円でございます。

本事業は、漁船の建造や機器整備などへの資

金貸付けに伴う利子補給金で （１）の漁業近代、

化資金の融資枠は12億円 （２）及び（３）の２、

つの資金は、過去に実施しました県独自の利子

補給でございます。

その下の事項、内水面漁業振興対策費の説明

欄１の河川放流委託事業１億493万円でございま

す。

本事業は、アユやヤマメ等の稚魚の放流等を

実施し、河川の水産資源の維持を図るものでご

ざいます。

次に、その下の２の特定疾病等対策事業１

億3,899万4,000円でございます。

これは、コイヘルペスウイルス病などの特定

疾病発生時における、へい死魚の回収処理等に

要する経費でございます。

（ ） 、その下の 事項 栽培漁業定着化促進事業費

ページを移っていただきまして、説明欄４の改

善事業「養殖ブリ人工種苗量産化事業」528

万5,000円でございます。

本事業は、養殖ブリ人工種苗の量産化技術開

発に取り組み、様々なマーケットに対応可能な

人工種苗を安定供給することで、養殖業の成長

産業化を図るものでございます。

中ほどの事項、地域漁業経営改革対策費の説

明欄４の新規事業「 海業」ビジネス創出事「

業」247万4,000円でございます。

本事業は、本県の海や漁村の魅力など地域資

源を生かした新たなビジネス「海業」の創出な

どを推進し、漁村地域の水産業の活性化を図る

ものでございます。

次の新規事業「ＩｏＴを活用した陸上海藻養

殖導入支援事業」につきましては、後ほど説明

いたします。

一番下の（事項）水産業試験費１億2,510

万5,000円でございます。

これは、水産試験場の試験研究に要する予算

で、水産資源の強化、管理や漁場予測、水産物

の品質向上など、漁業の収益性向上に係る技術

開発に取り組むこととしております。

80ページを御覧ください。

沿岸漁業改善資金対策費２億3,590万3,000円

でございます。

これは、新規事業者の漁船購入などの資金を

。無利子で漁業者に貸し付けるものでございます

続きまして、82ページを御覧ください。

新規事業「ＩｏＴを活用した陸上海藻養殖導

入支援事業」でございます。予算額は1,592万円
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でございます。

本事業は、事業の目的にありますとおり、Ｉ

ｏＴを活用した陸上海藻養殖の導入を支援し、

省エネ・省コストで、女性などの就労の場にも

なる可能性がある新たな漁業を導入し、漁業地

域の活性化などを図ることを目的としておりま

す。

83ページを御覧ください。

事業の内容ですが、①海ぶどうコンテナ養殖

導入支援事業では、漁業団体が行う海ぶどうコ

ンテナ陸上養殖の取組を支援してまいります。

なお、この海ぶどう陸上養殖は、写真にあり

ますとおり、10坪ほどの僅かなスペースで、言

わば液肥野菜工場のようなオールインワンのコ

ンテナ設備によって行うものでして、海ぶどう

は高価格で生産サイクルが短く、コンテナ養殖

設備により安定生産や省エネ、かつ省力などの

特徴を有しているものでございます。

次に、その下の②海ぶどう普及販売促進事業

では、漁業団体が行う養殖された海ぶどうの消

費拡大や販売促進に係る取組を支援してまいり

ます。

これらの取組によって、本県で初めての導入

となる海ぶどう養殖の有益性を明らかにし、本

県の新たな産業の創出と漁業地域の活性化につ

なげていきたいと考えているところでございま

す。

事業期間は令和６年度限りを予定しておりま

す。

続きまして、債務負担行為について御説明い

たします。

10ページに戻ってください。

当課からは３件お願いしております。

水産政策課の欄にありますとおり、令和６年

度漁業近代化資金など３つの資金に係る利子補

給について、期間及びその限度額を設定するも

のでございます。

資料84ページを御覧くだ○赤嶺漁業管理課長

さい。

当課の予算額は、一般会計のみで35億6,052万

円をお願いしております。

主な内容について説明いたします。

85ページを御覧ください。

（ ） 、中ほどの 事項 資源管理対策費の説明欄１

改善事業「資源管理イオベーション事業」1,566

万6,000円です。

本事業は、みやざきモデルと呼ばれる本県独

自の資源管理システムを高度化し、資源評価に

基づく種苗放流や、藻場・干潟等が持つ漁場機

能を保全する取組支援を総合的に行うことで、

水産資源の最適な利用管理を推進し、漁業生産

力の持続的な向上を図るものです。

次の２ 「うなぎ資源持続的利用対策事、

業」6,052万2,000円です。

本事業は、ウナギ資源の持続的な利用確保に

向け、国が進めるウナギ漁業と養殖業の規制管

理を適正かつ円滑に進め、本県養鰻業の持続的

発展を図るため、ウナギ稚魚の密漁や、親ウナ

ギ採捕の監視、養鰻場への池入れ数量管理に係

る指導・監視を、宮崎県内水面振興センターに

委託して実施するものです。

86ページを御覧ください。

上から３段目の（事項）沿岸漁場整備開発事

業費の説明欄１、新規事業「漁港・漁場グリー

ン化事業」につきましては、後ほど説明いたし

ます。

次の（事項）水産基盤（漁場）整備事業費、

３億8,480万円です。
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本事業は、漁業の生産力向上と豊かな生態系

の維持・回復を図るための漁場整備を行うもの

です。

令和６年度は、日向灘沖合に来遊するカツオ

やマグロ等の回遊魚を滞留させ、操業の効率化

。を図るための表層型浮魚礁を整備するものです

下から２番目の（事項）漁港管理費の説明欄

４ プレジャーボート適正管理強化事業 1,212、「 」

万4,000円です。

本事業は、漁港等におけるプレジャーボート

の放置艇問題を解決するため導入した、係留許

可制に伴う指定施設の整備や係留状況の確認、

さらに許可未申請者への指導等を行うことによ

り、航路や泊地の安全性を確保し、漁港の適正

な管理を図るものです。

87ページを御覧ください。

中ほどの（事項）水産基盤（漁港）整備事業

費14億9,697万7,000円です。

本事業は、漁業生産基盤としての漁港の安全

性を確保するとともに、流通・生産拠点として

の機能向上を図るための整備を行うものです。

説明欄３の漁港施設機能強化事業では、青島

漁港ほか３漁港において、地震・津波に備えた

防災・減災対策として、防波堤や岸壁の改良を

行い、漁港及び背後集落の安全確保を図るもの

です。

88ページを御覧ください。

中ほどの 事項 漁港災害復旧事業費１億3,417（ ）

万円、及び次の（事項）水産施設災害復旧事業

費6,859万4,000円ですが、これらの事業は、台

風等で災害が発生した際の調査費や復旧工事に

要する経費をそれぞれ計上しております。

90ページを御覧ください。

新規事業「漁港・漁場グリーン化事業」でご

ざいます。予算額は6,000万円です。

この事業は、事業の目的にありますとおり、

代表的な漁港において、回復の核となる藻場を

造成するものですが、右下の図に示しておりま

、 、すとおり 年々減少しております藻場に対して

対策を講じることでブレーキをかけ、ブルーカ

ーボンの創出と海域の生産性向上を図ることと

しております。

また、その成果をガイドラインにまとめ、さ

らに県内の漁港へ展開を促進するものでござい

ます。

具体的には、まず、県内の２漁港において事

業に着手し、次年度に２漁港を追加いたしまし

て （３）成果指標にありますとおり2,112平方、

メートルの藻場を造成してまいります。

91ページを御覧ください。

上段に漁港内における藻場造成のイメージを

示しております。

、漁港内は海藻が育つ冬から春に低水温となり

海藻を食べる魚が入りにくいという特性があり

ますことから、これらを活用し、漁港内におい

、て藻場の回復の核となる基盤を造成することで

周辺海域への継続的な海藻の種の供給が図られ

るようになり、藻場の拡大につながることを期

待するものです。

下段の図は、日向市平岩港における藻場の変

遷です。

低水温になる港内において、消失を免れ残存

した藻場が核となり、保全活動も相まって、再

び周辺海域へ拡大したという事例を踏まえ、こ

の事業を立案したものでございます。

事業期間は、令和８年度までの３か年間を予

定しております。

次に、特別議案について御説明いたします。
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常任委員会資料92ページを御覧ください。

宮崎県漁港管理条例の一部を改正する条例に

ついてであります。

１の改正の理由でありますが、漁港漁場整備

法の改正に伴い、土砂採取料等を納付しなけれ

ばならない者を新たに定める等、関係規定の改

正を行うものでございます。

２の改正の内容でありますが、１点目は、今

回、法律名が、現行の「漁港漁場整備法」から

「漁港及び漁場の整備等に関する法律」と改正

されたことによる条文の修正であります。

93ページを御覧ください。

２点目は、土砂採取料等の納付対象者につい

てであります。

今回の法改正により、新たに漁港施設等活用

事業制度が創設され、漁港における土地や水域

について、より長期間の占用・貸付け等が可能

となりました。

この制度による認定計画実施者を納付者の対

象として追加したものであります。

３の施行期日は、令和６年４月１日を予定し

ております。

最後に、96ページを御覧ください。

議案第50号「農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」であります。

98ページを御覧ください。

下の表、漁港管理課の欄にありますとおり、

水産基盤整備事業及び海岸保全施設整備事業に

ついて、市町負担金を予定しており、地方財政

法第27条第２項等の規定により、あらかじめ市

町の意見を聴き、同意を得た上で、議会の議決

に付すものでございます。

執行部の説明が終了いたしまし○安田委員長

た。

質疑はありませんか。

資料60ページの「畑かん営農ポテ○日髙委員

ンシャル向上事業」について、九州初というこ

とになっていますが、どの辺が九州初というこ

とになるんですか。

九州初になるのは （１）○鳥浦農村計画課長 、

事業内容の③畑かん水の付加価値創出事業とな

ります。今回、いわゆる畑かん水に含まれる成

分の中に、雨水に比べて含有量が多いケイ素等

に着目して、今回、新たな付加価値を模索する

、 。という取組が 九州初ということでございます

資料63ページの（事項）農業農村○黒岩委員

振興対策事業費の、１の（１）多面的機能支払

交付金ですけれども、私の認識としては、これ

は中山間地域等直接支払交付金と、大体が類似

した事業だという認識があります。午前中の説

明で、中山間の場合にはそういう申請手続とか

いろいろなものについてデジタル化をやるんだ

というような説明があったものですから、こち

らのほうでは、デジタル化とか、そういった事

業の予定はないんですか。

多面的機能支払交付金○城ヶ﨑農村整備課長

につきましては、市販のシステムを使って記録

をつくったりしております。

それから、事務の手続につきましても、支援

組織を来年度に向けて立ち上げようとしており

ますので、そういったところを含めて、地域の

。組織を支援していっているところでございます

資料65ページの（事項）公共農地○黒岩委員

防災事業費の１ 「県営ため池等整備事業」につ、

いて、事業採択の基準を教えていただきたいと

思います。

県営ため池等整備事業○城ヶ﨑農村整備課長

につきましては、主に２つの事業が含まれてお
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ります。

１つは、山のそばを通っています用水路で、

、山崩れから用水路が塞がれて水害を起こすため

その水路の整備であるとか、蓋掛けをするよう

な土砂崩壊防止事業です。それから、農業用た

め池の堤体あるいは洪水吐、そういったものを

改修するような事業になっております。土砂崩

壊防止事業では、小規模なもので受益面積が20

ヘクタール以上、中山間地域の場合は10ヘクタ

ール以上とか、ため池の場合は、防災重点農業

、 、用ため池等々で 例えば堤体が痩せているとか

そういった問題があれば整備ができます。

ため池の基準の場合に、洪水が発○黒岩委員

生したときの流域の戸数が100戸以上とか、そう

いう基準はなかったですか。

総事業費が4,000万円以○城ヶ﨑農村整備課長

上、受益面積が７ヘクタール以上というような

採択要件はございます。

人家に対する影響とか、そういっ○黒岩委員

たものは採択時にないということなんですね。

防災重点ため池につき○城ヶ﨑農村整備課長

、 、ましては そもそも下流側の浸水想定区域内に

公共施設であるとか人家などがあるところを指

、 。定しておりますので そういった形になります

何が言いたいかといいますと、い○黒岩委員

ろいろな災害が言われる中で、この事業のスピ

ードといいますか、適正に進んでいるのかどう

かというところを確認したかったんです。例え

ば、県内でどれぐらいのため池の整備の想定が

あって、どれぐらい進んでいるとか、そういっ

たものがお分かりになれば教えてください。

特別措置法で、ため池○城ヶ﨑農村整備課長

の防災重点ため池を整備することで、10年間の

計画を立てております。

県内にある655のため池の中で、防災重点ため

池は422池ございます。現在、38池の整備に着手

しているところで、令和７年度までの中間のと

。ころで42の施設を整備することとしております

ということでありますと、422のう○黒岩委員

ち、令和７年度までに42ということですか。10

分の１ぐらいで、ちょっと遅いような気もする

のですが、そんなものなんでしょうか。

整備を着手しているの○城ヶ﨑農村整備課長

が38なんですけれども、特措法ができるまでに

ため池工事はずっとやっておりまして、旧基準

で既に142施設の池の整備は終わっております。

ただ、南海トラフなどの地震の耐震の評価を

やりまして、それで大丈夫かというのを確認す

る必要があるので、38池の中には140は入れてい

ないのですけれども、そういった140の池は一時

的な整備は終わっていると認識しております。

国庫補助の事業で、国の枠もある○黒岩委員

でしょうから、そこら辺り着実に進むような取

組をよろしくお願いしたいと思います。

資料71ページの「みやざき新規就○黒岩委員

農者育成総合対策事業」について、金額が大き

いんですが、実際に聞きますと、なかなか対象

。者が少ないんじゃないかという話も聞いてます

今回のこの予算編成される際の対象者数は何人

で想定されていらっしゃるんでしょうか。

「みやざき新規就○馬場担い手農地対策課長

農者育成総合対策事業」につきまして、今回特

に目玉となりますのが、新規就農者に直接ハー

ド整備ができる経営発展支援事業というものが

ございます。最大750万円を支援するものでござ

います。

この事業が、国の令和４年度からの事業にな

りまして、これまで２年間実施をしており、来
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年度３年目を迎えます。立ち上がりの令和４年

度につきましては、国からの通知等が非常に遅

れまして、我々としましては過去の実績等を踏

まえて90人の対応を想定しておりました。しか

、 、しながら スタート時の周知等が遅れた関係で

令和４年度は28人でございました。

それから、令和５年度につきましては、先日

の補正のときにもお話をいたしましたとおり、

、この事業以外に親族等からの事業承継ですとか

ＪＡ等のリース事業を活用された方が30人ほど

いらっしゃいまして この事業で使われた方が41、

人でございました。

令和４年度の28人、それから令和５年度の41

人を見まして 来年度につきましては若干ちょっ、

と余裕を持たせまして60人の規模で今回予算を

編成したところでございます。

足りなくなるようなぐらいの応募○黒岩委員

を期待しております。

今説明いたしまし○馬場担い手農地対策課長

た「みやざき新規就農者成総合対策事業」のハ

ード整備の分で、枠として60人とお話しいたし

ましたが、それ以外にも150万円の給付金等を活

用する方も含めますと、トータルで440人の活用

を今回予定しているところでございます。

資料74ページの外国人確保のこと○丸山委員

で、現在の828人から1,800人と、令和７年度の

成果指標が出ています。それだけ非常に人が足

りないということを認識しているんだろうなと

思っています。受入れ先の監理団体が、宮崎県

は少ないということがあったんですが、この監

理団体の誘致をどれくらい伸ばさないとこの数

が確保できないとか、この外国人の確保に向け

ては、いろいろ国の制度が変わりつつあり、簡

単に移動ができたりとかそういう制度にもなっ

てきて、非常に過渡期であり、ひょっとしたら

逆に取られていくようなこともあるんだろうと

思っています。

この事業で本当にこの1,800人が確保できると

いうのが若干分かりづらいものですから、この

あたりを説明していただくとありがたいなと

思っています。

資料74ページにご○馬場担い手農地対策課長

ざいます一番下の成果指標で、令和４年で828人

の外国人材を農業分野で1,800人、つまり３年間

で約1,000人増やすような計画でございます。

、 、その中で まず1,000人の根拠でございますが

現在県内の農業法人910社の意向調査をする中

で、1,000人の雇用が足りないというニーズを把

握しているところでございます。それに対しま

して、今回の事業を使って３年間で1,000人の外

国人材を増やしていくんですが、まず一つは、

委員からお話がありましたとおり、県内の農業

に関係する監理団体は５つしかございません。

ほとんどが県外の監理団体に頼って受け入れて

いることもございまして、なかなか細やかな対

応ができていないところでございます。

毎年３団体程度を誘致いたしますが、まずこ

こが１つ柱になります １つの監理団体にスタッ。

フが数名いますので その人たちが外国人材を10、

～20人確保していただくことを想定いたしまし

て、私どもとしてはここを３年間で360人程度、

年間120人程度はこの監理団体を増やすことから

進めていこうと思っております。

それから、現在県外の産地との産地間リレー

という形で、キャベツの日本一の産地である群

馬県の嬬恋村から冬場に宮崎県に来ていただい

て、大根や冬・春の野菜等で取り組んでいる形

もございます。こちらにつきましても240人程度
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。を３年間で増やしていきたいと思っております

さらには、74ページの写真にありますように

「宮崎クラス」と命名いたしまして、ベトナム

へ知事にも出向いていただいて、宮崎県の農業

や観光等いろいろなことを事前に周知いたしま

して 現在 この写真の13人の実習生が順次入っ、 、

てきております。この取組もさらに増やしてい

きながら、３年間で60人程度を確保したいと思

います。

さらには、コロナ禍から５類に移って外国人

材が急激に増えてきております。自然増という

部分も340人程度あります トータルこれで1,000。

人程度を３年間でしっかりと確保していきたい

と思っております。

県内の農業法人に聞いたというこ○丸山委員

となんですけれども、いろんなところでもう人

手不足で、どこの農家でも欲しいというぐらい

に言われており、それ以外にも要望があるよう

な気がするんですが、その辺の形はまだ聞いて

いないということでいいんでしょうか。

ほかにもあるんじゃないかなと思っているも

んですから、1,000人増えれば本当にこの宮崎県

の農業が守られるのかと、どう考えればいいで

しょうか。

1,000人は、先ほど○馬場担い手農地対策課長

申し上げました農業法人からのニーズを把握し

ているということと、それからあと個々の農業

者の方々やＪＡ中央会とも連携をしながら、改

めてもう１回ニーズを把握したいということを

おっしゃっています。

資料75ページを見ていただきまして、③定着

支援事業の農作業請負方式技能実習の推進強化

というものがございます。個々の農家単独では

外国人材の確保というのは難しいところをＪＡ

で一括で受けていただいて、調整をしながら農

家の忙しい時期に入っていただくような仕組み

というのを、県内ではＪＡ尾鈴のほうで取組が

ございます。

県域ＪＡになれば、その辺りも全県的に広め

ていきながら、くまなくそういった法人以外の

ニーズにも対応していきたいなと思っておりま

す。

あと、よく言われるのが、日本に○丸山委員

本当に来てもらえるのか、特に円安の関係とか

がこのまま続くのかという話もあったりとか、

いろんな不確定要素があるところだと思ってい

ます。

また 地方だと 給料が安いとかいろいろあっ、 、

て、できればもう少し高いところに行きたい、

収益を上げたいと考えると思います。どこでも

移動できるような制度に今後変わろうとしてい

る中で、本当に宮崎県は選ばれる地域なのかな

と思っています。

どこの県もやっていることは一緒みたいな感

じがするものですから、まず日本が選ばれ、次

は宮崎県が選ばれるためには、もっと違った施

策を出していかないと本当に定着しないし、選

ばれないんじゃないかと思っています 、本当に。

大丈夫なのかを改めてお伺いできればと思って

います。

国の動きについて○馬場担い手農地対策課長

少し触れさせていただきたいと思います。

技能実習制度につきましては1993年から30年

、 、余り続いているところでございますが この間

賃金の未払いですとか失踪問題等社会問題がご

ざいました。これを踏まえて、国のほうは有識

者会議を設けて検討を重ね、新たな制度といた

しまして、育成就労というのが国会でも審議が
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スタートしたと伺っております。

また あわせまして就労目的で入っている2019、

年に設立されました特定技能制度につきまして

も家族の帯同ですとか、事実上永住による就労

が可能になります特定技能の２号について、農

業も含む対象分野が拡大されて、昨年９月から

施行されております。

育成就労につきましては、国のほうでは国際

的にも理解が得られて、日本が外国人材から選

ばれるようになることを目指して、人材確保と

。人材育成を目的とした新たな制度でございます

３年間で特定技能１号の水準まで引き上げると

いうことが狙いで、外国人材の人権保護ですと

かキャリアアップ、共生社会の実現等を目指し

ていると伺っております。

また、これまで認められなかったんですけれ

ども、ほかの職場へ転籍も、これからは同じ分

野であれば認められるというようなこともござ

います。

育成就労は国会で検討されていて、３年後を

目安にスタートすると伺っております。私ども

といたしましては、３年後の育成就労を想定い

たしまして外国人から選ばれる宮崎県となれる

ように取り組んでまいります。この事業の中で

もお話しいたしました宮崎クラスについては、

どこの県もやっていない取組でして、母国で研

修しているときに宮崎県からスタッフを送り込

みまして、宮崎のよさ 賃金では確かに負け─

るんですが、食や観光ですとか、物価の安さだ

とか、そういう本県ならではのメリットをまず

周知してから、半年間の研修の中で宮崎のファ

ンとなっていただいて、３年後の育成就労を見

据えた入り口の部分をしっかりと支援していき

たいと思っております。

できるだけ宮崎県が選ばれるとこ○丸山委員

ろになれるように、今回の事業の中でしっかり

取り組んでいただいて、どんどん制度が変わっ

ていきますので、それに適応できるような形に

していただいて、地域が守れるような体制づく

りをしていただければと思います。

資料75ページの⑤住居確保対策加○黒岩委員

速化事業について、この公営住宅の目的外使用

に関して私も非常に注目したいなと思っていま

す。実は市町村の公営住宅も大分空き部屋が多

くて、ただ、なかなか国交省の基準といいます

か、補助が入っているものですから弾力的な運

用はできないという話を聞いているんですけれ

ども、今回この部分については、外国人農業に

関してのみ許されるのか、概要を教えていただ

きたいと思います。

公営住宅につきま○馬場担い手農地対策課長

しては、県営住宅・市町村営住宅合わせまして

約３万戸ほどあり、そのうち約２割近くが空い

ているとお話を伺っております。

今年度の事業で、まずは県でモデル的に整備

をさせていただきました。都城都北団地で県営

住宅を４戸改修をさせていただいたところでご

ざいます。

ただ、都北ですので結構街中です。少し農業

現場と離れているというところもありまして、

もう少し農業現場に近いところがいいだろうと

いうことで、今回は市町村営住宅につきまして

整備をしていこうと考えております。

市町村営住宅のほうが３万戸のうち約２

万1,000戸ほどございます。対象が非常に多いの

で、こちらにつきましてモデル的に整備を進め

ていきたいと考えております。

規模感といたしましては、長く使われていな
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い物件で改修等が必要だろうということで、１

戸当たり約300万円かけて、５市町村分の３分の

１程度を整備させていただきました。農政の事

、 、業でございますので 質問にありましたとおり

まずは農業分野で、３年間でプラス1,000人の外

国人材を受け入れる住居として整備をしていき

たいと思っております。

公営住宅活用のためのマニュアル○黒岩委員

作成というものがあるぐらい、やはりこの申請

は面倒というか、難しいんでしょうか。

そもそも公営住宅○馬場担い手農地対策課長

につきましては住宅に困窮する所得の低い方に

対しまして安くで使っていただくのが目的でご

ざいます。

県営住宅の場合は国土交通省と県で、半々ぐ

らいで整備しているものですから、国の目的外

使用の手続というものがございます。そこがま

ず一つのハードルであるということと、あとは

外国人材の方に住んでいただく場合の周りの方

との共生 ごみの分別ですとか、いろんな生─

活上のマナーですとか、そういったところも含

めましてマニュアル等をしっかり整備してから

進めていきたいと考えております。

資料77ページの（事項）水産○松本副委員長

金融対策費の１の漁業近代化融資資金利子補給

金について、今年度新しく整備をする事業で、

利子が発生する場合にはその実施する数という

のはどれくらいあるのか教えてください。

まず実績から御説明いた○大村水産政策課長

しますけれども、令和５年度の実績は、ちょっ

、 、と見込みも含みますが 近代化資金のみで24件

融資額が12億2,700万円、それに対する利子補給

額が6,500万となっております。

来年度については計算ができないわけですけ

れども、一応当課の場合は融資枠を12億円とい

うことで動かしていっております。

資材などが非常に高騰してお○松本副委員長

り、それぞれの事業費がかさんでいくんじゃな

いかということがあるんですけれども そういっ、

た考え方からすると当然利子補給の額も増える

んではないかという心配があります。その辺り

については昨年度の実績を課長からおっしゃっ

ていただきましたが、影響が出ているんではな

いかという気がしているんですけれども、現状

が分かればお教えいただけないでしょうか。

物価高騰というわけでは○大村水産政策課長

ないんですけれども、おっしゃるとおり、近年

いろいろな資材等が高騰しておりまして、船を

作る場合も高騰しております。そういった関係

で、そもそもの事業費が大きくなって、借りる

額も大きくなっているというところがございま

す。

それに対しての特別措置的な利子補給という

のはないんですけれども、融資するときの融資

枠というのが80％とかありますけれども、それ

については先進的な取組といいますか、前向き

な取組をする企業に対しましては100％まで見ま

しょうという措置をしております。

資料77ページの（事項）内水面漁○黒岩委員

業振興対策費の２の「特定疾病対策事業」につ

いて、先ほどの説明でコイヘルペスの発生した

除去費用だとか説明があったんですが、１

億3,800万円でこんなにあるのかなと思いまし

た。もう１回事業内容を教えていただきたいと

思います。

病気が発生した場合に、○大村水産政策課長

強制的にこちらが処分を命令することになるわ

けですけれども、その処分した魚の対価補償が
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１億円ということで組んであります。

分かればの話なんですけれども、○黒岩委員

コイヘルペスが発生した近隣の河川について、

そこは県が指定をしてしばらく監視を続けると

聞いています。指定してある河川というのは何

か所ぐらいあるんですか。

要は、コイヘルペスが県内でこれぐらい発生

するのかなというところの、その規模感を知り

たいところです。

河川の数は持ち合わせて○大村水産政策課長

いないんですけれども、どこかでコイヘルペス

が発生した場合には、そこにつながる水域を既

発生水域と指定しまして、コイの放流を禁止し

てくださいとか、放流をやめてくださいといっ

たことをやっておりまして 水系でいきますと10、

水系となります。この水系というのが例えば大

淀川水系とかそういう言い方になるわけですけ

れども、そういった形で10の水系を既発生水域

として指定しております。

ちなみに、昨年の発生件数は、ど○黒岩委員

れぐらいか分かりますか。

過去のＫＨＶの発生実績○大村水産政策課長

の直近は令和元年度に１件でございます。

１件発生を想定した場合でも、こ○黒岩委員

の１億円以上の経費がかかるということでしょ

うか。

、○大村水産政策課長 この予算の積算の想定は

県内で大きなダム湖でコイ養殖をされていると

ころがあるんですが、そういった規模を想定し

た上で予算を計上しております。発生しなけれ

ば補正で減額ということになります。

資料82ページの海ぶどうの養殖○安田委員長

について、これは単年度でありますけれども、

実際にもう稼働しているんですか。

他県では稼働しているも○大村水産政策課長

のがあるんですけれども、本県ではこの事業で

初めて導入ということになります。

この事業に取り組む漁業協同組○安田委員長

合とかはもう決まっているんでしょうか。

想定としましては、県漁○大村水産政策課長

業協同組合連合会を想定しているところでござ

います。

この海ぶどうは、今回本県で初めて導入する

ということになりますので、この施設では海ぶ

どうは計画的に生産できるとは思うんですけれ

ども、重要なのはそれをちゃんと売っていくこ

とですので、既存の販売事業を持っているとこ

ろにまずはやってもらうのが一番いいだろうと

考えておりまして、県漁業協同組合連合会を想

定しているところでございます。

そういったのを見ていただいた上で、よけれ

ば単協などにも広がっていけばいいなと考えて

おります。

いわゆる養殖、海ぶどうのＰＲ○安田委員長

とか消費拡大とか書いてあるので、もう実際に

動いているところがあるのかなと思ったところ

でした。

今後、この海ぶどうの養殖について力を入れ

ていただきたいなと思っていたところでありま

した。

資料86ページの下から２段目の 事○黒岩委員 （

項）漁港管理費の４ 「プレジャーボート適正管、

理強化事業」約1,200万円について、もう一度こ

の事業内容を教えていただきたいと思います。

中身といたしましては、○赤嶺漁業管理課長

県内に23漁港あるうち22か所にプレジャーボー

トを係留する場所というものを指定しておりま

して、そこの一つにはその係留施設の維持・管
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理・整備といった事業がございます。

それから、今度はそのプレジャーボートを泊

めていらっしゃる方には申請をしていただくわ

けなんですけれども、申請をされていない方あ

るいは申請はしているけれども使用料を払って

いらっしゃらない方に対して、管理指導をする

プレジャーボート調査員を港湾事務所に配置い

たしまして、その人たちがその未納者・未申請

者に対しての指導を行ったり、係留状況を調査

したりすることにかかる費用です。

それと、実際に放置されている船などに対し

まして、場合によってはその状況を調査した上

で放置艇を撤去するといった、そういうものに

かかる費用を計上しております。

日南市でのプレジャーボートを係○黒岩委員

留されている方から相談がありまして、県内全

部取っていないんじゃないかという話もありま

したが 今の説明を聞きますと23のうち22は取っ、

ていると。残り１つはそういう係留施設がない

ということの理解でいいんでしょうか。

その通りです。23漁港の○赤嶺漁業管理課長

うち１漁港が、現在のところこの指定区域が設

定されておりません。

ちなみに、その漁港はどこなんで○黒岩委員

すか。

新富町の富田漁港になり○赤嶺漁業管理課長

ます。

それと、宮崎県内のその係留料が○黒岩委員

高いんじゃないかという話もあるんですが、他

県と比較して宮崎県はそんなに高くないんだと

いうのが分かれば教えてください。

他県の係留費用について○赤嶺漁業管理課長

は手元に持ち合わせておりませんけれども、そ

の整備に係る費用に対して使用する受益といい

ますか、そういう形での使用料というものは積

算されております。場所によって係留とか出入

りが非常にしやすいところでありましたら、そ

の係留料というのはおのずと高くなりますし、

若干不便といいますか、波の当たりがちょっと

、強いようなところに関しては若干安いといった

その場所場所によっての違いと、あとはメータ

。ー当たり幾らという単価が設定されております

他に何かないでしょうか。○安田委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、第２班の審査を終了○安田委員長

いたします。

総括質疑の準備があるため、暫時休憩いたし

ます。

午後２時13分休憩

午後２時16分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

。各課の説明及び質疑が全て終了いたしました

これから総括質疑を行います。

農政水産部全般について質疑ありませんか。

鳥獣被害のことでいろいろ質問が○野﨑委員

あったと思うんですけれども、農政水産部とし

、ては水際対策で捕獲してそれをどう処理するか

ジビエとして食べるとかそういった事業があり

ます。考え方を変えて、もともと山の中にいた

鳥獣が里山に下りてくるという山があるのがい

けないのであって、昨日も環境森林部のほうに

そう言いました。再造林日本一を目指していま

すけれども 鳥獣が住める森づくり 杉だけじゃ、 、

なくて、実のなるものを植えて里山に下りてこ

ない山をつくっていかなきゃならない、どうで

すかという話もしました。

農政水産部は、ＩＣＴとかを使って、どこの
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辺りにどれだけの、例えばイノシシが捕れたと

かいったデータ等を環境森林部と共有して、環

境森林部はそのデータに基づいて森づくりをし

ていくといったタイアップが必要じゃないかな

と思って聞いておりました。

そのことについて、部長から何かあればお話

をいただければと思います。

おっしゃるとおり、庁内○久保農政水産部長

の連絡調整や情報共有というのは非常に大事な

ことだと思います。里山をつくるということに

しても鳥獣の問題もありますし、本日の審議の

中でも各部内の連携もありました。

本当に肝に銘じて連携しながらしっかり情報

共有を図り、持っているところが情報共有して

という形で何とか対応していければと思ってお

ります。

また、農家の所得向上を目指して○野﨑委員

いろいろやらなきゃいけないんですけれども、

価格転嫁の話も出ましたが、農林水産省の方と

話したところ、価格転嫁と言うけれども、低所

得者の方がいらっしゃってなかなかとか、低所

得者の方のことも考えられていました。

ただ、農家は低所得者のために仕事をしてい

るわけではないので、そこら辺のマッチングと

いうか、すごく広域な、福祉保健部のほうとも

話になるのかなと聞いていたところでございま

す。そこをクリアして、所得が向上しないとな

かなか若者に対して魅力的な農業がつくれない

んじゃないかなと思っています。

３大プロジェクトで子ども・若者プロジェク

トがあります。そこに育児休業の事業がありま

した。この前農家の方と話していたら、うちら

は子供をおんぶして農作業せないかんとぞと。

男も嫁さんも農家は休みがないんだと話してい

ました。

育児休業が取れない職業があるわけです。こ

ういった３大プロジェクトを考えたけれども、

一般の企業で働いている方と農業をやっている

方で、やっぱり格差が出るわけですね。

農家の若い夫婦は子育てをどうしていくべき

かとかも含めて考えないと、全体的な子ども・

若者プロジェクトにはならないし、農業を担っ

ていく人は魅力を感じないんじゃないかなと思

います。行政はどこを向いているんだと、ネク

タイを締めるサラリーマンを見ているのか、汗

にまみれ、土だらけになった我々を見てくれな

いのかと、そういった感覚を抱きますので、そ

れは農政サイドからしっかり訴えていくべき

じゃないかなと思ったところです。

あと、なぜ農業を守っていくかというと、御

覧のとおり世界の人口はどんどん増えていて、

国策ですけれども、食料安全保障の問題 食─

料自給率を上げなきゃいけないというのが一番

最後の肝であって、農家をやっている方、我々

議員もそうですし、県民も国民も、そういった

危機的な機運上昇につながっていないと私は感

じております。

このままいくと食料と水資源は本当に奪い合

いになって枯渇するというような どんだけ─

食料自給率を上げていくかを常にどこかでう

、たっていないと 何でこの事業をするのかと─

最後はこういう目的があるんだと。日本の食料

安全保障 食料を守っていかなきゃいけない─

んだというのを常に訴えないと、１個１個の説

明は分かるんですけれども、何のためというの

が分からないので、そういったこともずっと訴

えながらやっていくといいのかなと思ったとこ

ろです。
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あとは、４月から13ＪＡと３連合会が合併し

てスタートしますけれども、今までＪＡ各地区

で、行政が担う仕事も大分やられてきたと思い

ます。１戸１戸の農家を回って営農指導をした

り、時には世間話をしたり、そういった本当に

細かいサービスをしてきたと思うんです。それ

が合併によってどうなるのかというのはスター

トしてからでないと見えないので 今まで農─

家が安心して農業をして、生活できた部分が合

併によってどうなるかは分かりません。その抜

けたところは行政がしっかり穴埋めしなきゃい

けないので、そこら辺は令和６年度から行政も

注視しながら、今までどおりの農村、特に中山

間地域がしっかり守れるような農業をつくって

いかなきゃいけないんじゃないかなと思ってい

るところです。

総括になりましたが、部長から何かあればよ

ろしくお願いします。

まず冒頭の育児休業が取○久保農政水産部長

れないという状況についてでございます。確か

におっしゃるとおり、農政水産部として育児休

業とか働き方改革について、真っ向から事業を

立ち上げているわけではございませんが、例え

ば畜産ヘルパーであったりとか、休みが取れる

ような制度をつくったり、あるいは担い手を確

保するに当たってもトイレや休憩所を整備した

りとか、そういう働き方の面では、部分的では

。ありますけれど変えているところでございます

しかしながら、おっしゃるように、全体的に

育児休業とか、公務員みたいな制度がしっかり

あるわけでもございません ただ そこに向かっ。 、

てはしっかり担い手確保という中でも対応して

まいりたいと思いますし、今回も御審議いただ

きましたけれども、スマート化であったり、あ

るいはピーマンの自動収穫ロボットのような形

で、少しでも労力を軽減できるような方法を何

とか模索していきたいと思います。

あとは、社会全体として子育ては福祉保健部

でもやっておりますので、先ほどの冒頭の話で

はございませんが、しっかり農政水産部からも

そういったところをお願いして、対応できるよ

うに情報共有を図っていきたいと思っておりま

す。

それと食料自給率を上げていかなきゃいけな

い、危機感が上昇していないという話は、これ

。も本当におっしゃるとおりであろうと思います

私も、部長としていろいろ携わって、本当に

そこは心配しているところではございます。そ

のために、今回もいろいろな予算をお願いして

おります。本当にこれからは担い手も減ってい

き、高齢化も進みます。

そうした中で、やはり食料供給基地としての

本県の役割がますます重要になると思います。

今回もそこに向けての予算がございましたけれ

ども、スマート化とか、あるいは多様な働き手

を確保していくというような形で、何とか生産

性を向上できるように ＪＡなどとも一体となっ、

て、本当に危機感を出しながら一生懸命やって

いきたいと思います。

価格の問題についても、国でも食料基本法の

改正の話になっておりますけれども、そういっ

たところを踏まえながらしっかり対応していけ

たらと思っております。

それとＪＡの合併についてでございますが、

確かに合併して生産者が不便になるようなこと

があってはいけないと思います。そこは既にＪ

Ａとも情報共有をしておりますので、そういう

ことがないようにしっかりと見守りながら、ま
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た宮崎県はＪＡと一番うまく連携が取れている

という自負心もございます。ＪＡとはしっかり

と連携しながら、生産者のほうに迷惑がかから

ないようにやっていきたいと考えております。

先日、水産試験場の再編の計画が○黒岩委員

発表されましたけれども、新年度の予算の中で

はなかったような気がしています。

この計画については、想定としていつ頃から

着手されるのか、その辺りが分かれば教えてい

ただきたいと思います。

今回の令和６年度当初予○大村水産政策課長

算では計上されておりませんけれども、今年度

の２月補正で新しい試験場の県北の増養殖支場

の設計予算を計上しているところです。

そうでしたね。失礼しました。○黒岩委員

昨年、南郷漁業協同組合所属の竜喜丸がカツ

オ一本釣りで日本一になりましたけれども、い

ろいろ聞きますと、カツオなりビンチョウマグ

ロなり、群れがこの辺にいるよという情報を宮

崎県の水産試験場からどんどん取って、それで

ピンポイントで漁ができたのが日本一の要因

だったという話も聞いています。

県のそういうバックアップがうまくいったこ

とで日本一を達成できたということで、非常に

地元の方も喜んでおられます。

ますますそういう県との連携で機能が高まっ

て日本一が続けられるように、今後も引き続き

よろしくお願いしたいと思います。

地球温暖化ということをよく言わ○丸山委員

れていて、今年の冬も南九州は一番暑かったと

いうぐらい、もう地球がちょっと変わってきて

いるということが報道とかデータ的にもありま

す。第八次宮崎県農業・農村振興長期計画や、

令和６年度の当初予算にて温暖化に対応してこ

んなことを試験研究していて、防災営農をしっ

かりやっていきますよとかいうのであったり、

地球温暖化に対応する農業とかを含めて、今後

どう対応していくべきなのかとか、もう少し教

えてください。

また どれだけ地球温暖化により気候が変わっ、

ても、宮崎県は食料基地として頑張っていける

んだと示してほしいし、10年、20年先じゃな

く、50年、100年先も日本の食料供給基地だとい

う形を持ってほしいと思っています。しかしな

がら、このままずっと地球温暖化が続いていく

と、宮崎県ではなくて北海道がほとんど食料供

給基地になってしまうという話があって、南九

州が亜熱帯気候みたいな感じになって、全然違

う農産物を作らなくちゃいけないようにシフト

しなくちゃいけないのかとか、いろんなことも

考えなくちゃいけないということも頭の中に入

れておくべきなのかなと思います。

そのために、この第八次宮崎県農業・農村振

興長期計画にどう移行していけばいいのかとか

いう対応も含めて、教えていただくとありがた

いかなと思っています。

地球温暖○日髙農政水産部次長（技術担当）

化の対策については、委員がおっしゃるとおり

で非常に重要なことだろうと思っています。

予算の中身といいますか 内容の中でそういっ、

た文言が出てこないというところはあるかもし

れませんけれども、例えば総合農業試験場でも

、地球温暖化対策という形で対応しておりますし

試験研究の中でも、例えば気温が上がっても味

や量などが変わらないような米の品種の育成で

ありますとか、ほかの野菜とか果樹等について

もそのような研究もしておりますので そういっ、

。た対応もしっかりしていきたいと思っています
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今後の地球温暖化はますます進みますし、ま

たそれに伴う災害のほうもいろいろと想定はさ

れますので、そういったところを見据えながら

予算化、それから試験研究等も含めて 技術─

の伝承も含めてしっかりと対応していきたいと

思います。

ぜひ、地球温暖化ということも踏○丸山委員

まえながら対応していっていただくようにお願

いしたいと思っています。

野﨑委員も言われましたけれども、食料安全

保障ということで宮崎県の外相会合の中で宮崎

アクションという形ができたんですけれども、

それが本当に具現化できるのか、それが今後の

宮崎県の農政 また日本の農政の在り方に関わっ、

てくるんだろうなと思っております。

宮崎県がしっかり動かないと日本が動かない

んだと、世界が動かないんだという形のあかし

として、宮崎県の農政がしっかりと引っ張って

いただくような形としての新たな令和６年度に

なってほしいと思っていますけれども、改めて

。部長の意気込み等をお伺いできればと思います

おっしゃるとおり、Ｇ７○久保農政水産部長

の宮崎アクション、これは本当に全国に先駆け

てやらなきゃいけないという使命感の下、宮崎

県という開催地の名前が冠として入ったという

のは初めてのことでもございますし、今回のこ

の宮崎アクションは、我々の総合目標 長期─

。計画とも目的・方向性が全く一緒でございます

率先してやらなきゃいけないということで、

予算の中にもしっかりＧ７の官民連携プロジェ

クトというものを上げておりますし、食料自給

率を上げるという意味からも、食料安全保障と

いう観点からも 絶対にこのＧ７の宮崎アクショ、

ンを達成することは大切です。

そのために、今回さまざまな予算をお願いし

たところでございますので、委員がおっしゃっ

たことをしっかり踏まえながら 意気込みを持っ、

て展開してまいりたいと思っています。

本当に令和６年度が新たな幕開けというぐら

。いの気持ちでやっていければと思っております

、○黒岩委員 農政水産部の重点取組を見ますと

新たな事業でありますとか、改良した事業とか

が多くあって、相当な思い入れを持って予算を

組まれたんだろうなと受け止めます。

そういう中で、部長に今回の予算編成にかけ

る思いといいますか、そういったものがありま

したらお言葉をいただけますか。

今回の予算編成に当たり○久保農政水産部長

ましては、冒頭の基本的な考え方のところでも

お話させていただいたように、本当に今、生産

者にとって非常に厳しい状況にございます。そ

こに対してどうやって対応していくのかという

のもございました。

先ほどございました宮崎アクションの実践と

いうのも絶対やらなきゃいけないところがござ

います。

そういう意味で、基本的な考え方について、

資料４ページにも書いてございますけれども、

まずは物価高騰や円安等の影響を受けにくい生

産者の経営体質の強化というのが一番大事かな

というところがございました。そういった施策

を重視しながら、そうは言いながらも、今後10

年先を見据えながらしっかりとやっていかない

と、担い手も減少し、高齢化も急速に進んでお

りますので、非常に厳しい状況でした。

そういう中で、本当に苦労して予算編成をさ

せていただいたところでございますが そういっ、

─た意味で今年度新たなスタートということ
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今後10年間、地域計画等も一般の御審議の中で

もございましたけれども、今後地域をどうして

いくかというところがまずないと、将来の宮崎

の農業が描けないという問題もございます。そ

ういう地域計画をしっかりやりながら、今回の

施策をやりながら、宮崎の農業、水産業もそう

ですけれども、盛り上げていけるような形でで

きないかなということで、少し難しいながらも

両立させたというところで苦労した予算でござ

いました。

ただ、そういう新たな種をまいたと思ってい

るんですけれども、そこに今度は農業で言えば

肥料をやっていかなきゃいけないということが

ございますので、引き続き、委員の皆様方から

も御支援・御協力をいただきながら一緒になっ

て進めていければと思っております。

ほかに何かないでしょうか。○安田委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって農政水○安田委員長

産部を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後２時35分休憩

午後２時42分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

まず、採決についてですが、委員会日程最終

日に行うこととなっております。

３月11日に行いたいと思います。

開会時刻は13時としたいのですが、よろしい

でしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○安田委員長

します。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようでしたら、本日の○安田委員長

委員会を終了したいと思いますが、よろしいで

しょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして本○安田委員長

日の委員会を終わります。

午後２時43分散会
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令和６年３月11日（月曜日）

午後０時57分再開

出席委員（８人）

安 田 厚 生委 員 長

松 本 哲 也副 委 員 長

丸 山 裕次郎委 員

野 﨑 幸 士委 員

日 髙 利 夫委 員

本 田 利 弘委 員

今 村 光 雄委 員

黒 岩 保 雄委 員

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議事課主任主事 飯 田 貴 久

総務課主任主事 森 口 浩 司

委員会を再開いたします。○安田委員長

まず議案の採決を行いますが、採決の前に各

議案につきまして賛否も含め、御意見をお伺い

いたします。

暫時休憩いたします。

午後０時57分休憩

午後０時57分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

それでは採決を行います。採決につきまして

は、議案ごとがよろしいでしょうか。一括がよ

ろしいでしょうか。

（ 一括」と呼ぶ者あり）「

それでは一括して採決を行いま○安田委員長

す。

議案第１号、議案第６号、議案第７号、議案

、 、 、 、第８号 議案第12号 議案第22号 議案第42号

議案第48号、議案第49号及び議案第50号につき

ましては、原案のとおり採決することに御異議

ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○安田委員長 御異議なしと認めます よって

各号議案につきましては、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

、 （ ） 。次に 委員長骨子 案 についてであります

委員長の報告の事項及び内容について御意見

はありませんか。

暫時休憩いたします。

午後０時58分休憩

午後０時58分再開

委員会を再開いたします。○安田委員長

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。○安田委員長 それではそのようにいたします

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査につきましては、継続審査といたしたいと思

いますが御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議ありませんので、この旨○安田委員長

を議長に申し出ることといたします。

それでは、最後にその他で何かございません

でしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

令和６年３月11日(月)
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以上で、委員会を閉会いたしま○安田委員長

す。

午後０時59分閉会

令和６年３月11日(月)



署 名

安 田 厚 生環境農林水産常任委員会委員長


